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序章　日本の犯罪状況
　　　　一何が問題で、どう対応すべきか
第1節　犯罪を巡る社会のあり方
1社会を映す鏡
　犯罪は社会を映す鏡である詳1二会の一番弱い部分に社会のひずみが凝縮して表れ、
暴力や不正でしか自分自身を表現できない人達が生れる。これが犯罪者’である、、行
為者は自由な意志に基づいて、犯罪を行っている。そこに刑事責任が生ずるL、しか
し、その者が犯罪で欲求を充足し、あるいは日的を達成しようとした背景には、必
ず社会的な要因がある。つまりその者が犯罪以外のll：当なr・段を選べなか・）たこと、
犯罪親和的な人格や行動パターンを形成したことの背景には、彼をそこに追いやっ
た社会の構造的な要因がある。
　人間は社会に居場所を得て周囲から〔1らの存在を承認されてこそ、向社会的な態
度を形成し、社会の規範を受け入れるようになる。多くの犯罪者は、社会内に物理
的あるいは精神的な居場所を得られないでいること、換言すれば、社会に参加でき
ないことが発端となり、それに種々の経緯や事情が絡まって、犯罪に至っている，、
だとすると、ある意味で社会が犯罪者を生んだのであり、犯罪は社会が成員をどう
遇しているかを映す鏡と言える。
2　犯罪への対応
　さらに、犯罪への対応にも社会のあり方が反映される。犯罪をどう裁くかについ
ては、その社会の正義観や統治のあり方が大きく影響する、，秩序の維持や公益の擁
護を優先すれば、厳罰化に傾くであろう。しかし、厳罰化だけでは治安を維持でき
ないことは、近年多くの国が経験してきた。そして、罪を厳IEに罰すると同時に、
犯罪者を社会に再統合していくことも必要であることを学んできた。
　それには、行われた犯罪だけではなく、その違法行為を行った犯罪者にも着日し、
彼が犯罪を行った要因を見極めてそれを解消または緩和する必要がある。つまり、
犯罪者を更生へと導かなければならないが、それは罰を与えて規範意識を促成で植
え付けるだけでは済まない。E述のとおり、社会に参加できなかったことが犯罪の
背景にあるのなら、行動を規制するだけでなく社会参加を支援しなければならない
だろう。そのためには予算的、人的なf’当てしなければならない。しかし、犯罪者
は他者や社会に害を与えたから犯罪者なのであり、そんな人達に貴重な資源を多く
1
投入することにはどの社会も躊躇するだろう。治安は維持したいが、C・∫能な限りそ
のための費用を押さえたいというのが本音だと思われる．だからこそ、単なる対症
療法で終わらせるか抜本的な解決を目指すかに、社会の衿持と力敬が出る1，社会に
物心とも余裕がなくとも、社会iE義のために必要だと判断すれば、資源を1．面して
犯罪者にも人間としての尊厳を認め、人生を立て直す機会と支援をり・えるに違いな
い。
　では、犯罪への対応から見て、今の日本社会はどういうあり方をしているのだろ
うか。
第2節　日本の犯罪状況
1　日本の変化と再犯率
　一般に、社会保障制度が整備され、凝集性の高い社会では犯罪率が低いと言われ
ている1。北欧がそうである。逆に、自己責任や自助が強調される国では犯罪率が
高い。米国や英国がそうである。しかし、日本はこの法則からはずれる。日本の社
会保障費の規模は大きくなく、しかも年金、高齢者医療、遺族年金など高齢者関連
支出に偏っている。また、所得格差の少ない平等な国だと言われていたのが、近年
は格差が目立つようになり、今ではH本のジニ係数はOECI）諸国の’1’1均以ヒに高く
なっている2。目本のジニ係数の上昇については、単身世帯の増加や人川の高齢化
による見かけ上のものだという立場と、高齢単身者の書を困化や相対的貧困・乎この1：㌢1
により確かに格差が拡大しているという立場1｛があり、対・t／1している。ただし、前
者の立場の論者も、若年層での学歴問賃金格差の拡大や産業間賃金格差の存在は認
めている1。経済が成熟し、jll規の従業員が減少する中5で、やはり格差は拡大して
いるのであろう。地域、世代、学歴等の違いにより、　・部の人々が確かに貧困な生
活を余儀なくされている。
　さらに、町内会活動や近所付き合いの頻度の減少や義務的意識からの参ノ川の増加
a、国勢調査回答の回収の困難化7等から、社会の凝集性が緩んできていると言われ
る。しかし、社会の凝集性が緩んでも、依然として日本の犯罪率は北欧並みに低い。
　一方で、日本では一度罪を犯した者の再犯率がヒがっている。検挙人員中の再犯
者率が1900年代終わりから1二昇し続け、最近では検挙人員の4割弱を再犯者が占
め、犯罪全体の約6割を行っている8。
　日本ではなぜ犯罪が少ないのか、そして、その中でなぜ再犯者率がヒ昇傾向にあ
るのか、その要因を実証的に説明することは難しい。そもそも複数の要因が複雑に
絡んで生じた現象であろうから、実証研究によって明らかにしにくい事柄であるが、
それ以前に分析の基礎となるデータが入下し難く、所管の省庁でも本格的な分析は
緒に就いたところのようだ。ll本では証拠に基づいた実務（Evidence－based　Practice）
への志向が強くなく、また、人権への配慮からか、犯罪者が刑事司法を離れた後も
長く追跡して大量のデータを集め、非再犯群と比較して再犯群のリスク要因を精緻
に統計解析するようなことは行われていない。ただし、再犯者には無職者、家族関
係の希薄な者、居住関係が不安定な者が多いことは明らかにされているy，，
2　社会的排除と犯罪
　このような無職、住居不定、家族関係に恵まれていない者が累犯者として堆積し
ていく傾向は、犯罪者個人の問題というより、社会経済的な要因があることを窺わ
せる。上述のとおり、この動きは、日本のジニ係数がヒ昇するのとパラレルであるn
さらに、日本では雇用に主眼を置いた生活保障がなされ、会社や業界が家族と連携
して社会保障に代替してきたところ、グローバル化の進展とともに1990年代後半
からは仕事の分配による生活保障は機能不全に陥ったと言われている1°。そのよう
な趨勢ともパラレルで、再犯者が増加している。
　すなわち、社会の構造的な変化から「社会的排除」が生じ、社会から排除され
た者が累犯者として社会の底辺に滞留しているのではなかろうか，、結局のところ、
冒頭に述べたように、社会の番弱い部分に社会のひずみが凝縮して表れ、累6E　K
が増加するという現象を生じていると思える。一・方で、全般的な犯罪率が低いのは、
多分に国民性に由来すると言われるが、未だ社会的排除がさほど屯篤な状況にない
ことの証左かもしれない。言い換えれば、家族や地域社会の凝集性と相fll扶助の機
能が弱体化してきたと言われるが、今も成員をケアする余力を維持しているかもし
れない。もし、逸脱者をもケアする寛容さがまだ残っているとしたら、補修や強化
をしていく必要があろう。その過程で、社会の紐帯もより柔軟で堅固なものに変わ
っていけると思う。
第3節　本論文の目的
　本論文の目的は、犯罪者、それも特に累犯者や重大な犯罪を行った人々に焦点を
当て、日本に相応しい「犯罪者の更生と再統合支援」の方法を探ることである。そ
のために犯罪者処遇の日的と理念について考察して、本論の立場を定める。次に、
日本の犯罪者の課題とニーズを探る。さらに、日本の犯罪者処遇の実態や特徴を概
?
括し、日本に相応しい犯罪者処遇のあり方を探っていく、度犯罪を行った者’が累
犯者となって社会の底辺に沈殿していくことなく更生し、社会に統合されていくよ
うな犯罪者処遇のあり方や仕組みをどう造っていくかについて、考察していきたい、
　なお、本論では、犯罪者を「犯罪を行って司法でイf罪と認定され、懲役刑または
懲役刑の執行猶予保護観察付きの罰を科された者」に限定し、軽微な・過↑1の犯罪
者は対象としない。裁判で有罪を認定された者のうち、保護観察に付され、あるい
は刑務所で受刑した人を対象とした。また、犯罪者とは「犯罪を行った者1という
意味で用いることにする。よって、本論文では、以前に犯罪を行ったが、現在では
もはや犯罪を行っていない者も犯罪者と呼ぶことになる。
第4節　本論文の構成
　本論文は、以ドのような構成を取った。
　第1章では、犯罪を巡る問題状況を見ていく、，既存の公的機関や国の統計か
ら、日本における犯罪発生とそれを巡る状況を見ていぐ、さらに、世界の1：要
国との比較において、日本の特徴を確認していく。
　第2章では、犯罪者処遇の根拠、目的、理念、方向性等、犯罪者処遇の原理に関
わる事項を考察し、理論的に整理していく。そして、これを本論での考察の基盤と
したい。本論文では、日本に相応しい犯罪者処遇を導くための理念を、犯罪者の1～ミ
任概念」を手掛かりにして考察していく。
　第3章では、歴史的な犯罪者像から遡って、現在実務や研究者間で広く受け人れ
られている犯罪者理解の枠組みを概括した。現在の犯り｝｝者像は、カナダ等アングロ
サクソンの国が先導する実証研究の成果に基づいて確立され、世界で広く共有され
ている。当然、これら西欧発の研究成果が口本の犯罪者に当てはまるかという疑問
があるが、日本では法務省も民間の精神病院もほぼこれらの理論を踏襲して、処遇
や治療方法を組み立てているので、ここで、世界の多くの国で採用されている犯罪
者理解の枠組みを確認することとした。
　第4章では、日本の犯罪者が抱える課題とニーズについて、筆者が行った二っの
調査の結果から考察していく。調査の・つは、i30組の保護観察対象者とその担当
保護司を対象としたアンケート調査である。この調査では、犯罪者の全般的傾向や
クラスターとしての特徴と課題を探った。
　二つ目の調査は、更生保護施設を退所して、現在更生途上にある者10名に対す
るヒヤリング調査である。この10名は再犯がなく、概ね順調に社会へ再統合され
4
つっある者であり、犯罪者の意識や更生の推移を聴取することで、史生の保護要因
やリスクを探った、
　三っ口の調査は、15か所の吏生保護施設の幹部職員へのヒvX’リング調査である、、
更生保護施設での指導、支援の実態を知ることと、施設側から見た犯罪者のニーズ
を知ることを目的とした。
　これらの量的・質的調査は、第3章で概観した西欧人を対象とした実祉研究の知
見を日本に当てはめてよいかを検証するため、また、日本の犯罪者の当面する課題
やニーズを探るために行った。三つとも小規模な調査であるが、異なる観点や対象
による調査を組み合わせ、多角的に犯罪者の実態を探ることで規模の制約を補うよ
うに努めた。
　第5章では、第3章で見た犯罪者に関する知見を基盤にして構築されている、犯
罪者処遇のモデルを概括する。これは、現時点での世界標準として、多くの国で採
用されている処遇モデルである。ここで、世界でi三流となっていて、日本も踏襲し
ている犯罪者処遇制度の概要を見ていく。
　第6章では、日本の犯罪者処遇制度の現状を概括する。第L次世界大戦後から長
らく日本の犯罪者処遇制度は、刑務所での刑務作業と保護観察での保護司制度を中
心に構成されてきた。どちらもH本に独特な方法で実施されてきた。ところが、2000
年代に入って相次いで生じた刑務所での職員による暴行事件や保護観察対象者の
重大再犯事件が契機となって制度の問題点が露見し、制度改lllが行われた。その際
に、第5章で見た西欧発の犯罪者処遇モデルが導入されて、新しい施策が実施され
るようになった。とはいえ、かなりll本流に解釈・改変しての導人であり、犯罪K一
処遇の基本的構造は変わっていないと思える。現在も処遇者と被処遇者との関係性
を軸に日本独自の犯罪者処遇が行われていると思われるので、第6苗では、欧州諸
国の犯罪者処遇制度との比較において日本の特徴をまとめた。
　第7章では、ここまでの考察を踏まえ、H本に相応しい犯罪者の更生と地域への
再統合モデルを提案したい。家族と地域と職場を柱に組み・if：てられていたlH本型
包摂システム」が1990年代後半から徐々に崩れていき、口本にも1社会的排除1
問題が出現してきたと言われる。そこから、住居や就労に困難を抱える累犯者が増
加してきたと思われる。しかし、いつかは犯罪者を社会に戻さなければならないc，
加害者であり、ある意味で社会の被害者でもある累犯者を社会にいかに再統合して
いくかについて、本研究の特別調査の結果を踏まえ、犯罪者の犯罪に対する責任も
念頭に置いて、現実的で日本に相応しい犯罪者処遇のあり方を考察していく。
Lappi－SepptilA、　Taplo，2009
LT@OECDの資料（OECD　Facebook　2011）によると、2000年代後’ドの日aS　u）ジニ係数は
0．33でOECD諸国34か国中低い順から24番目で、平均値の0．33を1：回る、，さらに、
所得の第9十分位階級と第1i一分位階級の所得の差は5倍であり、OECD諸国の平均
4，3を上回り、低い順から29番目である。ただし、総務省統計局HP．
http：〃www．stat．go．jp／data／zensho／2009／keisu／yoyaku．htm，2012年10月　1711ア）セJK．
によると2009年の等価可処分所得のジニ係数はO．283である。総務省の統i；i’では“∫処
分所得に公的年金を加えているので、数値が変わる、，いずれにせよ、ジニ係数で見る
限り、日本の所得格差が拡大傾向にある。それに対し、イく平等度IMは1：に人川高齢
化と単身世帯の増加によって引き起こされた見かけ上の上昇に過ぎず、H本社会全体
として格差は上昇していないという実証研究がある（大竹．2005）。さらにそれに対し
て、高齢単身者の貧困や相対的貧困率は明らかにト昇しており、実質的にも格差は広
がっているという実証研究を元に、反論がなされた（橘木，2006）。
3橘木，2006，pp．7－34．
4大竹，2005，p．145，p．151・
5総務省統計局の発表によると、平成24年7月～9月の四半期で、　（役員を除く）催
用者5156万人のうち、正規の職員・従業員は3327万人と、前年同期に比べ7万人の
減少し、非正規の職員・従業員は1829万人と，25万人増加した。
6内閣府の平成19年版国民生活白書の第2章では地域のつながりの変化を1950年代
から2000年代の政府に依る各種の意識調査の結果を比較して、近隣関係や1‖r内会～、「動
が頻度や質において希薄化していると記述しているf、
7’oz成21年4月発行の総務省統計局「平成22年度国勢調査の実施に向けて検，11／状況
報告」では、年々難しくなっている調査環境に対する対策が論じられている、、
8法務総合研究所，2007，pp．211－222，法務総合研究所、2009、　p．9，犯罪対策閣僚会議，
2012，　、　p．3．
9法務総合研究所，2007，p．248，法務総合研究所，2011，p．269、　pp．277－279，　p．291．
tO{本，2008，　p．3，p」58．
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第1章　H本における犯罪を巡る問題状況
　本論文を展開するに当たり、まず日本における犯罪発生の実態、その背後にある
問題状況について概観し、犯罪を巡る日本の問題状況を踏まえておきたい。
第1節　犯罪発生状況の推移
　日本の犯罪発生状況について、「平成23年版犯罪白書1から見ていくことにする、、
　次頁の図1－1のとおり、日本の刑法犯認知件数は’lf．成9（1997）年から毎年戦
後最多を更新して平成15（2003）年にピークを記録した後、減少に転じて毎年減
り続け、現在に至っている。それでも、平成22（2010）年の認知件数は昭和20年
代前半とほぼ同じの水準にある。犯罪には認知件数の他に申告のない暗数もあるの
で、これがそのまま発生件数とは言えないが、・応の口安として、官庁統計では認
知件数を元に発生率（＝人口10万人あたりの発生件数）を計算している。刑法犯
の発生率は平成10（1998）年から毎年戦後最高を更新して平成14（2002）年に最
高を記録し、以後低下に転じ、平成21（2009）年は1773．7にまで低下した。
　犯罪の大半は刑法犯（その他には、例えば、道路交通法や覚せい剤取締法などの
特別法がある）なので、刑法犯の動向を見れば、犯罪のおおよその動向が分かるn
図1－1のとおり、刑法犯の大半は窃盗であり、それも発生が急激に沈静化しつつ
ある。
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図1－1：刑法犯認知件数、検挙人員・検挙率の推移（出所：平成23年版犯罪白書）
一■刑法犯認知件数∵検挙人負二検挙率の推移
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日本は、世界の中でも特に治安の良い国だと言われる。相対的にどのような状況
にあるのだろうか。表1－1は、日本の犯罪状況を欧米諸国と比較したものである。
日本の犯罪発生率は米、英、独、仏の犯罪発生率に比べるとかなり少なく、検挙率
は5か国中のちょうど真ん中の3番目である。
表1－1 主要犯罪に関する目本と欧米の比較 （出所：平成23年版犯罪白書）
■■唖■■主要iZF犯罪章堕にお1亘6馨知件数・発生率・検挙率の推移
（200c）「1・、2（M）9　fl．〕
区　　分 日　本 　．tランス ドイツ 英　　国 米　国＿1
・
㊦認知件数 1
2000年 2，443，470 3、77L849 6，264，723 5，170，843｜1β08．07｛〕i
2001 2，735，612 4，061，792 6．3㈱，865，525，024 H．876，669
2002 2，854，061 4．ll3β82 6，507，394 5，974，960 　　　　　　　　‘撃h，878．9541
2003 2，790，444 3，974，6946，572，135 6工）13759 ll，826，538　　　　　　　　1
2004 2，563，037 3，825，442 〔三．633，156 5，b37，511 ll．679．474；
2005 2269，572 3、775β38 6，39L715 5，555，172 　　　　　　　　！PL565．499、
2006 2∫｝5L229 3，725，588 6．304223 5，イ27，558 lI．イ｛；731ぴ　　　　　　　　1
2007 1909，270 3，589，293 6284，661 4，951，i73 11．294805．
2008 L818、374 3，558，329 6，lM，128 4702，717　　　　　　　　‘鰍戟D16τ778‘
2009 L703．369 3．5212δ6 6，054，330 4，338，604川．639．3（；9
⑱発生率
2000年 1，925 6，421 7，625 9，917 　　　　．S，125
2001 2，149 6，880 7，73⑰ 10552 4，103　　　　i
2002 2，239 6，932 7，893 ll，366 4．125‘　　　　．
2003 2，185 6，666 7，963 lL391 4，067i
2004 2，006 6，386 8037 “｝．62‘3 3．9771　　　　．
2005 L776 6，235 7，747 ｜o．40【） 3．901i
2006
Q007
1β05
P，494
6，103
T，833
7，647
V，635
10．m2
X，】55
　　　　‘R．8381
R．7491　　　　1
2008 1，424 5，751 7，436 8，636 3．6691
2009 t336 5，639 7，383 7，916 　　　　iR．46劇　　　　　
・③検挙率 1
2000年 23．6 26．7 532 24．4 20．5
2001 19．8 24．9 53．1 23．4 19．6
2002 20．8 26．3 52．6 18．9 2〔｝o
2003
Q004
232
Q6．1
28．8
R1．8
53．1
T4．2
1＆6
Q0．9
198
P9．91　　　‘
2005 2＆6 33．2 55．0 23．8 ｜9．71
獅 313 34．3 55．4 25．7 19．312007 3L7 36．1 55．0 27．7 2001?? 3L6
R2．o
37．6
R77
54．8
T5．6
28．4
Q7．8
　　　　Q08…Q2」［　　　F
? 1　次のSl9σ）ty，iれりによる
　tl　本　警察庁の偽；f
　フランスCrぬm撤♪貿｛泌㎎U∂mP　C㎝Sla8柄mIt’ance（20》儂牝までσ瑠1仙は’Apas《k’　la　CtisninEiliI佃歯b〔膝6」XI岨nt「e
　　　　　rOJISIah納　en　Frat）c？）
　　トイツ　POtiteilicllt，　ICfitnitialslatiy　tk
　　第　国crime　in　Engla‘1d　and　Wa無（2000‘1法での数敏は．　Cr｝耐nal　5tatぷks玉ng｛and　a脳I　Wak引
　米　　H　CriMe　in　ttve　t　nited　Stales
2　発’1率の吋τ）のための各相ノ、ll資臼は．杷旬できた垣新のものを川いている
3　a知P・敬書口れのぴ礎となる埠卿aは、広Wを離き．午て鱈年である，、英国では，会‘；i　tl；trl｛4月から秒ノ1’3川まで｝を川藺と
　している，，
4　貰目では．嘉知什数について，2002ξ1以降，班1’臨‘渚を頂親した新たな11買r識知1咋い㎏t｝OI副Cdmc　Reoo頑ng＆al司a‘ω
を導人し，また，〆た仁抱司安通誓察tlkkiSlハIsanSPOfl　PoiiCe｝による認匂｝W・数を含めてgt　tーすることとされている．ただし．
　▲表において｛よ．2003ξ1までは，縫火どわりの紺メ文通昨冨ψによる認知什敏をTまないW敏を式1：し、ZOOが1・以蒔，それを含
めたn・故をU卜tzしている　鶴’1率に’♪いても，同嫌である．，
5　●自日の検挙率については．2eO3　gt’までは．㍗嬢肇W負を川いて‘itoしているが，　ZOOd　tl’以筒は．把Wできた「や寮において
終』↓塑分を受けたかくはW．弄’邸P！’1‘裁附r轍こよる恨仰が決定ざれた事ひの検墾件敏パ～aM廟）改陀Ct‘on）をllfいて．itl？してい
　る．
6　ZOO　l　tt”までの×㈲の’∫汲な犯jf：ほ，敏火を賭く指標犯］r　tcrkne　il）ctex　otfCtitSD｝隔定幼）てある．．
72DO3　tl一以声の一’二渇の「i‘必な魁」1の按鮮‘は、靖ノ」犯劉’〈v｝olettt　cff｛nt．t燈ぴ財纈膓はP口畑y　cri鯉）の各檎甲中から
推ばしている，．
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さらに、凶悪犯の代表といえる殺人の発生は、大変少ない。表1－2に示す通り、
米国の5分の1、フランス・ドイツ・英国の2分の1以下である。表1－3に示し
た窃盗でも、欧米諸国よりははるかに少ない。
表1－2 殺人に関する日本と欧米の比較 （出所　平成23年版犯罪白書）
殺人各国における認知件数・発生率・検挙率の推移
（20051事一2009　「1・）
区　　分 日　　本　　　　　　　． フランス ドイツ 英　　国 米　　国
①認知件数
2005年 1，458 2，107 2，396 ｜，684 1（）．74〔D1
2006 L361 L937 2，イ68 1，391 17．3181
，
2007 1，243 L866 2，347 1，395 17・157P
2008 1，341 L899 2，266 1，233 16，4421
2009 1，149 L630 2，277 L203 15．24一
②発生率
2005年 1．1 3．5 2．9 3．2 5．6
2006 1」 32 3．‘） 2．6 5．8i
2007 1．o 3．0 2．9 2．6 5．7
2008 1‘1 3．1 2．8 23 5．4
2009 0．9 2．6 2．8 2．2 5①1
③検挙率
｜
2005年 96．2 84．2 95．8 64．8 62．11
2006 969 90．2 95．5 8｛〕．8 6‘ハ．7
2007 96．1 89．8 96．8 81．1 612
2008 95．4 87．5 97．O 84．o 63．6
2009 97．4 9a8 95．7 80，〔｝ 66．6
i；1　1次の各国のff，iL‘｝による
　　日　　本　怜蜘i：のthit
　　フランス　C；ritulttalttF　el　d㌣｝iTMLIill｝rp　mllstate・t　esl　Fr“nce　｝La口itnltmitt－　en　Fratu’e〈2（⊃O・S　ti：seでの数栢は．　AStxK’t．s　de　ln
　　　　　rrinti　ri”lite　et　de　1”　deliT’iqu”rx：e　（x）Ttstnr（5es　e“　Frayice）
　　ドイツPt）ltzeiliche　Kri，声r、副～胞t島tik
　　碇　　国　（＞ir1副n　Engl細1　alば1　Wa㎞
　　米　　1日　Cr加轡佃thp　U’漁ed　S1撫・s
　T　fl　．N　は，次のとおりである．2
　　日　　本　殿人伎ぴ強盗段人（よ遷を，xむ．，）
　　’ノランス　殿人（h（”nickle＞殴ぴ■2　A、未ぷ（tentati、・《t（ハ’ho加ぐidf・）
　　ドイツ　謀殺（M〔Ntl），故殺（Torsc’hlag）岐び改求↓こよるP2人（TOItltlg　nltf　Verlneltesl）4kぴにこれらのλ漣
　　蒐　　困　ぷ殺（murder）．，Y（　k’t（man～；aughter）．製児殺“nfanticide）吐び1某殿4c遂《at㊥，1p鱒murdξイ）
　　米　　国　ぷr2（murdcr）lkび故殺Ctmnnagjigenunaii！“auglrter｝（これらのλ、連を含まない．）
　∫己生串の肺Oのための各国人ll資料は．把握でさた踊新のものを川いている．，3
　、勘毒IW数等埠祝の基礎となる螂1問は．り《国を除き．4tてH年である．，英国では．会計年度（4Hから”年3月まで）ig　ilUtt．と4
　している
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表1－3：　窃盗に関する日本と欧米の比較　　（出所：平成23年版犯罪白書）
窃盗各国における認知件数・発生率・検挙率の推移
（2005言L、2009「1・）
区　　分 日　　本 フランス ドイツ 英　　国 米　　国　　　　　　　　斗
二℃・認知件数 1
2005年 】，725，072 L973、455 2，727，048 2，651，367 　　　　　　　　　．撃n，174，754
2006 1，534，528 1，913，145 2βOl．902 21556．m3lo．03L359
2007 】，429，956 L788．239 2，561，691 2，349，775 　　　　　　　　）X，872，815．
2008 1β72，840 1．699243 2．443280 2，242，675 9、775、149…
2009 1，299，294 1，703，743 2，344，646 2，063，6899．320．97レ
②発生率
?
2005年
Q006
L350
n，201
3，259
R，134
3，305
R，156
4，964
S，757
　　　　　トR，432@　　　　［3．3581　　　　　1
2007 輻119 2，906 3，112 4345 3．2771　　　　i
2008 LO75 2，746 2，972 4，U8 3，212
20◎9 1，Ol9 2，ア28 2859 3765 3．036！
③検挙率
?
2005年 24．9 ll．3 29．5 15．1 16．3
2006 27．1 1L9 29．7 16．2 15．8．@　　12007 27β 12．4 29．6 17．0 16．5！
2008 27．7 13．2 29．8 18．2 17．41
2009 279 13．3 30．1 17．6
　　　ll8．6ト
?
1　次の各国の統，il　，1｝による
　H　　本　讐寮肖’の統；｝
　フランス　Cdmilvaiitθ　et　d●lin（ptallce　ronst三ltt：es　elt　Frunce　’1”‘：riniiivalit’“　ei｝　Frnl世（2004　｛｝：までの数栢は，　As．　1）tK’ts　｛le　ta
　　　　（rrintfnalltF　et　tle　ta　cfelltiqtJaiK：e　constnr“es　ett　Frifti（’e）
　｝ごイツPolizc・itic’tle　Kri”｝inulst三iti．sttk
　廼　国（二ri11副nドn81anlj　and　Wa畑
　米　　国（二rinic，　iittllt・　tTnital　States
2　1窃盗　t，1，次のとおりである，
　ll　本窃盗　フランス強盗（vol　Bvtttr　violeiwe）」吏び盗晶堤匿等（r〔K：eDを除く盗取（vnl）
　ドイツ　単純窃盗（Dl曲銅hl∫）hlie　ersc・tiwerer）c｝t．　Uinstiitide），4び情唖窃盗（lliet）Slittlk川ter　ery’t“verc，iule｛｝　LlmstaTideti）
　萸　国硲1』‘，隠1婿qlandUn琴・t・len　g・・［ts）を1駅蹴（lt・eft｝・劇物願倒’1：ねらいW（・fTcricos　ic　g・i・1・1　vplll・k・）
　　　　並びにt↓V：・lt，tS　I　1的侵人（burglary）
　’」，く　　　｜q　　窃盗　（larτ｛｝罰1ド遣heft）、　f‘動d∫盗　（nlotor　vehld？竃heft♪　他び「卜i去テr為1｛的右～人　ζburglaIy）
3　タε生率の討算のための各何人ll資魯は．把捉できた踊新のものを川いている．、
4　認知什数等算川の基礎となる期間は．鄭qを除き．令て隔年である、、英国て1よ．Zh　，il年度（川1から翌｛1…3月まで）をllt位と
している
以上のとおり、日本は相対的に犯罪の少ない国と言えそうである。しかし、近年
は、犯罪が少ない中で、再犯者累犯者の存在が問題視されている。次頁の図1－2
に示すとおり、刑法犯では検挙者中の40％以上が再犯者である。
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図1－2：刑事司法の各段階ての再犯者の数と割合
（出所平成21年犯罪白書の、1・・ら主し、法務翻
7－2－1－1図　一般刑法犯検挙再犯者の人員・再犯者率の推移
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　図1－2に見られるように、平成20（2008）年には再犯者は検挙者中の4割を超
え、起訴人員中では5割近い。さらに、同年に刑務所に人所した受刑者’中の再人所
率は5割を超えている。また、同年の件数構成比では、再犯者による犯歴の件数が
58％を占めているということである［。
　このように、再犯者がかなりの割合でいて、しかも多くの犯罪を行っている，、
方で、犯罪全体は減少する趨勢にあるから、一部の累犯者が繰り返し犯罪を行い、
その他の一過性の犯罪は滅少傾向にあると言える。つまり、国民の大多数は犯罪を
行わず、行っても多くは初期の段階で立ち直っている中で、・部に犯罪者として沈
殿していく層があることが分かる。
　これを踏まえると、累犯者にどう対応するかが日本の課題であると言える。
第2節　再犯者の背景
　歴年の犯罪白書や法務総合研究所の報告書2により、再犯者の再犯時の状況を
見ると、無職、住居不定やホームレス等不安定な居住状況、監督者がいない者（二
被告の縁者からの監督誓約が裁判所に提出されていない者）の割合が高い。っまり、
経済的困窮や支援してくれる人間関係がない中で再犯に至っている軒列が多いこ
とが伺える。
　特に、就労と累犯との関連が強く、次頁の図1－3で見られるように、累犯の程
度が深くなるほど、無職者の割合が高くなっている。
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図1－－3：　入所受刑者の就労状況
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（出所：平成21年版犯罪白書）
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　仕事がないこと、家がないこと、支援してくれる人間関係がないことは、まさに
社会からの孤立を意味する。社会的排除と言われるものである。社会的排除は犯罪
者に限った現象ではないが、犯罪者は他者や社会の法益の加害者であるだけに排除
され易く、一層排除の程度が深まり易い。前述のとおり、犯罪者の中でも特に刑務
所出所者が社会的排除状態に陥り易い。日本では特に全般的には犯罪が減じている
中での累犯者の増加なので、刑務所出所者こそ問題となる。何度も再犯を重ねた累
犯者か、重大な犯罪を行った者が刑務所に入れられているからである。
　ここで、簡単なグラフを示す。筆者が同本の公的統計からデータを得て作成した。
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受刑者の情報は矯正統計年報による。日本人の全般的な情報は、平成22年度国勢
調査速報集計から得た。また、保護観察対象者の情報は保護統計年報による。
図1－4：年齢の分布、　201◎一　日本の定住者全体と新受刑者
新受刑者の年齢分布、2010年
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図1－5：知能指数の分布 新受刑者23，906人、2010
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　　　正規分布に設定されている。
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表1－4：　2010年の新入受刑者の知能指数の分布
IQ49以下50～59 60～6970～7980～89 90～99100～109llO～ll9120以上
?
4．2 6．6 12．8 22．5 26．9 19 6．9 0．9 0．2
図1－6：教育歴の比較、2010　－　20歳以上の新受刑者と日本の定住者全体
　　　　20歳以上の新受刑者の教育歴（不詳を除く）、2010年
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表1－5：20歳以上の者の教育歴（不詳を除く）
60．00％
50．00％
40．00％
30．00％
20．OO％
10．00「）lb
O．OO％
■川本の定fl者
■新受刑者
、平成22（2010）年
小・中学校卒 高校・旧中卒 大学・蜉w院卒 在学中 未就学
日本の定住者 16．7％ 43．9％ 36．2％ 2．9％ 0．1％
新受刑者 67．3％ 27．9％ 4．4％ 0．1％ 0．3％
表1－6：保護観察対象者の学歴、平成23（2011）年
総数 中学卒業以下 高校卒業 大学卒業以上 在学中 未就学
仮釈放者 14573名
i100％）
8862名
i60．8％）
4825名
i33．1％）
871名
i6．0％）
12名
i0．0％）
　3名
i0．0％）
刑執行
P予者
3368名
i100．0％）
1898名
i56．4％）
1229名
i36．5％）
221名
i6．6％）
　1名
i0．0％）
19名
i0．6％）
注：大学中退は高校卒業に、高校中退は中学卒業に計上した。
出典：「2011保護統計年報」
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図1－7：20歳以上の配偶関係、新受刑者と日本の定住者、平成22（2010）年
　　　　　　　20歳以上の新受刑者の配偶関係、2010年
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図1－8：失業率の推移　一　日本全体と受刑者
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出典：IMF－World　Economic　Outlook（2011年9月版）、矯正統計年報（2006年版～2010年版）
表1－7：　失業率の推移　一　日本全体と新受刑者
失業率の推移
2006年2007年 2008年2009年2010年
日本全体 4．13％ 3．85％ 3．99％ 5．07％ 5．06％
新受刑者 66．00％63．90％ 65．00％ 66．70％ 67．10％
17
　これらの情報から、平成22（2010）年度の粗〒受刑者の年齢構成1：t、　・般人のそ
れよりも壮年期の者が多く、知能指数、教育歴、配偶関係、失業率においては、
般の人々よりもはるかに不遇な状況にあることが分かる。教育歴については保護観
察対象者のものを示した。受刑者の状況より高めだが、一般人に比べると恵まれな
い。ちなみに知能指数も遺伝的要素だけでなく、幼少期の栄養状態、環境の安定性、
環境からの知的刺激等からも影響を受けることが分かってお｝戸、ヒ記に小したデ
ータからでも受刑者が世間一般の水準からかけ離れて社会的に恵まれない人々で
あることが推測できる。
　犯罪者における社会的排除状況については、本論文の第3章で、外国において実
施された体系的・包括的な実証研究の知見を示しつつ、改めて論じていきたい。
第3節　犯罪発生の構造的要因
　以上、日本は犯罪の少ない安全な国であるが、累犯者が増えており、累犯者の集
団と言える受刑者は、実は恵まれない人たちであることを確認した。累犯者の問題
は世界各国で共通して見られ、多くの国でその対策が喫緊の課題となっている、，詳
しくは本論文を通して考察していきたいが、ここでは、犯罪の社会構造的オ貢要因に
ついて、見ていく。
　近年はこの問題について研究が盛んになっている。ラッピ＝ゼッパーラ
（Lappi－Seppala，　Tapio）4やウィルソンら（Wilkinson，　Richard　allCl　Pickett，　Hate）1’tit
ど日本語で読める文献もあり、多くの人に司法と（広義の）福祉が関連のある領域
であることが改めて認識されている。ここで筆者も、OECI）のデータを川いてH本
の実情について、これらの先行研究と同じ手法で分析してみる。
　すなわち、OECDの公表されている数値を用いて、社会指標「失業率、社会保障、
所得格差、他者への信頼感」と刑務所人日率との相関をみた。結果はド図のとおり
である。なお、刑務所人口率とは、人口10万人あたりの刑務所での受刑者数であ
る。また、ジニ係数は所得の格差を示す指標であり、0～1までの数値で示される。
この数値が大きい程格差が大きい。
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図1－9：　0ECD主要諸国における社会指標と刑務所人口率の関係
（1）社会保障費の対GDP割合と刑務所人口率の相関
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（2）ジニ係数と刑務所人口率の相関
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（3）他者への信頼度と刑務所人口率
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　4図から、社会保障に予算の多くを使っている国ほど、また国民の間に所得格差
が少ない国ほど、さらに人々の間に信頼感がある国ほど、刑務所人口率が低いこと
が分かる。
　一方、失業率は世界規模での構造不況が影響しているせいか、相関が見えなかっ
た。失業して現金収入がなくなっても社会保障、コミュニティでの相互扶助や支援
などがあるために、ストレートに犯罪の増加や刑務所人口の増加に結びつかないと
せいだと推測される。
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（4）失業率と刑務所人口率
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注：4図とも、OECD　Factbook　2010：Economic，　Environment　and　Socia1に記載されている
数値から筆者が作成した。
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　刑務所人口率には国民の正義感覚や刑事政策等種々の嬰因が彫響するが、犯罪発
生率が大きく影響する。そこから、人々の平等に意を尽くし、信頼を人切にする社
会ほど犯罪が少ないと言えよう、なお、米国では2000年には人日10　Ji人’iGたりの
刑務所人口は700を超えており、他国に比べて突出して大きいので、除外しだ、
　序章で述べたように、日本の社会保障は欧州諸国に比べると「厚いとは言えず、
しかも高齢者関連支出に偏っている。それでも失業率が低く終身雇用が’般的だっ
た1990年代までは、企業は正規職員である大多数の従業員の生活保障や企業内WI’i
利厚生を担ってきた。それが2000年までには、専門性が高い職種と・般的定型llξ」
業務にっいて有期雇用契約が多用されるようになるなどの理山によって、日本型終
身雇用制度が崩れてきたと言われており6、様相が変わってきた，その影響もあっ
て、所得格差が広がったと言われる。前述のとおり、所得格差については人日の高
齢化の影響も大きいと言う向きもあるが、18歳から65歳までの労働年齢人川で相
対的貧困率が増えており、やはり格差は広がっていると言ってよいだろう。社会の
凝集性が緩んできたと解釈できる現象が方々で見られることも、序章で述べた。や
はり犯罪率が上昇してもおかしくない兆候は現れつつあると思える。
　しかし、日本の犯罪率は低い。その理由を実証するのは難しいが、社会構造的に
何かがあるはずである。相対的に穏やかな国民性、集団圧力の強さ、刑事司法公務
員の勤勉さや汚職の少なさ、全国を網羅する保護司制度や民生委員制度等、社会構
造や人々の気質の中に残っている何かが人々を犯罪から遠のけていると思われる。
　だが、累犯者が増えている現状から、その何かが緩みつつことが推察できる、Jそ
の何かを守り、再強化する必要がある。その何かが何なのか、どう強化すればいい
か、本論文で探っていきたい。そして、それを探りながら、既に犯罪をそ」った者の
更生と再統合を社会としてどう考え、支援すればいいか考察していくことにする。
1犯罪対策閣僚会議，2012，p．1．
2平成19年版、21年版および23年版犯罪白tt－、法務総合研究所報告42『lf肋∪防li二に
関する総合的研究』．
：1例えば、Ward，　Tony　and　Beech，　Anthony，2006，　pp．50－52には、脳の発達や機能に遺伝
的要素、文化的要素、生態的要素が複合して作用することが説明されているe
t　LapPi－SepP創a，　Tapio，2009．
5Wilkinson，　Richard　and　Pickett，　Hate，2010．
f’この当たりの議論は、宮本太郎（宮本，2008，pp．138－143）がl！本の「雇用レジームの
揺らぎとその帰結」に詳しく論じている。
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第2章　犯罪にどう対処すべきか
　本論文の目的は、再犯を有効に統制でき、かつ犯罪者の福利に資するような犯罪者処遇
のあり方を考察することにある。前章では、考察の前提となる犯罪状況について概観したu
考察を始めるに当たり、本章ではそもそも犯罪者処遇のH的や方法はどうあるべきか、犯
罪者処遇の原理について考えてみたい。
第1節　刑罰の根拠と犯罪者処遇の目的
　犯罪によって他者の生命や財産等の法益が侵害され、社会の平和な共同生活カミ乱されるL，
それに対し、国家は9侵害原理」に基づいて、行為者に刑罰を科すことになる、，刑罰は、
責任を基礎にして構成されている。すなわち、人は白らの自由意思に基づいて犯罪をljう
ことを選択したのだから、犯罪の責任を負うべきであるとして、責任の大きさに応じた刑
罰が科される。刑罰の目的は、法の違反者に対し制裁を課すことで法的’｝夕和を回復し、そ
の者の更なる違法行為を統制する（特別予防）とともに、一般人に対しては行為の規範を
示すことで将来起こるかもしれない違法行為を未然に防ぐ（一般f’防）ことにある、こう
して、規範レベルで加害者と社会の関係を修復していく。
　犯罪者処遇は、刑罰として実施される。犯罪者処遇の日的も、最終的には社会の’Pl和を
回復することにあるが、直接的には、規範レベルではなく実生活のレベルで犯罪者個人と
社会の関係を修復することを口指す。すなわち、犯罪者処遇は犯罪者に更生を促し、犯罪
者を社会へ再統合する端緒を作ることを目的とする。犯罪者処遇の日的が達成できれば、
犯罪者は他者や社会の法益を侵害することなく生きていける向社会的な人間となり、社会
からその一’員として承認され、社会に復帰することができるであろう、、その結果、その者
が更に犯罪を行う可能性は減って、社会は犯罪の危険から保護される。
第2節　犯罪者処遇の方向性
　犯罪者処遇は犯罪に対する国家からの反作用としてそ」われるから、本質は応報である。
また、司法の決定に基づいて強制的に処遇が実施される中で、犯罪者は行動を規制され、
認知や行動の変容を求められる。犯罪者は言い渡された刑に不服を申し立てることができ
るが、刑が確定したら、国家による処遇を拒否することはできない。
　しかし、犯罪者処遇が犯罪者の思いや意欲と無関係に行われ、外からの強制に過ぎない
のなら、処遇効果は限定的なものとなるだろう。到底、長期に渡る確かな再犯抑tl：は期待
できない。再犯を確実に防ぐには、受ける側が自分にとっての処遇の意義を認め、堅固な
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動機付けをもって、処遇の中で白分に課される事項に1：体的に取レ）組むことがイく可欠であ
る。その前提として、処遇の内容も実施者からの働き掛けも適切なものでなければならな
い。そうであって、はじめて犯罪者処遇は犯罪者と社会の双方の福利に資することができ
る。処遇が適正なものであれば、本人にとっても社会にとっても効川があるとぼえる。
　では、「適正な犯罪者処遇」とは、具体的にどんなものであろうか。「更生」と1再統合1
という概念を手掛かりに、考えてみたい。
第3節　刑罰を執行する社会の在り方
1社会の正義
　国家は刑罰権を独占し、強制的に犯罪者処遇を行うのであるから、その国家ひいては国
家に統治を付託している社会は正しく運営されていなければならない、、そうでないと、犯
罪者処遇は単なる暴力や人権侵害に堕してしまう危険がある。正しい社会、すなわちlll義
がある社会とはどんなものであろうか。筆者はロールズ（Rowls，　Jhon）の［E義論1に依り、
次の二つの原理が保持されている場合に、その社会には正義が実現されると考える。
1）
2）
各人に基本的な権利が保障されていること
各人に社会・経済的機会が開かれ、格差が許容できる範囲にあること。すなわ
ち、社会・経済的格差は既得権によって生じたものでなく、その格差は、誰にも
開かれている社会的機会を活用した者が相当な努力をして得た成果から生ずる
ものであること。
　このような原理は、「人を市民として承認し、社会に包摂していることを前提として、
正義が実現される」と言い換えることができないだろうか。
　この「承認」という言葉にも深い含意があると思う。ホネット（Honneth，　Axel）2は承認
を3次元に分けて、次のように定義している。
　　1）　感情的・情緒的な愛の関係
　　2）　法的な権利主体として承認
　　3）　社会的・経済的業績や達成を認め合う関係
　社会正義を考える文脈では、特に上記の2）と3）が重要である。人を法的な権利主体
である市民としての承認し、彼の業績や達成を社会が公的に承認することは、人の社会へ
の包摂（lnclusion）の基礎となる。そして、包摂的な社会では、人は白分を価値ある存在
であると認識し、それを社会も認めていてくれているという安心感をもって生きていける
から、他者と共存し、自分を生かしつつ社会と調和しくこともできる。
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2　市民の権利と義務
　正義のある社会では市民に権利が保障されている。権利には、市民権（行動・思想・財
産等の自由権、参政権）と社会権（生存権、教育を受ける権利、勤労権、団結械、団体交
渉権）がある。特に、社会的排除と犯罪が結び付いているという本論文の、㌧1場からすると、
国家は市民に、生存権と基礎的な能力を習得させる責任がある。能力とは学力、職業技能、
コミュニケーションカなど生きて、働いていくのに必要な能力である。市民はそういう基
礎的な能力を習得する権利がある。
　権利に関して、犯罪者は刑罰を科されていることに伴い、権利の・部を制限されること
がある。例えば、飲酒や公園内に居ることが犯罪の惹起と関係があると認められる場合に
は、遵守事項として飲酒や公園内への進入を制限される。また、刑の執行中は、選挙柚も
被選挙権もない。ただし、これらの制限は刑罰の執行が終了すれば、回復される、、
　刑罰に付随して必然的に制限されるこれらの市民権以外は、犯罪者といえども市民とい
う資格において保障されるべきである。実際我が国では、参政権と再犯抑Ihのための行動
制限以外の市民権は、犯罪者に一般の国民と同じ水準まで保障されていると思えるc，
　ところが、社会権については状況が異なる。累犯者が増加しつつある現況を鑑みると、
生存権、教育権、勤労権などの社会権が十分に保障されていない犯罪者がかなりの数存在
するのではなかろうか。第2章で見てきたように多くの累犯者は安定した職や定住場所を
もっていないのであり、このことから、生存権が｝’分に保障されていない中で犯罪が繰り
返されていると推測される。ただし、犯罪者に限らず、一・般の国民にも必ずしも社会権が
十分に保障されているとは言えない状況にある。だとすると、社会権の保障は、犯罪の特
別予防のためならず、一般予防のためにも不可欠である。
　一方、権利は義務を伴うものである。市民権や社会権を保障される市民には、義務が課
される。基本的な義務として、法令の遵守、他者の権利の尊重、納税が考えられる。市民
の権利と義務は双方向的なものであり、市民が権利を十分に保障されるためには、応分の
義務を果たさなければならない。犯罪者は法令を遵守せず、他者の権利を侵害したから犯
罪者とされたのであり、これだけでも到底市民しての義務を履行しているとはいえない。
犯罪者にとって、市民としての義務を担えるようになることが更生の過程における重要な
課題である。
第4節　犯罪者の更生と社会への再統合
1　　「更生」と「再統合」の関係
　上述のように市民の義務を理解すると、犯罪者の「更生」とは、犯罪者が法令を遵守す
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るようになること、および他者の権利を尊重した行動を取れるようになることであるLtこ
れが、　「再統合」の要件となる。
　さて、前に、社会には成員を包摂していく責務があると述べたが、1包摂（lnclusion）」
と「再統合（lntegration）」は同・の内包をもつ、『葉ではない。ある英英辞典（Longman　English
Dictionary．1992）では、（ncludeを「have　as　a　part」とし、　lntegrateを「mix　with　other　people」
と定義している。他者の法益を侵害し、市民としての義務を履行していない犯罪～fが再度
社会の一員として受け入れられるには同人σ）側の更生が要件となるので、単なる包摂では
ないだろう。犯罪者自身が更生のための努力をし、その努力が真摯なものであることが明
らかになった後に社会は当人を受け入れるという段取りになるだろうから、再統合という
語の方がより適切であると思う。
2　自由意志論と決定論の止揚
　前述のとおり、刑罰は自由意志論を基礎に構成されている。しかし、現実には、人間は
完全に自由な存在ではない。遺伝的要素、過去の出来事、環境などの諸条件やii一件に制約
されながらも、自らの意思で行動している。ただし、自らの意志で行動するとは言え、選
び取る行動には、内的な必然性がある。個々の行動は文脈の中で諸条件と因果の連鎖で結
ばれている。よって、犯罪者が自らを知るには、この因果の連鎖を見抜くことが不可欠で
ある。自分が諸条件によって決定されていることを理解する必要があるa
　そして、犯罪者処遇においては、「白由意志論」のみならず所与の条件による「決定論」
も取り込んで人間の行動を複合的・包括的に捉えて、処遇の内容を組み・’Zてていかなけれ
ばならない。犯罪者に犯罪を行った自分自身を乗り越えさせるには、自分を制約している
諸条件を認識した上で、責任ある主体として悪しき制約や影響を乗り越えて、犯罪とは無
縁の判断と行動を選び取るように促していく必要がある。
　では、責任ある主体とはどういうものか。責任概念をf：掛かりに考察を進めてみたい。
3　犯罪者の自己答責性
　カウフマン（Kaufmann，　Arthur）3は、責任を刑の｝二限を画定するための規制原理に留ま
らず、刑事政策的機能をもつものと捉える。彼は、犯罪者の「責任体験」を「人を義務づ
ける諸価値の諸要求を拒絶することにより非難されるという苦痛に満ちた経験yと規定し、
「責任からの解放は、有責者が自己の責任を認め、それを自己答責的に引き受け、そうす
ることによって、拒絶したという非難から再び自由になる、というやり方でのみ為しうる」
5と言う。彼は、このような行為を「有責者自身の積極的な倫理的遂行」であるとして「瞳
27
罪」と呼び、「真の社会化」である6と言う。そして、再社会化は叩ll社会化すべき者の協
力を必要とし、それは再社会化すべき者の善良な意思の活性化であるLt力為者が自己の誤
りを洞見し、それによって自己の責任から解放される場合のみ、将来再び累犯にならない1
7と言う。
　このようにカウフマンは、凛罪とは当事者自身の努力による1自己の謝りの洞見1であ
り、そのプロセスで当事者の本来の善良さが活性化されていくと肯定的に捉えている、，カ
ウフマンは洞見について詳細は語っていないが、その意味することは犯罪者が日分はどの
ような事情や環境によって制約され、その上でどういう意志決定を行って犯罪に至ったか
について洞察し、その犯罪は他者を害し自分を傷つける行為であったことを認め、しかし、
犯行時の自分にとっては犯罪を行うことは当時の生活状況や認知のあり方からすると必
然であったことを受け入れ、それを乗り越え社会と調和できる認知と行動を体得すること
であると解してよかろう。そして、新しく体得すべき行動とは、他人の権利を侵害しない
ばかりか、自分の善さが活性化され、さらに発展していくようなものであるべきであろう、h
そのような行動を取ることが自分にとっての必然になる努力していくことが、カウフマン
のいう「贈罪」の内包だと思う。
　筆者はカウフマンの言う「贈罪」を上記のように解釈し、彼が「再社会化1と称してい
る認知と行動の変容を、「豊かな自分に生まれ変わる」のいう意味合いで「更生」と捉え、
本論文では「更生」と記した，，
　さらに、塩盛（塩盛俊明）は、ヒ記のカウフマンの見解を進め、贈罪を犯罪者の再社会
化の機会保障の具体的場面として把握し、答責を自ら引き受ける権利として構成すべきで
あるとし、瞳罪を成長発達の契機とすることを行為者の「権利」として捉えている8、、カウ
フマンや塩盛においては、責任とは犯罪に対する責めではなく、犯罪を行った自らの問題
性克服に向けての主体的で自律的な取組みを内包とする概念として再構成されている、、
　すると、澤登（澤登俊雄）の言うように、「責任は制裁の基礎というより目的」9となる，，
すなわち、犯罪者が犯罪の責任を自ら答責的に引受けることが、犯罪者処遇の目標である。
このことを、アンセル（Ancel．　Marc）は「処遇は、犯罪人に社会的な価値および社会的な
緒欲求を意識させるがゆえに、責任の再教育である」とし、犯罪者は「再社会化のための
処遇を受ける権利をもつ。」Ioと言っている。さらに、「この再社会化の権利は被処遇者の
側の同様な義務を伴い、制裁の執行の段階で国家の権利と個人の権利との間には均衡がう
ちたてられる」llと論じ、犯罪者に相当の努力を要請している。
　答責的に責任を担って、犯罪者ははじめて市民としての責任意識を体得することができ
る。責任を担える市民になること、そのための機会をもっことが犯罪者の権利であるが、
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権利を享受するからには相当の努力が要請される、そういう機会が犯罪者処遇であると、
ヒ記の先行研究は論じているのである．、
4　社会の責務
　上述のとおり、犯罪者には「順罪」を果たす重い責任がある。自らが答責的に憤罪を果
たせて、はじめて市民として承認され社会に再統合される。しかし、通常、犯罪者に1人
で「績罪」を行うことは手に余る。自分を否定し、そこから内：生していく呂：しい作業だか
らである。そのためにこそ、処遇者は犯罪者を刺激し、勇気づけ、援助する役割を担うc，
　犯罪者と処遇者のこの関係をより広い地平で読み直すと、犯罪者に白らの問題性を答責
的に克服する主体としての「地位」又は「立場」を付与し、社会の・員として承認してい
くことが社会の責務となる12。処遇者は社会から付託されて、社会を体現した存在として
犯罪者に向かっていると捉えることができる。犯罪者は努力する1三体として社会から承認
されて、処遇者を通じてそのことを体感し、はじめて願罪の努力を為し得るのである。
　仕会はまた、犯罪の背後にある環境決定要因を認識し、lllしていかなければならない。
犯罪者の多くは社会的不利益を被っている弱者であるから、環境決定要因の是dlは犯罪者
の社会権の保障と重なる部分が大きく、社会権を保障することは社会の責務である。この
ような社会の責務は福祉的な要素を多分に含み、また、市民権だけでなく、社会権にも意
を汲むものであるべきで、ll三に「司法福祉」の理念に沿うと言える，，「司法福祉」は刑事
司法だけでは完結しない。こうして、刑事政策は社会政策や地城福祉と繋が・）て、社会全
体として個人のトータルな福利を実現すべき責務を担っていける。
　このように、犯罪者の社会化と社会への再統合には、犯罪者と社会との双方向の努力が
要請される。双方向であることについて、カウフマンは、「刑罰は自己および同時代の人々
と再び清算するチャンスなのである。同時代の人々が、連帯責任のゆえに受刑者にもこの
ようなチャンスを与える」13とし、刑罰を犯罪者が社会と和解できる機会として肯定的に
再枠づけしている。アンセルもこの双方向性を「社会的連緒；性の’つの側面である」14と
言っている。さらに、澤登は「個人と他の個人との対立は、社会関係の新しい調和にやわ
らげなければならない」15と言い、連帯の中でこそ臓罪が履行できることを示唆する。
　っまり、先行研究は、犯罪者の再社会化と再統合を巡って犯罪者と同時代人は連帯し、
犯罪者と社会の福利に向けた協働を要請しているのである。ここまで来ると、修復的司法
が視野に入ってくる。
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第5節　犯罪者処遇の先にあるもの
　本章ではあるべき犯罪者処遇について考察した。その概要は次頁ベージの図5－1のよ
うに示すことができる。要点は、犯罪者処遇は国家が強制的に力うものであっても、その
プロセスで目指される犯罪者の再社会化が当事者1｛体で「］われ、処遇～rの介人が謙抑的で
当事者を活性化する補助に徹する時に、犯罪K一処遇は最大の効果をヒげるということにあ
る。本来の意味での犯罪者処遇は、犯罪者にとっては人間としての尊厳を取り戻し、白任
を担える市民へと成長していく過程であり、社会にとっては排除していた者に地位と承認
を付与しつつ仲間に迎え入れ、そのことで社会関係の新しい調和を築くことである、，
　こうして、犯罪者は社会と和解し、犯罪を巡る事態は健全化されていく。このような犯
罪者処遇の先には、修復的司法が目指す回復的正義がある。
第6節　犯罪者処遇と修復的司法
1　刑事司法と修復的司法の目的
　図5－1に示したとおり、本来の犯罪者処遇は単に犯罪者を応報的に罰しようとするも
のではない。犯罪によって害された事態の健全化や（社会に包摂されていないことが背景
となって）犯罪を行った者の人間性の解放と発達を目指す点で、犯罪者処遇は修復的司法
の理念16と同ベクトルをもつ，，しかし、犯罪者処遇は被害者のニーズに配慮をするが、被
害者のニーズを満たすことを直接の日的としていない。両者は、基本的に異なる仕組みで
ある。犯罪者処遇は国家刑罰権の発動によって実施され、修復的司法はコミュニティを基
盤とした住民による紛争解決の営みである。
　ただし、国家は社会から付託されて刑罰権を発動しており、その意義は社会の福利に寄
与することにあり、その点で修復的司法と同じベクトルを有する。だとしたら、刑，ll・司法
と修復的司法の仕組みはどこかで繋がって然るべきであり、当事者が望みかつ事案の適合
性があれば、代替可能であることが望ましい。現に、オセアニア、北米、欧州等では、少
年の微罪を中心に修復的司法は刑罰の代替として用いられている。
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図5－1 犯罪二者処遇の根拠と目的
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正義一社会参加の機会の保障
　　　　地イ立と役害［1の付与
　　　　承認と包摂
市民としての責任について学ぶ、、
　　　　更生（再社会化）
　　　ll体的に善き人生を’iきるL，
　　　　　　　　　　　　再統合、和解、更生支援
社会、コミュニティ
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端域福祉
　　修復的司法
　　　被害者のニーズ、加害者のニーズ、コミュニティのニーズに応える。
　　　被害者、加害者、コミュニティの関係修復
回復的正義　一　愛と正義の実現　　（人類の究極の理想）
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2　刑事司法と修復的司法の関係
　刑事司法と修復的司法の関係を、ブレイスウコ・イト（Braithwaite．　John）は「応答｝灼規制
（Responsive　Regulation）」の概念を用いて、説明している17。応答的規制とは、規制を
受ける側の動機付けや規制を行う環境の実態に即して、利害関係者がH的を最も達成でき
るように規制のレベルを変えていくことを言い、適切な結果を保証するために抑1ヒや無害
化の水準をエスカレートさせるという合図を送ることにより、実際の規制では刑罰的要素
を減少させるという逆説的な運用を促すものである。つまり、ブレイスウ」T・イトの力点は、
両司法が実際に代替可能な紛争解決方法というよりも、　1つの仕組みが存在することで、
一方の司法の弱点は他方の司法の存在によって点検され、向Lするという補完関係に1置か
れている。彼は、一国の正義の質は二つのill　rkの関係性によって決まると言う。
　ゼア（Zehr，　Howard）も同じ立場に立っている。両司法とも加害了1為とそれへの対応と
の間には比例関係を想定しているが、バランスを回復する方法は異なると言うt8。すなわ
ち、刑事司法が犯罪者に苦痛を与えることで相互作用のバランスを取り戻そうとするのに
対し、修復的司法は加害者が責任を引き受け、悪を健全化し、行為を引き起こした原因に
向き合うように促す努力を特に推奨するとする。一・方で彼は、刑事司法の中核に位置する
法の支配と人権の保障を支持し、両司法を相対立するものでなく、一．一つの連続体の両端に
位置する理念型と捉え、事案やコミュニティの実態に応じてどのような紛争解決のノ∫法を
採るにせよ、刑事司法手続きの長所に依拠しながらも、できる限り修復的なノJ’li’ilに導くべ
きだと主張する。
　修復的司法は、ブレイスウェイトやゼアが言うように、犯罪者処遇のIEしい方llllを示す
道標になる。本来の犯罪者処遇は修復的，fJ法の対極にあるのではなく、理念を・部jWfす
るものである。そして、修復的司法は、犯罪者処遇の質を担保するために、時にVノニち止ま
って参照すべきバイブルのような存在ではなかろうか。
第7節　日本社会に相応しい犯罪者処遇の在り方
　本章では、犯罪者の「応答責任」を中心に据えて、犯罪者処遇の本質とは何か考察した。
序論に書いたように犯罪は社会を映す鏡である。犯罪状況は弱者が社会の中でどのように
扱われているかを反映し、対策は正義に関する社会の衿持を示す。
　人間は皆、弱さも醜さも内在させている。人々の利害は対立し、時に憎しみ合う。それ
でも、人間の尊厳と広義の愛の存在を信じて、あるいは擬制してでも、皆で共存していか
ねばならない。そのための試金石が犯罪者処遇に凝縮されている。犯罪者が罪の責任を引
き受け、行為を引き起こした自分の中に在る原因に向き合い、　：度と同じ過ちを犯さず、
32
応分に社会貢献できる人間に成長するようになることが、最も尊い意味での犯罪者処遇の
目標である。そして、それを促し励ますのが、社会の責任である、、イミ判こも生じてしまっ
た害を修復し、それを個人と社会の一層の福利に繋げていくことで、社会も一層豊かなも
のになる。犯罪者処遇を適正に設計し運用できたら、人間の尊厳と広義の愛の存在を文字
通り信じることができよう。
　本章では、犯罪者処遇の原理に係る事項を考察した。次章以fでは、現実の制度や実川：
研究の成果に照らして、犯罪者処遇の実際について考察を深めていきたい。
l　Rowls，　Jhon，2010，　pp．83，84．
2　　Honneth，　Axel，　pp．228－240．
3　Kaufmann，　Arthur，2000，　pp．428－432．
4Kaufmann同掲書、　p．428．
5Kaufmann同掲書、　p．429．
6　Kaufmann　l司掲：書、　pp．429－431．
7Kaufmann同掲書、　p．431．
8塩盛俊明，2006，p．180．
9　　澤登f菱差司匡，1983，p．30．
10　Ancel，　Marc、1968，　p．274．
11アンセル，同掲書，pp．280－281．
12　塩盛，Rf『掲書，　p．180．
13　カウフマン，2000，p．432．
14　アンセル，1968，p．280．
15　　澤登，1983，p．32．
16根田祥一・，2012およびゼア，2003，p．141．彼らはキリスト教のこ∫：場から、「聖書のジャステ
ィスは事態の健全化をめざし、そして解放の重点を置く。神は、物質的、社会的、および感情
的に抑圧された民を解放することによって健全化しようとする，。司法は解放という行為であり、
この解放は、功徳としてではなく、ニーズがあるから行われるのである」と言う、ここの修復
的司法の理念を見ている。
17　Braithwaite，　John，2008，　pp．77，78，109．
18　Zehr，　Howard，2003，　pp．4，5．
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第3章　犯罪者をどうとらえるか
　前章では犯罪者処遇の原理について考察した。犯罪者処遇の目的は、犯罪者に答
責性を問うこと、すなわち、犯罪者自身が自分の精神内面に対峙し、犯罪をkった
原因と犯罪に至る機制を洞察して、人間として正しい生きノ」を選び取るのを励まし、
支えることにある。そして、刑罰は、犯罪者がこのような方向で更生して自己自身
や社会の人々との関係を修復する契機となるべきだと、論じた。
　さて、前章で応答責任を担うべきだとした犯罪者とは、どういう存在であろうか、，
本章では、犯罪者観が歴史的にどのように変遷してきたかを見ていき、次の章で日
本の犯罪者について考察し、合わせて、答責性を犯罪者に期待することが妥当かど
うか検討していく。
第1節　　「犯罪から犯罪者へ」社会的関心の移行
　刑事法学では、犯罪は「違法（＝犯罪構成要件該当性）、有責かつ可罰的な行為」
1と定義されている。定義する者によって多少の差があるが、違法性と有責性が犯
罪成立の要件とされる。この定義に基づくと、犯罪者は合理的判断によって自らの
意志で犯罪を行った有責な者であり、司法が、法の定めに従って、犯罪’1｝：実の認定
や責任の大きさの評価を行い、刑罰を課すべき対象となる、，このように、刑小法学
では、刑罰は、犯罪者の特性や個別の事情よりも犯罪という事：実を基礎として、規
範レベルで考察される。
　一一i方、刑事政策や犯罪者処遇の領域では、刑罰を異なる視点から見る。刑事政策
の目的は犯罪の抑止である。1990年代には多くの国で犯罪が顕箸に増加し、その
多くは累犯者によって行われてきた。増え続ける犯罪に対し、大ノiの国では厳罰化
をもって対処してきた。その結果、北欧等一部の地域を除き、刑務所の収容率が軒
並み上昇したが、犯罪は一向に減少しなかった2。そこから、犯罪の増加がピーク
に達した2000年頃から、累犯者による犯罪を減らすこと、そのためには、犯罪者
に照準を当てた対策を立てなければならないと認識されるようになった。例えば、
2003年に出されたイギリスのある報告書3では、累犯者が全犯罪の約50％を行って
おり、累犯者の再犯を阻止できれば、全体の犯罪率はかなり減少できるとし、犯罪
行為ではなく、犯罪者に焦点を当てた対策を講ずるべきだと提言した。
　では、刑事政策が照準を当てるべき犯罪者とはどのような人達か、以ドの節で犯
罪者観の変遷を観ていく。
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第2節　1970年代以前の犯罪者観「精神内面に問題性を抱える者」
　現在、先進国の多くは大筋では類似した犯罪処遇を行っているが、その枠組みが
できたのは1990年頃である。本論文は現在の犯罪者処遇モデルが人方出来llがっ
た1990年代以降の犯罪者処遇論を射程とし、H本の犯罪者処遇ではそれに何を付
加すべきかを探ることを主題としているので、それ以前の犯罪者像は、現行の犯罪
者処遇に大きな影響を与えたと思える思潮に限って、ごく簡単に見ていく。
1　1550年代の「労働貧民（Labouring　Poor）」
　イギリスのロンドンのブライドウェル（Bridewell）に設・’／1された懲治場（ちょう
じじょう、House　ofCorrection）が近代刑務所の起源とされている。ここは、「労働
貧民」階級の男女で貧困に固有なものと考えられていた軽微な犯罪（怠惰で規律の
ない行動、許可証のない乞食、浮浪）を行った者を1三に収容し、処罰と行動の改善
指導を行った。これを原型として、「社会復帰」を処遇理念とする刑務所が各国に
建設されていったと言われている4。
　ここに見られる犯罪者は、例えば、自分で養えない私生児を産んだ者、家族を教
区の慈善団体に任せっきりにした者、怠惰で自随落な生活を送る者、浮浪者などで
あり5、社会の最ド層にいて、貧困からやむを得ず犯罪を行った人達であった、、
2　1800年代中盤以後の保護i観察制度黎明期における犯罪者観
　犯罪者に対する保護観察は、1800年代中盤に米国ボストンの民間人の活動から
始まった。靴屋を営むオーガスタス（August，　John）が1841年に瞥察裁判所（Pojice
Court）から常習飲酒者を引き取って更生を支援したことが契機となって、1878年
にマサチューセッツ州で世界発の保護観察法「An　Act　Relative　to　placing　on
Probation　Persons　Accused　or　Convicted　ofCrimes　and　Misdemeanors　in　the　County
ofSuffolk」6が制定された。同法は、保護観察を、拘禁刑の宣告猶f’であり、かつ
改善更生を目的とする処分として位置付けている7。
　イギリスでも、1876年に英国教会のテンペラント派（the　Church　of　England
Temperance　Society）の牧師が簡易裁判所（Court　ofSummary　Jurisdiction）で裁かれ
る酩酊犯罪者の生活の窮状に同情して、同人の福利の向liを支援したのが契機とな
り、1907年に犯罪者保護観察法「Probation　Offenders　Act，1907．iが制定された8。
同法第一条では、犯罪に形式的に拘禁刑を科すよりも、犯罪者の人格、前歴、年齢、
健康、精神状態、犯罪が行われた酌量して、相応しい者には善行の保持を誓約させ
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て、条件付きで社会に戻すことが得策である（expedient）としごいる、　kた、同法第
4条には、保護観察官の役割として、犯罪者に「助言、支援、良き理解者となるこ
と（befriend）、さらに、必要に応じて彼に相応しい職を見つける努力をすること1
が挙げられている。このように、保護観察では犯罪者を罰するよりも社会復帰させ
ることが主眼とされた9。
　日本でも、明治14（1881）年に明治政府が改正監獄則の｝｝｝ll定に当たり、幼年者
に対する処遇を懲治場で行わせ、また、刑の満期出所者を監獄の別房に留置し、生
業を営ませた。民間でも多くの宗教家や慈善家が刑務所釈放者や非行少年に宿泊場
所を提供し、仕事を与え、教育を行った。例えば、明治16（1883）年には池ヒ雪
枝が大阪に感化院を設立し、さらに明治21（1888）年には金原明善…が静岡に、明
治30（1897）年には原胤昭が東京にそれぞれ更生保護施設を設立した。これら「更
生保護」の理念を体現した先駆的活動は、明治41（1908）年の感化法、大llll2（1923）
年の旧少年法、昭和14（1939）年の・ぎ］法保護事業法に結実してい／）た1°。
　以上、19世紀以降の保護観察あるいは更生保護制度の黎明期における、米英II
三か国の犯罪者の更生支援に係る活動を概観した。これらの活動や保護観察法の趣
旨から窺われる犯罪者は、1500年代の労働貧民1司様に、貧しく規律のない生活を
送る社会的弱者であり、精神的支持、就労と教育等の機会がfiえられれば、改善の
余地のある人間であると見なされている。犯罪者には更生可能性があり、それをト1．
会は支援する責務があると、当時の社会が認識していたことが窺えるt，
3　犯罪人類学の系譜からの「生来性犯罪者」観
　他方、イタリアの法医学者であったロンブローゾ（Lombroso．　Cesare）は、人体
測定学の手法を用いて個別に犯罪者を調査して、1876年出版の「犯罪人」で「生
来性犯罪学説」ltを唱えた。その仮説は、次のとおりである。
　①犯罪者は生まれつき犯罪を行うように運命づけられており、人類学］二の’
　　　変種である。
　②犯罪者は特有の身体的および精神的特徴をもっており、これらによって一
　　　般人と識別できる，
　③犯罪者は野蛮人の「先祖返り」した者、あるいは退化した者である。
　彼によれば、生来性犯罪者の身体的特徴は、「小さな脳、厚い頭蓋骨、大きな顎、
狭い額、大きな耳、異常な歯並び、わし鼻、長い腕」であり、精神的特徴は、「道
徳感覚の欠如、残忍性、衝動性、怠惰、低い知能、痛覚の鈍磨」である。彼は全犯
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罪者の60～70％はこの生来性犯罪者に1該当するとした。
　同じくイタリアの刑法学者のフェリ（Ferri，　Enrico）は、1923｛1“出版の「犯罪社
会学」［2で犯罪原因の三元説を唱えた、彼は、人類学的要因（年齢、性別など）、
物理的・風土的要因（人種、気候、地理、季節、気温など）および社会的要因（人
口密度、慣習、宗教、政治の形態、社会的・経済的条件など）によって、犯罪は必
然的に発生するものと考え、犯罪者の自山意志を否定した、、彼は、応報的な刑罰を
科しても問題の根本的解決にならないと考え、犯罪対策として次の：つをll昌えた、、
　①犯罪者の分類に応じた対策
　②犯罪予防を目的とした社会改革（貿易の自由化、市場の独占禁1ヒ、労働者へ
　　　の住宅の供給、庶民σ）ための銀行の設置、街頭照明の改良、産児制限）
　犯罪対策に社会改革を提唱した点に、フェリの先進性があるが、他方で人類学的
要因が依然として原因論の中核にあると確信し、ロンプロ　一一ゾ同様に生物的決定論
に組みする立場を取っていたとも言われている。生物決定論に立つと、再犯抑1ヒの
ためには隔離による無害化しか、対応の選択肢がなくなる。
4　19世紀末からの犯罪社会学における「社会によって形成される犯罪者」観
　フランスのデュルケム（Durkheim，　Emile）131ま、1897年出版の「自殺論」におい
て、社会を①同質のものが互いに独立している機械的社会と、②分業の進んだ社会
構造の中で異質な者が互いに結合している有機的社会に分け、機械的社会から有機
的社会への転換期には伝統的な社会規範のシステムが崩壊して社会の連帯感が弱
まるとともに、アノミー（無規制状態）が生じ、自殺や犯罪が発生し易いとした。
　デュルケムは、犯罪は避けることのできないIE常な社会現象であり、社会を創造
的に発展させるエネルギーを内蔵し、時には健全なものだと捉えていた。彼の関心
は個人ではなく有機的集合体としての社会にあったとしても、犯罪者は環境から決
定されっっ、社会を変革するエネルギーを内蔵しているとし、また、犯罪を社会の
活力の証左だとした点に、単に環境に翻弄されるだけでない「意欲し、そ1動する」
人間への視点が感じられ、後の20世紀のアメリカの犯罪社会学へと繋がる先進性
があったと、筆者には思える。
　ドイツの刑法学者リスト（Liszt．　Franz）14は、犯罪の社会的要因を重視し、「最
良の刑事政策は最良の社会政策である」と述べた。また、「罰せられるべきは行為
ではなく、行為者である」とする行為者主義を採り、特別予防を重視し、個々の犯
罪者の危険性に対応した刑罰（目的刑）を提唱した。具体的には、次のように分類
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した。犯罪の社会的要因と行為者主義を採ったところが、近代の刑事政策のKtとば
われる所以である。
　①　偶発犯罪者・機会犯罪者には、威嚇刑
　②改善可能な犯罪者には、改善刑
　③改善不可能な犯罪者には無害化を目的とした死刑・終身刑
　さらに、オランダのボンガー（Bonger．　William）151ま、犯罪増加は経済的条件、
時に貧困によるものであることをと実証しようとした。彼は、資本ll義経済の弊害
が犯罪を惹起させた（経済的決定論）ので、社会｝：義経済体制が実現すれば貧困は
解消され、犯罪の誘因がなくなると1：張した。
　また、アメリカのシカゴ学派16は、1920年代には大規模な犯罪社会学的、O司査を
次々に発表し、犯罪現象を生態学の視点から分析した。例えば、ショウ（Clifford、
Show）とマッケイ（Mckey，　Henry）は『非行少年と都市エリア』（1942）その他で、
以下のことを見出した。
??
③
　ここに、生態学がいう
し、「社会変動→社会統制の弛緩→犯罪の増加」という社会解体論の定式を実証
した。彼らは、貧困、病気、犯罪の頻発が遺伝的な要因によるものでなく、社会
解体の結果であることを明らかにし、優生学的な思潮へのアンチテ…ゼを示したc、
非行率は、商工業中心地域で最も高い、
非行率の高い地域は経済水準が最も低く、同時に不登校率、幼児の死亡率、
結核の感染率および精神障害の発生率が高い、
非行率の高い地域を人日構成比でみると、移民1世と黒人が多く、人川移
動が激しかった。
　　　　　　　　　「侵入→支配→乗っ取り」過程に相当する現象を見出
第3節1970年代以降の犯罪者観「合理的選択をする者」［7
　上記のとおり、20世紀初頭頃から犯罪の社会的要因に関する研究が蓄積され、
環境が改善されれば犯罪が減少するといった社会的期待が醸成されてきた。さら
に、精神医学の進歩や人権思想の高まりを受けて、犯罪者の精神内面に適切な介
入が行われれば、改善すると信じる社会的期待も熟成されていき、第一一次世界大
戦後から1970年代中盤まで、犯罪者処遇では1医療モデル（Medical　ModeD」18が
主要な処遇理念とされた。これは、犯罪者を何らかσ）「問題性（＝病理）」をもつ
患者に例え、問題性を改善するための介入をすれば再犯を抑止できるという信念
に基づき、カウンセリングや精神療法等の治療的処遇を行うものである。多くの
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場合仮釈放制度と組み合わせ、処遇効果が十がった者は宣1t　｛’刑よりも早く釈放す
る措置も採られた。この医学モデルは20世紀の｝三要な犯罪者処遇理念であり、H
本でも取り入れられた。現在でも、犯罪者処遇の基本的な理念であり続けているt、
　しかし、介入の方法と程度の恣意性、処遇効果を評価する難しさ、仮釈放制度
の恣意的運用の可能性等の理由により、医学モデルの適ILさに対する懐疑的見方
が高まっていった。さらに、1960年代以降アメリカ合衆国では犯罪が増加し、医
学モデルに依る犯罪者処遇の有効性に対して厳しい批判が相次いだ。そこに、マ
ーティンソン（Martinson，　Robert）：9が過去に米国の刑務所や保護観察1ザ1等で実施
された犯罪者に対する231の治療的な改善更生プログラムの効果検証を行い、こ
れらが再犯抑止に寄与していない（＝Nothing　Works）と結；命づけた。この研究は、
医療モデルの有効性への信念に衝撃を与え、同モデルは米国の刑事政策で影響力
を失っていった。
　代わって、1970年代後半からは、適正手続きによる裁判で確定した刑罰を厳格
に執行することを重視する「正義モデル（Justice　Model）」が台頭した。この・’パ易で
は、自由刑では刑罰の効果を自由の制限に限定することになる。また、犯罪者は
環境に翻弄される病理を抱えた弱者ではなく、自らの意志に基づき、物事の是非
を判断して意志のとおりに行動できる合理的な存在としてとらえられることにな
る。あるいは、犯罪によって生じる費用と便益を比較考最して、犯罪の実行を決
定する者である。そのように合理的な判断を行う者に対しては、法律に従って公
正に事実認定をし、行為者の責任の大きさに応じた刑罰を科すことが最も犯罪抑
止効果をもっと考えられた。
第4節　1990年代以降の犯罪者観「再犯リスクを抱える者　－i
　1990年代以降には、現在のi三要な犯罪者観が形成されるのに人きく貢献した1
っの理論が登場した。次のとおりである。本節以ドで、各理論が掲げる犯罪者観
を説明していく。
　・　「再犯リスク」に関する議論Z°
　・　社会的排除論
　・　長所基盤モデル
39
1　「再犯リスク」からみた犯罪者像
　1980年代後半から、世界の国々で「再犯リスク」に関する厳密なr法による人
規模な実証研究が盛んになった。それを先導してきたのが、アンドリューズ
（Andrews，　D，　A．）ら犯罪心理学者やボンタ（Bonta，　j．）らカナダ矯llコ。）所属の心エ叩
学者達による犯罪のリスク要因に関するメタアナリシズ1である。刑gl汕女策や犯罪
者処遇の目的は再犯抑止であるから、犯罪を行うリスク要因よりも再犯をbうリス
ク要因の方がより重要である22。カナダの犯罪心理学者達は、再犯リスク要因に関
する体系的知見を1990年に公表した211。その骨r・は次のとおりであるc，
　再犯リスクは、事後に変更できない固定的な因子（＝静的リスク因子Static　Risk
Factor、性別や犯罪前歴等）と介入によって変更できる因r－（＝動的リスク因1’－
Dynam　ic　Risk　Factor、反社会的人格や性的志向等）からなる。静的リスク因r一は長
期的な再犯の蓋然性を評価するのに有効であるが、動的リスク因j”の方が再犯をよ
り精確に予測するとする。
　また、動的リスク因子は、例えば態度のようにある程度の時間幅で維持され、変
化が緩慢なもの（＝安定性動的リスク因ji－）と、気持ちの落ち込みや飲酒等短時間
に急激に変化するもの（＝急性動的リスク因f・）がある。
　さらに、動的な再犯リスク要因のうち、介人によって変化させることができる要
因は「犯因性ニーズ（Criminogenic　Needs）」と呼ばれている。これは、犯罪K一に帰
属する内的要因（信念、価値観、認知、態度、行動傾向等）と環境的要因（家族関
係、居住関係、職場関係等）から成る。　犯罪者処遇では、1犯因性ニーズ1に焦
点を当て、「犯罪者」に介入する。「犯因性ニーズ」は刑事政策を定めるヒでもイ1川
な実体概念となっている。
　アンドリューズやボンタらによって示された、1三要な再犯リスク要因は次のもの
である24。最初の「反社会的行動歴」は静的再犯リスク要因で、それ以外は、「犯
因性ニーズ」である。はじめの4要因が特にリスクのレベルが商く、次の4要因が
それに次ぐ25。
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表3－1　主要な再犯リスク要因とリスクを低減させるための介入目標
主要なリスク／
ニーズ要因 態　　　　　様 再犯を減ずるための中間的介人B標
反社会的 種々の場面での多数回で多様な反 再犯リスクのある状況で取るべき非
行動歴 社会的行動への早くからの継続的 犯罪的な代替的行動の体得
な関与
反社会的 冒険好き、面白好き、白己統制の 問題解決技能、自己管理技能、怒り
人格パターン 弱さ、不断の攻撃性 の管理、困難への対処技能の体得
反社会的認知 反社会的な態度・価値・信念、犯 反社会的な認知の減少、危険な思考
罪や怒りの認知的情緒的状態に対 や感情の認識、代替の危険でない思
する合理化された支持、憤慨や反 考　火こ⊃～言藝　↑青　（ノ）　構　築　、　　　オ巳　三〕｝：　親　不0　1杓　一（ご　オハこ　し　、
抗、犯罪者への同　一性 自己同一’性へ改編
反社会的 犯罪的な者との親密な交際、犯罪 犯罪的な者との交際の減少、犯罪的
交友関係 的でない者からの疎遠、犯罪に対 でない者との交際の増加
する即座の社会的支持
家族／ 二っの主要な要素は、養育／ケア及 争いの減少、肯定的な関係の構築、
婚姻関係 び監護／指導 監護と指導を強化
学校／仕事 学校や仕事での低いレベルの業績 業績、報酬、満足の度合いの向上
と満足
余暇／リクレーシ 犯罪的でない遊びへの関与や満足 関与、報酬、満足の度合いの向ヒ
ヨン が少ない
物質依存 アルコールや薬物の乱用 物質乱用の減少、　自らあるいは人間
関係を通じての物質乱用に某つく行
動への支持を廃11二、薬物乱川の代替
の増加
＊　表は原表の内包を変えないで、筆者が表記の形式だけを修ll：したn
　この「犯罪者観」では、再犯リスク因子を基礎に犯罪者を捉えるc、すなわち、「こ
ういう因子をこの程度もっていると、○○後（例えば、10年後）に犯罪を行う蓋
然性が口口％ある」ということであり、蓋然性の程度は保険数理計算：によって明確
に示される。
　これが現在の犯罪者理解のための主要なパラダイムとなり、世界の多くの国で共
有されている。再犯リスクに関する世界の研究はig　90年にカナダで示された枠組
みを微修正することに終止していると言って差し支えない程、このカナダの心理学
者達による再犯リスクに関する研究は、時代を画するものであり、現在も犯罪者観
の主要なパラダイムを形成している。再犯リスクから犯罪者を見ていき、処遇方法
を組み立てていくこのパラダイムは、現在も世界の犯罪者処遇の基盤であり続けて
いる。
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2　犯罪者理解の統合理論
　上記の再犯リスク因子を基礎にした犯罪者観はいかにも無機的で、犯罪者の境
遇や犯罪者内部の精神力動への関心が感じられない。そこが時に批判される。ここ
で、批判の一例を示してみたい。
　アンドリューズらの理論は病因学に留まっているとして、ビーチ（Beech，
Anthony）らによって、病因学、犯罪発生、維持の機制を統合する理論が提案され
た26。彼らが考える犯罪の機制は下図のとおりである。下図は性犯罪に関するもの
だが、犯罪に至る機制自体は犯罪一般に汎用できるものである。
　図には、犯罪者が内因的素質や他者や環境との相互作用から影響を受けながら、
形作られることが示されている。
図3－1：　性犯罪の統合理論
連結した神経心理的機能
動機づけ／　　　　　　　　行動選択情緒　⇔　と統制
知覚と
記憶
　　”’“iX　N・v　　　”－Tb．
一罐「
一一一
頭脳の発達
・遺伝子によるもの
・進化によるもの ⇔
　臨床での兆候：
　　　状態要因
・情緒の問題
・社会関係上の困難
・認知の歪み
・逸脱的な性の覚醒
? 　引き金と
なる出来事
性犯罪
行動
個人の脆弱性を
かばうループの
形成
出典：Tony　Ward＆Anthony　Beech，2006，“An　integration　theory　of　sexual　offending”，
Aggression　and　Violent　Behavior，11，P．51．　　　　（筆者試訳）
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第5節　2000年以降の犯罪者観「社会から排除された者」
1　社会的排除論
　次に、上記第4節で示した「再犯リスク因臼に関する議論とともに、現在の犯
罪者処遇に理論的根拠を与えている「社会的排除論」を概観する。
　人は自らの意志決定によって犯罪を行うのであり、そこに刑事責任が問われる、、
一方、2000年前後からEUなどで議論されてきた「社会的排除論」では貧1木｜、失業、
孤立など社会参加上の負因と犯罪の関連に注目し、異なる視点から犯罪者を規定す
る。すなわち、犯罪者、特に刑務所出所者を、障がい者、移民や少数民族、ホーム
レス、孤立した高齢者、薬物依存者等の社会的弱者とともに、「社会的に排除され
た者」27ととらえ、「不安定な仕事と長期失業、教育や職業技能の不足・不備、粗
末な住宅、社会経済的に不利な状況にあるコミュニティに居住すること、家庭崩壊、
家族内外の社会的ネットワークの弱体化、社会的地位の喪失など多次元の問題を抱
える人々」28と定義する。社会的排除とは単に物質的な欠乏ではなく、経済的な次
元、社会関係的な次元、政治的な次元で問題を抱え、それらが相互に連鎖して深化
し、人々を社会的に孤立させていく過程であるとされる。そして、・旦孤・7：すると、
公的・私的な関係から遠ざかっているために、社会参加の可能性は益々減じて・層
孤立が深まり、抜け出せなくなるという悪循環に陥る。
　社会的排除論に依って犯罪者を定義すると、犯罪に対する行為者の責任を追及す
るだけでなく、犯罪の背景となっている社会的排除問題を放置してきたll」家や社会
の責任も問われることになる。つまり、個人の行動よりも社会経済的な構造要因に
着目する立場であり、議論の焦点は社会的繋がりや社会参加の機会を保証するため
に社会が何をすべきか、何ができるかに移っていく。
2　センの「潜在能力（Capability）」の概念
　社会的排除論は、経済学者のアマルティア・セン（Sen，　Amartya）の「潜在的能
力（Capability）」の概念に呼応する。センによると、潜在能力は十分な食料や適切
な住まいといった物質的要素に加え、「コミュニティの一員として社会生活に参加
し、恥をかかずに人前に出ることができるといったより複雑な社会的達成」29が保
証されて、はじめて開花する。そして、個人が選択できる生き方の幅を広げること
が、個人の潜在能力を高めるとする。センの潜在能力の概念は、社会的排除論を踏
まえた社会政策の議論において焦点とされている「物理的な社会参加の機会」を更
に進めて、「精神的な居場所、公的社会的承認」にまで人間のニーズの射程を広げ
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た。センの理論は、社会的承認と社会参加の機会の保証は表裏一体とな／）て、人の
潜在能力を開花させる必要条件であることを示唆している、、
　センの潜在能力の概念は、犯罪者理解にも有用である。例えば、2008年にll本
の秋葉原で発生した無差別殺傷事件では、非正規雇用の不安定な労働条件・や社会的
承認の欠如が被告の反社会的な認知を促したという意見がマスコミ誌Lで聞かれ
た。社会的孤立や社会からの公的承認の欠如は人を生活機会から物理的に閉ざすだ
けでなく、精神的にも追い込み、正常な判断力を失わせて犯罪まで至らせる可能性
がある。
　2005年にパリ郊外で発生した北西アフリカのマグレブ諸国（リビア、チュニジ
ア、アルジェリア、モロッコなど）からの移民2、3世による暴動事件や、同年に
ロンドンで発生したパキスタンからの移民2、3世による地ド鉄とバスの同時爆破
事件等世界の方々で発生している無差別殺傷事件も、それを物語っているように思
える。これらの事件の容疑者は同国人に対し加害行為を行っているが、決して反体
制的思想や現体制転覆意図が犯罪動機になっているのではなく、国家のd．統な・員
として承認されないことや社会のメインストリームへの参加の機会が閉ざされて
いることに意義申し立てをしているように思える。犯行の背後には、既存の社会へ
の強い、ねじれた憧憬が伺われる。
（3）社会的に排除された者としての犯罪者の実像
　イギリスに、社会的排除の視点からなされた犯罪者研究がある。同国政府は1996
年以降拘禁刑の宣告が増えるなど厳罰化が進みながら’向に犯罪が減少しない状
況に鑑み、犯罪が減少しない要因について分析した。そして、2002年に報告ISI・：　「刑
事施設釈放者による再犯の減少」3°により、次のことが公表した。
　①1997年に刑務所刑を出所した者は2年以内のその58％が再犯をし、36％は
　　刑務所に再収容された。18歳から20歳の若年層で最も状況が悪く、その数
　　値は再犯率が72％、再入所率最入所率は47％である。累犯者の再犯を抑制
　　することが、犯罪の減少に繋がる。
　②受刑者の多くは、受刑前に社会的排除を経験している（ド表参照）。社会的
　　排除は刑事施設での受刑歴によって、　一層悪化する。
　③再犯リスク要因は、教育、雇用、薬物とアルコール問題、心身の健康、態度
　　と自己管理、生活スキル、住宅、公的扶助と借金、家族問題である。雇用は
　　再犯を3分1から半分に、安定した住居は5分の1に減らすc、
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④③のような再犯リスクを抱えているにも関わらず、受刑者は公共サービスに
　　アクセスすることが少ない。
⑤過去の実証研究で、「雇用と教育、行動と認知」に焦点を’ilてた処遇プログ
　　ラムが再犯抑止効果をもっことが検証されているly。
⑥刑務所で行われた処遇と釈放後のケアの間に継続性がない。
　表3－2からは、再犯リスクを抱えた凶悪な犯罪者ではなく、社会の底辺に沈殿
する社会的弱者としての犯罪者が浮かび上がってくる。第1章で観たとおり、日本
の累犯者も同様の状況にある。
　そして、報告書の中で、犯罪者は、雇用と教育、行動と認知に関して刑務所の中
や釈放後に社会の中で継続的に適IEな指導とケアを受ければ、犯罪をしないで済む
可能性の高い存在であるとされている。
表3－2 刑務所の受刑者が経験してきた社会的排除経験
領域 形態・特徴 全人口中の経験者の
ы
刑務所受刑者中の
o験者の害1】合
家族 家出 11％ 47％
児童福祉ケアの受給歴 2％ 27％
家族の犯罪 16％ 43％
結婚歴なし 39％ 81％
離婚 4％ 9％
片親として子育て 9％ 21％
教育 日常的なずる休み 3％ 30％
学校から排除 2％ 男性49％、女性33％
16歳以下で学校を離脱 32％ 夢3↑生　89（シも、　　女十生　84（ハイ，
特別支援学校に参加 1％ 男性23％、　女性11％
無資格 ］5％ 男性52％、女性71％
レベル1（ll歳相当）以下
ﾌ算数能力
23％ 65％
レベル1以下の読解能力 21－23％ 48％
レベル1以ドの作文能力 不明 82％
雇用 失業 5％ 67｛膓も　　（受刑IYi　4週間）
精神の健康 レベル2以上の精神障害 男性5％、　女性2％ 男性72％、女性70％
レベル3以上の精神障害 男性1％、　　女性0％ リハド｝三　44（※ノ、　　女’桝三　62〔※）
神経症 男性12％、　女性18％男性40％、女性63％
精神障害 男’性0．5％、女性0．6％男性7％、　女性14％
人格障害 り膓i」生　5．4（※）、　　ζぐ性　3．4（ク6男性64％、女性50％
薬物使用歴 男↑生　13（％、　　　女性　8（シ6 三ヌ膓ヤ仁　66（κ〕、　　女寸4三　55〔※」
危険な飲酒 男性38（％、　女性15％男性63％、女性39％
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身体の健康 長期間続く病気又は障害 18づ9歳の男性　29％18－19歳の男性　2991、
喫煙 男性2S％、女性27％ 男性77％、女性82％
HIV 異性愛の成人中
鴻塔hン外　0．0跳
鴻塔hン　　　0．25％
男性o．3％
乱ｫL2％
肝臓炎 B型　0．3％
b型　0．4％
B型男性8％、女性12％
レ^男性9％、女性ll％
保護受給と
ﾘ金
生活保護受給 労働年齢全人日13．7％ 72％
借金 全世帯10％ ・48％
ホームレス 簡易な寝場所 0，001％ 4．7％
ホームレス 全世帯0．9％ 32％
＊　　数値の出典は、主に1990年以降の英国政府の各種公式統計
第6節　2000年以降の犯罪者観「長所や強みをもつ者1
（1）長所基盤モデルの立場
　犯罪者処遇に社会的排除論の視点が導入された同じ2000年頃に、多くの国の処
遇現場では長所基盤（Strength－based）アプローチが導入されている。ここでは、
現在性犯罪者を中心として犯罪者処遇領域で世界的に着目されている、トニー・ワ
ード（Ward，　Tony）の「善い人生モデル（Good　Lives　Model，　GLM）1を概観するll：1，、
　長所基盤モデルは人間の尊厳、内在的善、精神的調和に着Uした人間観であり、
人間の分別的な善に関する実践知である。長所基盤モデルは対人援助の臨床場面で
広く活用されている理念・手法であるが、犯罪者処遇に適川する場合は、対象者の
欠点を矯IEするよりも、長所や人間的な資産に着目して、当事者il体の・L／1ちllhlりを
処遇の方針とする。基本的な考え方は、犯罪者も含め人間は健康的な成長と発達を
求めて自らを正す能力（Self－righting　Capacity）を内在させているので、その資産
を伸ばし自己効力感（SelfEfficiency）をもたせることでその者の福利（We11－being）
を増進させ、当事者による立ち直りと再犯抑li二力の体得を支援しようというもので
ある。
　上述した「再犯リスク」モデルや社会的排除論に依る犯罪者観は実証研究によっ
て導かれたものであり、犯罪者の負因や脆弱さに着目し、それを改善、修illするた
めの介入や支援を導いていく。　づ∫、長所基盤モデルは対人援助実践の中から生ま
れた経験知であり、性善説に立つ。GLMの基本的なコンセプトは、すべて人間は善
い人生を送るという目的に向かって生きる存在であり、「基本財（Primary　goods）」を
内在させているというものである。
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（2）犯罪者も含めすべての人間に内在する「基本財（Primary　goods）1
基本財とは，次に示す10の善を指す○。
　1）生命一　健康な生活と高いレベルの人間としての機能
　2）知識一　（筆者注：「分別知」に近いニュアンスをt）つ）
　3）達成一　仕事と遊びでの優秀さ，何かに優れていること
　4）器官としての優秀さ一　統制力と何かを成し遂げる能力
　5）内面の平穏一　ストレス，内面の緊張や統制できない情緒がないこと
　6）友情一　親密な関係，ロマンティックな関係，家族関係
　7）コミュニティー　親密な関係や家族関係にない他者と関わること
　8）精神性　一　　広い意味で，人生に意味と目的を見出すこと
　9）幸せ
　10）創造性
（3）GLMの犯罪観
　GLMでは、犯罪者がもつ心理的・社会的・ライフスタイルー止二の問題は、これらの
基本財が不適切な方法で求められている時に生ずる、あるいは再犯リスク要因は基
本財の発現を阻む内在的、あるいは外在的な障害であるとする。例えば、基本財を
獲得するための手段が正しくない、余裕がないから「善い人生」を送ることができ
ない、求めているいくつかの財の開に軋礫や矛盾がある、財を獲得するのに必要な
能力が欠如している等の場合であると考える。この、’11場に立つと、多くの犯罪者は
虐待や遺棄や子ども時代の逆境的な経験から「善い人生」を達成するような機会や
支援に恵まれてこなかったために，基本財をF分に生かすことができなかったとと
らえることができる。
（4）長所基盤モデルに立つ犯罪者処遇
　こういう犯罪者観に立つと、犯罪者の更生とは自らに内在する基本財を掘り起こ
し、人間としての能力を再構築していく過程ととらえることができる。そして、犯
罪者への介入の目的は今までとは全く違う生活、人間として意義があり満足できる
生活、他者に危害を加えなくとも善い人生を送るために必要な技能、価値、態度、
資源を付与することとなる。
　GLMはカナダのアンドリューズやボンタ等の「再犯リスクj論を完全に否定す
るものでなく、再犯リスク要因は基本財の獲得を阻む内在的、あるいは外在的な
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障害であるととらえる。そして、当事者の基本財を1貢視しながら、付随的に再犯
リスク管理を行うというアブロ・一一一一チを採る。また、処遇とは対象者が自らの基本
財を円滑に活用できるよう外在的・内在的な条件を整えることにある。ここから、
社会的な支援ネットワークの必要性が導かれていく。
（5）長所基盤モデルを支持する実証的研究
　ここで、長所基盤モデルを支える・つの研究を、概観する。2008年にルベル
（Lebe1，　Thomas　P．）　やマルーナ（Mauna，　Shadd）によって実施された、受刑歴の
ある者の再犯と刑務所への再入所の要因に関する実証的研究であが4。自己に対す
る肯定的な認知や自己効力感が再犯を抑止する効用をもつことが検証されている。
ア　調査の目的　一　刑務所釈放者の再犯を抑1ヒするのに、主観的要因と社会的
　要因がどう効くかを調べる。
イ　調査方法　一　イギリスの刑務所に服役する130人の男性の累犯者（3件以ヒ
　の財産犯を含む犯罪前歴を持つ者）へのインタビュー調査と再犯・再受刑の有無
　に関する刑事司法当局のデータベース照会を、次の手順で行う，，
　①受刑中にインタビュ・一一一社会復帰後の生活の抱負と期待、何が・‘！1ナ、直
　　　　りの障壁だと思うかについて、受刑者の思いを聴く。
　②釈放後4～6H後に社会内でインタビュー一社会復帰後に遭遇した困
　　　難や経験を聴く。
　③釈放10年後に、内務省と警察庁のデータベースに前歴照会をする，J
　　従属変数は、釈放後10年間に更なる有罪の判決を受けたか、刑務所に人った
　かである。有罪の判決を受けていないのは18％だが、37％が受刑を免れた。
　　独立変数は、主観的要因である「希望、後悔と恥、スティグマ、代替的なアイ
　デンティティ」と社会的要因「受刑前の．一番遅い犯行の時点と釈放後4～6か月
　後のインタビュー時との2時点での住居、雇用、家計、人間関係（パートナー、
　配偶者、家族）、飲酒・薬物・アルコール問題に関する状況」である。｝三観的要
　因は釈放前に測り、社会的要因は釈放4～6か月後に測る。
ウ　結果
　①希望とスティグマが再有罪のかなり有意な（p〈．05）f’測変数である。後
　　　悔も有意な（p＜．10）f’測変数である。釈放後の社会復帰に関する困難が
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　　再有罪の最も有意な（pぐOl）予測変数である。
②希望とスティグマと「家族の．・員であるという感覚」が限定的だが、再入
　　所の有意な予測変数である。釈放後の社会的困難が再人所の極めて有意な
　　（p〈．Ol）予測変数である。
③希望（p＜．01）と「家族の…員であるという感覚」（p＜．05）が社会への
　　再参入に関する困難（Reentry　Problems）をf’測できるかなり有意なマイナ
　　スの変数である。希望や家族の．・一員であるという自己覚知があれば、雇川
　　や結婚等の社会的機会から利益を得ることができる、、また、社会的困難が
　　さほど大きくない場合には、希望等があれば耐えることができる。反対に
　　ネガティブな構えがあると、同じ出来事に対しても打ちひしがれる，、希望
　　も家族への所属意識も、そういう主観的要素があれば、社会的困難が生じ
　　にくいというメカニズムを通じて、再犯を抑ll：する。
　以上、本章で概括した再犯リスク要因に関する犯罪理論、社会的排除論、長所
基盤モデルが、現在世界で標準となっている犯罪者処遇の基盤を構成するW理論
である。世界の主要国の犯罪者処遇は多かれ少なかれ、この二大理論によって組み
立てられている35。H本の犯罪者処遇機関も基本的にはこのモデルを受け人れ、
2005年以降の処遇モデルを作ってきた。
1　高橋，2010，pp．62－63、
2この間の事情は、犯罪社会学会編『グルーバル化する厳罰化とポピュリズム』、2009
に、多様な論者によって考察されている。
：3　Carter，　Partrick，2003
4藤本哲也、2010、p．10．同書にはブライドウェル懲治場の近代刑務所としての歴史
的意義が論じられている。
5藤本哲也，前掲書，p．98．
6法律名「AnAct　Relative　to　Placing　on　Probation　Persons　Accused　or　Convicted　of
Crimes　and　Misdemeanors　intheCounty　ofSuffolk」は、　Massachusetts　Trial　Court
Law　Librariesにメールで照会し（2011年9月25日）、回答を得た。
7米国ニューヨーク州政府Probation局のHPに掲載されている「保護観察の歴史」
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から、引用した。htt：〃www．n・c．　ov／html／rob／html／about／histor・．R．　ht．ml、2012年
10月30日アクセス
8Probation　of　Offenders　Acts，1907の条文から引用したほか、　National　Probation
Service　UKのHP（htt：〃www．dorset・robation．　ov．uk／r、2012．11．1アクセス）に
記載されていた保護観察史、および“Ori　S・　ins：From　Religious　Mission　to　Social
Casework”，　The　Oxford｝landbook　ot’　Criminojogy．2077．　p．1066の記載を参照した、，
9前島知子，2008，pp．108－109．
10松本勝，2012，pp．8－10．
11瀬川晃，2009，pp．46－48．
12瀬川前掲書，pp．58－59．
13瀬川前掲書，PP．74－77．
14瀬川前掲書，pp．77・78．
15瀬川前掲書，pp．78・79．
16瀬川前掲書，pp．79－81．
17瀬川前掲書，pp119－121，小長井，2012，　p．31，前島，2008，　pp．110・111．
18犯罪者処遇の医学モデルは、改善更生モデル（Rehabilitation　Model）と言われることも
ある。
19Martinson，1974
20再犯リスク論は、RNR（Risk，　Needs，　Responsibity）モデルから出てきた議論である、，
RNRモデルについては、第5章で詳述する，、
21メタアナリシスとは、「1司・の研究課題に関して、独立に行われた研究の結果を統
計的手法によって統合する方法」（出典：中島義明、坂野雄二他編『心理学事典』、有
斐閣、1999）である。
22彼らは、実証研究の結果に基づき、性犯罪二者になる要因と性犯罪を続ける要因とは
異なるとする。例えば、多くの性犯罪者は成育過程での被虐待経験や抑うつ等心理的
問題をもっが、これらは再犯の主要なリスクではないとしている，、
23`ndrew，　D．　A．＆Bonta，　J．　et　al．，1990．その他、　Gendreau，　P．，　Little，　T．，＆Goggin，　C，，
1996，Handson，　R．　K＆Harris，　A．ぼ998，　Hanson，　R．　K＞＆Bourgen，　K．　B．、2004なども1司
趣旨の論文である。
24Andrews，　D．　A．＆Bonta，　J．2010，　p．500．
25予測的妥当性（predictive　validity）は前の4要因では．26（95％CI＝．22－．30，
k＝24）、後の4要因では．17　（95％CI＝．13・．20，　k＝23）で、全8要因の予測的基準妥
当性（simple　predictive　criterion　validity）は．41（CL＝．32－．50）とされている。
26Tony　Ward＆Anthony　Beech，2006，　p　51．
27EU，2006，　p．10．
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28アジット・S・バラほか、2006、p4。　EU（Social　Protection　Colnmittee，2001）
の定義は、参加国の事情が異なるためによりシンプルな「低所得、失業、不健康な状
態、不十分な教育歴」に起因する様々な問題が複合化して生活の質を悪化せているに
もかかわらず、社会参加ができていないために公的・私的な支援を受けていない状態1
というものである。
29　Sen，1999，　p．172．
30rocial　Exclusion　Unit，　Reducing　re－offending　by　ex－offenders，2002、
31痰ｦば、Lipsey，1999．
32Ward，　et　a1，2006．
33vard，　et　a1，2006，　p．190。その他、　Marshall（Serran、　Geris，　Marshall，　William　L．．　et　al，
2005）の長所基盤モデルも処遇現場では信奉されている。ともに性犯罪処遇に関わる
犯罪心理学者である。
34 kebel，　Thomas　P．，　et．　al，2008．
35「再犯リスク管理」、「社会的排除状態から社会へ再統合するための更生支援」、「長
所基盤モデル」が犯罪者処遇の三本柱として世界標準となっていることは、各国の犯
罪者管理機関のHPから知ることができるが、私が2005年から2012年間に視察した
イギリス、スコットランド、オランダ、デンマーク、スウェーデン、フィンランド、
フランス、スペイン、韓国ではそのことを直接にスタッフから聴き、見聞した，、
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第4章　本研究の特別調査から見る目本の犯罪者の課題とニーズ
　前章では、犯罪者観の変遷を辿った。現在多くの1司で共有されている犯罪者
像は「種々の負因をもち、社会から排除されてきた経験があり、再犯リスクを
抱えるが、同時に長所を内在させ『善い人生』を送ることを志向している者で
もある」というものである。基本的に、日本の犯罪者処遇機関もこのような犯
罪者像を共有していると言えると思うが、これは外国発の概念である。
　そこで、果たして本当に日本の犯罪者もヒ記のような犯罪者像のとおりなの
か、日本の犯罪者の実態を明らかにすることを日的として、筆者は量的および
質的調査を行った。加えて、更生保護施設の幹部職員にも質的調査をfJった。
そして、これらの調査の成果を踏まえ、犯罪者処遇に必要な要素や仕組みにつ
いて考察した。
　本章では、筆者の行った調査の成果を概観していきたい、，
第1節　調査の目的と問題意識
1　本調査の目的
　本調査は、日本の犯罪者の自らの犯罪を巡る洞察、責任意識、更生し社会へ
再統合されていくに当たり直面する困難・課題・ニーズを探ることを目的とす
る。
2　問題意識の背景
　犯罪者処遇の主要な目的は、犯罪者の再犯抑止と社会を犯罪の危険から守る
ことである。そのために、どのような犯罪者が如何なる状況ドで再犯し易いか、
そして、どのような処遇が再犯抑止に効果があるかについて、海外では長年に
渡り研究されてきた。特に1980年代からはカナダを中心に大規模な実証研究
やそのレビュー分析であるメタアナリシスが盛んに行われ、30年間かけて再犯
リスクに関する体系的な情報が蓄積されている。そして、その成果は、世界の
多くの国で共有されてきた。
　ただし、この知見は欧米人を被験者として検証されてきたものであり、社会
文化的背景や生活環境の異なる日本人に、そのまま適用できるかどうか分から
ない。海外発の知見を日本人向けに修iEして活用し、処遇効果をliげるために
は、やはり日本人を対象とした実証研究を行う必要がある。
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　また、第3章で述べたとおり、2000（平成12）年頃からは欧州を中心に社
会的排除論から犯罪者を見る立場も隆盛となり、犯罪者は就労、収人、住居、
健康、教育、社会的ネットワーク等で多くの負因を複合させてもつことが実証
研究で明らかにされた。日本でも事情は同じであり、特に高齢犯罪者や障がい
のある犯罪者は福祉ニーズがあるにも関わらず公的支援を得ていないことが犯
罪を促進したという問題提起が、社会福祉関係者1や元受刑9一である社会活動家
2からなされた。それが厚生労働省や法務省を動かすところとなり、日本全国の
各都道府県に「地域生活定着支援センター」が設置され、高齢9’一や障がい者を
中心に犯罪者を福祉サービスに繋ぐ施策が実施されている3。ただし、犯罪に無
縁な一般人においても生活保護受給者や自殺者が数多く存在する中で、犯罪者
が並外れて排除されて犯罪を行っているのか、その相関を明示した調査はないL、
　日本においても刑事司法機関は犯罪者情報のデータベースをもつので、大規
模な実証研究を行って日本の犯罪者の再犯リスク要因を探り、さらに社会的排
除の実態を確認することは可能なはずである。しかし、日本では、刑’IA司法に
限らずどの領域でも「証拠に基づく実務Evidence・based　Practice」に忌避感
があるようで、実務家が小規模な調査研究をすることがあっても、中央官庁は
本格的な再犯調査をやってこなかった。犯罪者処遇領域ではやっと’卜成17
（2005）年に、法務省による再犯リスクに焦点を’IGてた研究が始ま・）たところ
である4。現時点で公表されているのは犯罪者全体の再犯状況、内1犯時のおおま
かな生活状況、一般的な事項に関する再犯者意識、犯罪者への更生支援の実態
や潜在的ニーズなどであり、犯罪者の犯罪機制そのものを分析した実証研究は
行われていない。
　さらに、平成20（2008）年には社団法人・東京社会福祉lr会が厚生労働研
究として、東京都ドの更生保護施設全19か所の入所者および退所者へのヒヤ
リングと郵送によるアンケート調査を実施して、更生に関するニーズを分析し
ている。調査の規模がある程度大きく、社会福祉i▲によるヒヤリング調査もあ
り、生活に即した犯罪者の肉声を収集した点に大きな意義がある。ただし、社
会福祉士による調査と分析であるので、累犯者がもっ犯罪性や犯罪の機制、あ
るいは「犯罪行為に対する責任」に関する視点はなく、福祉領域での社会的弱
者に対するニーズ調査に留まっている感がある。この調査の意義は｛’分に認め
つつ、犯罪者特有の意識やそJ動についての分析も追加する必要があると考える。
　そこで、本調査は、現時点（平成24年11月7日現在）で先行研究によって
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明らかにされていない日本の犯罪者の当該犯罪に対する意識や洞察、彼にとっ
ての更生の意味、更生や社会再統合の保護要因、課題、；＝　一ズなどを探ること
を目指した。筆者は在野の一一研究者に過ぎないために、調査規模が小さいこと、
被調査者の再犯に関する予後を確認できないこと、従って対照群との比較がで
きないという制約があり、研究を実施して、再犯リスク要因そのものを抽出す
ることが望めないが、犯罪者に対する量的調査と質的調査を組み合わせること、
犯罪者を支援する実務家への質的調査を付加することで、犯罪K一の実相と更生
過程の現実と課題を可能な限り明確に探りたいと考えた。
第2節　先行研究による知見
1　カナダのメタアナリシスによって明らかにされた「再犯リスク要因」
　カナダの犯罪心理学者のアンドリューズ（Andrews．　D．　A．）、ボンタ（Bonta．
James）5らは、犯罪に関する調査研究のメタアナリシスの結果、　ll要な再犯リ
スク要因は次のものであるとした。はじめの4要因が特に危険性が高く、次の
4要因がそれに次ぐ。反社会的行動歴以外の要因は介入して修lllすることが可
能な「犯因性ニーズ」である。詳細は第3章で述べたとおりである、，
　　　反社会的行動歴、反社会的人格パターン、反社会的認知、反社会的交友
　　　関係、家族関係・婚姻関係11の問題、学校・仕事での低レベルの業績と
　　　満足、不健全な余暇の過ごし方、アルコールや薬物の乱川
2　イギリスの刑務所釈放者の抱える「再犯リスク要因」
　イギリスの内閣府は過去の政府の公式統計を分析して2002（’P成14）年に
公表した報告書6で、刑務所釈放者の多くは次の問題を抱えるが、これらの問題
を解決するための福祉サービスにアクセスしておらず、これらが再犯リスクと
なっているとした。詳細は第3章で述べたとおりである。
　　　教育、雇用、薬物とアルコール問題、心身の健康、態度と自己管理、生
　　　活スキル、住宅、公的扶助と借金、家族問題
3　法務省調査によって明らかになった日本における再犯状況
　法務省法務総合研究所は第二次世界大戦後の官庁統計を遡って調査分析して、
犯罪者の再犯について次の事項を明らかにし、平成21（2009）年に公表した7。
　①　戦後の日本においては、約30％の再犯者によって、交通事犯を除く全検
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??
④
⑤
挙事件の60％が行われている。
20歳代前半の若年者で刑務所入所居Sの或る者の再犯危険性が高い。
罪種では窃盗、傷害・暴行、覚せい剤取締法違反を犯した者の同一罪名
または同種再犯危険性が高い。
処遇態様別では、仮釈放者よりも満期釈放者、仮釈放者については保護
観察終了時無職の者の再犯危険性が高く、無職の者の中では窃盗など財
産犯を犯して受刑し仮釈放された者の再犯危険性が高い。
再犯期間別では、20代前半及び55歳以卜二の者の再犯期間が短い。また、
罪種では風俗適正化法違反、窃盗、覚せい剤取締法違反が短く、約半数
が2年以内で再犯を行っている。
4　東京社会福祉士会の調査で明らかにされた更生保護施設退所者のニーズ8
　平成20（2008）年に東京都内19か所の更生保護施設で実施した施設職員、
入所者へのヒヤリング、退所者への郵送によるアンケート調査とヒヤリング調
査の結果、更生保護施設退所者には次のニーズがあることが見出されている、，
??????????刑務所での職業訓練、資格取得
刑務所での療育手帳、精神保健福祉手帳の取得あるいは取得準備
刑務所での社会復帰ガイダンスの実施
更生保護施設でのアパート確保のための更生保護施設入所期間の拡大
更生保護施設退所時のアパート確保の経済的援助
更生保護施設への職業相談員の配置
更生保護施設によるアフターケア
更生保護施設への保護委託費の改善
地域での支援体制　一　専用の相談場所の確保、依存からの脱却支援
障がい者や高齢者のための更生保護施設退所後の受け皿
第3節　本研究における特別調査のデザインと方法
1　調査のデザイン
　本調査は犯罪者に対する量的調査と二つの質的調査から成る。全体のデザイ
ンは図4－1のとおりである。
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図4－1：本調査のデザイン
裁判：懲役刑の宣告
舗↓↓ 刑務所で受刑
（仮）釈放
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2　調査の方法
　量的調査は、筆者が保護観察官をしていた’γ成17（2005）年にfJ／）た調査
を再分析したものである。元調査は、保護観察対象者（刑務所からび）仮釈放者
および執行猶予者）130名とその担’t3保護eiJ　130名をセットにして、保護観察
対象者の意識・課題・ニーズについて、アンケート力式で尋ねたものである。
それに各保護観察対象者に関する基礎情報も得られたので、すべてのデータを
コード化して一覧表を作成して分析した。そして、平成24（2012）年に、こ
のコード化したデータを方法を変えて改めて分析したものである。
　…方、質的調査は、刑務所から釈放されて東京都内の更生保護施設へ帰り、
その後無事に同施設を退所して社会に復帰し、調査時点まで再犯のない者10
名を対象にして、平成20（2008）年度から21（2009）年度にかけて行った。
約2時間の半構造化面接によって、各人から裁判以後調査時点までの心情や具
体的な生活の変遷を聴取した。そこから、犯罪を巡る本人の洞察や更生の保護
要因を探った。
　この二つの調査は個々にみると、調査の規模が小さいことと、f’後の再犯の
有無を確認できないことに大きな制約がある。その分、調査の設計を1：夫した。
すなわち、量的調査で得られた犯罪者グループの特徴について、質的調査の個
別の対象者がどれくらい共有し、あるいは克服しているかを見て、iiili方の調査
の結果を合わせて再犯のリスク要因と保護要因に関する分析へと繋げた，1さら
に、筆者が平成20（2008）年度に日本の15か所の更生保護施設幹部職員に行
った質的調査の成果を、上記二つの調査の結果を補強するものとして川いた、、
3　性犯罪者に対する調査を犯罪者一般に般化することについて
　ところで、当研究の量的調査は性犯罪者を対象に実施したものである。ソ∫、
質的調査の被調査者の罪名は多様であるが、両調査の被調査者の母集団には大
きな差異はないという前提で分析を進めた。
　量的調査では、性犯罪者特有の性意識や性欲充進の機制に関する事項を直接
の調査事項とせず、犯罪者全般に共通すると思われる自己認識、認知、責任意
識などの特性や更生過程で当面する課題やニーズについて尋ね、分析した。性
犯罪者とその他の犯罪者の特性の異同については、性犯罪者の多くは他種の犯
罪も行っており、性行動の機制については差があるとしても再犯リスク要因と
してはマイナーなものであり、それ以ヒに有力な再犯リスク要因である反社会
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性、社会的孤立、態度と行動の関連等にっいては大差がないという認識が実務
家や研究者に共有されているが、実際にカナダ矯llヨ。1所属の犯罪心理学者であ
るハンソン（Hanson，　R，　KarDその他による二つσ）メタアナリシスリや米国ワシン
トン州矯正当局の追跡調査10によると、性犯罪者の多くは多罪種の犯罪も行う者
であることが示されている。
　今般の量的調査においても、被調査者の4分の1には性犯罪以外の罪種の犯
罪前歴があった11。さらに、性犯罪の根底には愛着障害、認知の歪み、人間関
係障害、感情統制の悪さなどがあるとされ12、むしろ、性犯罪者は犯罪者全般
に共通する特徴を非常に素朴な形で体現していると言える。カナダのメタアナ
リシスでも、性犯罪者の問題特性や再犯リスクはその他の犯罪者とそれとほぼ
同じことが検証されている13。加えて、性犯罪者の性的ファンタジー自体も他
罪種の犯罪者と大きく違わないという研究14もある。
　以上を総合して性犯罪者のもつ問題性と他罪種の犯罪者のそれとに大きな差
はないと判断し、本論文では当調査の結果を一般の犯罪者にも般化して、議論
を進めることとした。
第4節　本研究の特別調査1の結果
　　一　性犯罪者とその担当保護司130組に対するアンケート調査
1　調査の概要
（1）調査の目的：
　社会内で更生途一ヒにある日本の犯罪者の当該犯罪を巡る意識、更生への構え、
更生過程で当面する課題、ニーズを探る。
（2）調査対象：
　平成16（2004）年9月から’lf一成17（2005）年3月の間に全国の保護観察所
で受理した男性の刑務所仮釈放者および保護観察付刑執行猶予者のうち、接触
犯である性犯罪対象者（強fi　s強制わいせつの既遂・未遂犯）で、2006年9月
末日現在で6か月以上保護観察事件が係属している者とその担’LG保護・i」の130
組である、保護観察対象者およびその担当保護司の各130名である。
　事件受理時点と調査時点の差から、回答者の保護観察実施期間は6月から1
年1月であった。保護観察実施6月以ヒという条件を付したのは、対象者と保
護司との間に一定の人間関係が成立していると想定したことによる，，保護司に
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よる対象者の保護観察を受ける姿勢や生活状況に対する評価、保護司と保護観
察対象者との間の「認知の違い」も分析のカテゴリーとをLたために、両者の
間に一定の人間関係が築けていることが前提条件であると考えたからである，、
　上記に該当する全数である156組に事件が係属する保護観察所経山で爵封査協
力を依頼し、うちの130組から有効な回答を得た。有効回答率は83．3％である、
（3）調査の方法：
　本調査は、筆者が保護観察官をしていた平成17（2005）年に、保護観察所
経由で、該当の対象者とその担当保護司に本論文の末尾に添付したアンケー一一ト
調査への協力を依頼した。対象者本人は担当保護司を通じて当依頼が伝えられ、
本人は保護司宅で回答した。回答は、該当保護観察所経由で返送されたが、そ
れには本人に係る基礎情報が添付された。
　これらすべての情報をコード化して、平成18（2006）年3Jjに・1∫分析し
たが、さらに明確な成果を得るために、当時コード化した情報を’1勺戎24（2012）
年9月から11Eにかけて再分析した。
　分析は、平成18年には単純集計とカイニ乗検定、平成24年には多変lit解析
を行った。後者については、まず数最化理論でダミー変数の行列分析をTlって
対象者の全般的傾向を見て、次にこの分析で得られたサンプルスコアを川いて
クラスター分析を行い、対象者を分類した，，分類の形式は階層的方法を採り、
デントログラムを作成した。プロソトされたサンプル間の距離の測定には、ユ
ークリット距離を用い、合併方法にウォード法を採った。この方法により、対
象者の成育歴、意識、当面する生活hの問題等からパターンを抽出し、更生過
程における課題やニーズを見ていきたいと考えた。
　なお、平成18年のカイニ乗検定にはSPSSバージョン13．OJ、’V一成24年の
数量化理論m類の行列分析とクラスター分析には（株）エスミの「エクセル統
計1012」を使用した。
（4）調査の設計
調査は次の三種類のデータを分析してものである。
①アンケ・一一一一トに対する保護観察対象者の回答
②アンケートに対する担当保護司の回答
③保護観察対象者に関する基礎情報
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　対象者本人への質問項目はド記のとおりである。各項日で選択肢を示し、本
人の認識に近いものを選択させた。
　事件を起こした動機（択・）、事件当時の生活ヒの問題（択づ、被害Kへの
影響（択一一）、本件に対する刑罰に対する評価（択’）、当該事件に対し何をな
すべきか（＝本件から生ずる自分の責務、択一一）、自分にとって再犯リスクのあ
る状況（択一）、現在の再犯抑止要因（択一・）、現在の困難や悩み（択・）、今後
あると心強いもの（択二）、今後の自分の課題（択一二）
　一方、保護司15への質問項目は次のとおりである。
　本人の保護観察に対する態度（択一づ、現在の本人の生活ヒσ）問題（択づ、
本人の性格や行動傾向の問題（ある・なしの択一、ある場合は択二）、本人の更
生に関する家族の態度、再犯が抑止されている理由（択．二）、保護観察の目標（択
二）、再犯抑止に向けての本人の課題（択二）、再犯抑ILに向けての本人のニー
ズ（択二）
　また、被調査者である保護観察対象者に係る基礎情報は次のとおりである。
　年齢、（犯時及び調査時点の）職業、引受人の続柄、犯罪歴、犯罪の態様、判
決の内容、生活歴、心身の状況、被害弁償の有無と内容
　なお、上記の質問項目を策定するに’iGたっては、2005年’i］時のイギリスの保
護観察機関が認定した性犯罪者プログラムの基礎理論に関する手り1書である、
Sex　Offender　Unit『Community　Sex　Offender　Groupwork　Programme（C－SOGP），
Theory　Manual　by　Jayne　Allam』、　National　Probation　Service、　West　Midlands、2001
に記載されている「本人による再犯抑止の主要な要因」に関する知見を参照し、
当調査対象者がその要因をどれ位体得しているか、あるいは克服しているかに
関する項目を質問の中心に置いた。すなわち、同書は、性犯罪臨床によって立
証された主要な知見16を基礎に、再犯抑止の要因について以ドのような立場に
立っている。
　①犯罪に至る自分の行動パターンや犯罪動機についての洞察（lnsight　into
　　　Offending）をもつことが、自分で｛ヰ犯を制御できるようになる前提で
　　　ある（同マニュアルp55、以下同じ）。
　②自分に再犯リスクがあることの否認あるいは最小化、さらには認知の歪
　　　みが更生を妨げる要因である（pp．55－57）。
　③被害者への共感性が更生を促進する要因である（p．62）。
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④自分の行動が犯罪であると認めること、犯罪に対する責任を認めること、
　　犯罪の結果生ずる影響を理解すること、自分に犯罪に結びつくような問
　　題があると認めること、犯罪と無縁の生活を送ることの良さを認識する
　　ことが処遇を受けることの動機付けとなる（p．7D、、
　これらの知見は、筆者の20年間の保護観察官としての実務経験に照らして、
十分に合意できることであったので、本調査でもこれらの要因が再犯リスクで
あるという立場に立ち、保護観察対象者がどれくらいその要素をもっているか
を調査で問うて、そのことで対象者の立ち位置を推測する手がかりとした、、
2　調査の結果1　一　単純集計とカイニ乗検定から見えてきたこと
（1）　被調査者のプロフィール
　被調査者である保護観察対象者は、刑務所仮釈放者43名および保護観察付
執行猶予者87名の計130名である。なお、保護観察付執行者87名は全員裁判
官の裁量で保護観察に付されており、初度目の執行猶予であった。
　本件性犯罪の主な罪名は強姦64名（仮釈放者39名、執行猶予者25名）、強
制わいせつ65名（仮釈放者4・名、執行猶予者61名）およびわいせつjl的拐取
1名（執行猶予者1名）であった。
　また、本件の併合罪では強盗（20件）と窃盗（7件）が多かった、、
　前歴は37名（28．5％）に性犯罪、28名（21．5％）に粗3「S一犯、25名（19．2％）
に財産犯、21名（16．2％）に交通犯があった。
　犯行時犯行時32名（24．6％）は飲酒し、4名（3％）は薬物（llに覚せい剤）
を使用していた。
　犯行時の年齢は、図4－1に示すとおり若年者が多い構成となっており、20
歳～34歳で約85％となる。一方で、高齢者も若r名いた。
　被害者との関係は、他人101名（77．7％）、知人12名（9．2％）、顔見知り12
名（9．2％）、家族・親族5名（3．8％）である。
　図4－2に示すとおり、約75％の者は何らかの形で慰謝の措置を講じていた。
　図4－3は、犯行時の職業を示す。無職は27名（20．1％）に過ぎず、大’トは
有職者であり、かつ専門的な職業に従事する者も少なくない。なお、性犯罪は
犯罪者全般より有職者が多いことが知られている。近年の仮釈放者の保護観察
終了時の無職率は全罪種で30％前後であると報じられているので、確かに当調
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査の対象者の有職率は、高い17。就労状況と後に述べる教育歴については、性
犯罪者は一般の犯罪者より恵まれているので、この点は調査結果を分析する際
に勘案したいと思う。
図4－11犯行時年齢
　　55歳～59歳，2，2％
　　　　　㍑6。歳一64歳．、．、，
　　　　　165歳～，3．2％　‘
　　　　　　　～20歳
45歳～49歳，7，5％一．－
　　　　40歳～44歳，7，5
　　　50歳～54歳，8，6％
35歳～39歳，14，11％
～24歳，30，24％
犯行時年齢
5歳～29歳，29，22％
30歳～34歳，25，tg％
図4－2：被害弁償・示談
被害弁償・示談
なし32，
25
｛謝罪の手
　紙11，8％
申し出た
が相手が
拒否，16，
　12％
全部完
了，45，
35％
一部あり，
26，20％
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4－3：犯行時職業
　　　　　　　農業・漁業，4、3％・
　　　　　　　会社鮎3％川
　　　　　　専門職，4，3％　　‘1
　　　　　　学生，5，　4％一・
　　　　運転手，6，5X
　　　自営業，7，5％
　　　サービス業従業
　　　　員．22，17％
　　　　　　　　　　　単純作業従事
　　　　　　　　　　　　者，25，1・9SC
犯行時職業
技術作業従事者
（調理師を含む），
　26，20％
　本件前の刑事処分歴は図4－4のとおりである。77名（59．2％）
歴がなく、ある者では罰金が大半である。
　　　　図4－4：　保護観察受理時の刑事処分歴
　　　　　　　　　　　　　　　受理時刑事処分歴
?????
の者には前
（人）
（・v `譲ぷせ 　　逮〆　　〆〆? ぱ躍ぷ
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　教育歴は図4－5のとおりである。高校卒業以上の学歴をもつ者は78名
（60％）である。これに対し、第1章の表1－6で示したように、平成23（2011）
年における仮釈放者と刑執行猶予保護観察対象者を合わせた高校卒業以上の学
歴をもつ者の割合は39．8％なので、保護観察対象者全般に比べ、かなりの高学
歴である。
　　　　　　　　図4－5：教育歴　　　　　　　　　　（人）
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　図4－9は犯行時の生活上の問題を示す。夜遊び、反社会的交友、ギャンブ
ルなど反社会的な生活を送っていた者も多いが、それ以上に仕事に定着できな
い、他者と親密な関係を築けない、孤立、引きこもりなど非社会的傾向や社会
不適応傾向を有する者が多い。
図4－9：犯行時の生活上の問題 （人）
犯行時の生活上の問題
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（2）　アンケートに対する保護観察対象者の回答（単純集計）
　次に、本人の回答の主な項目の集計結果を示す。
　表4－1は、本人が犯罪動機をどう認識しているかを示す。この問いでは動機
内容よりも、犯罪動機の認識の有無に着Hした。犯罪動機を洞察することが行
動変容の基礎になるからである。大半の者に認識があったが、ない者も少なか
らずいる。
表4－1．（本人が認識する）事件の動機
（択　・） （人） （％） （人） （％）
ストレスを解消したかった 35 26．9
性的な関心を満たしたかった 22 16．9
認識あり@11386．9
いきがかりで 20 15．4
好奇心から 14 10．8
うっぷんを晴らしたかった 8 0．6
インターネット・AVで見たことを試したかった 8 0．6
共犯者に誘われた 6 0．5
相手が誘ってきた 0 0
分からない 17 13．1 認識なし
@　1713．1計 130 100．0 130 100．0
　表4－2は、犯罪と生活背景との関連を本人がどう認識しているかを聞いたも
のである。ここでも、生活ヒの問題の内容よりも、認識の有無に着日した。偶
発的に犯罪を行ったのでなく、自分の生活全体の問題性から生じた必然的なも
のであることを認識していることが生活の改善に繋がるからである。人半には
その気付きがあるが、ない者も2割近くいる。
表4－2：（本人が認識する）事件の背景にあった生活上の問題
（択　づ （人） （％） （人） （％）
あとさきを考えずに行動していた 37 28．5 認識あり
@　106人の気持ちを思いやることができなかった 34 26．2 81．5
まじめに働いていなかった 10 9．7
人間関係がうまくいかなかった 10 9．7
性的関心を満たすことばかり考えていた 8 6．2
人に誘われるとよく考えないで同調していた 7 5．4
事件と生活とは関係ない 24 18．5 認識なし
@　　24 18．5? 130 100．0 130100．0
　表4－3は、犯罪による害について、本人の認識を聞いたものである。認識が
十分でない者が3割近くいる。
65
表4－3　（本人が認識する）事件が被害者に与えた影響
（択　ゴ （人） （°。） （人） （％）
精神的苦痛と肉体的苦痛の両方 91 70．0 認識｝’分
@　　91
70．0
精神的苦痛のみ 34 26．2 認識イ（卜分
@　　36
27．7
肉体的苦痛のみ 2 L5
嫌がっていなかった 2 1．5
精神的にも肉体的にも苦痛を与えていない 1 0．7
認識なし
@　　　3 0．2
本心では喜んでいた 0 0? 130 100．0 130 100．0
　表4－4は、本件の刑罰に対する本人の認識を示す。大半が受人れているが、
いない者も2割以上に及ぶ。
表4－4．本件の刑罰に対する本人の認識
（択一） （人） （％） （人） （％）
行為に見合っている 78 60．0 受容あり
@　　98行為に対し、軽すぎる 20 15．4 75．4
行為に対し、重すぎる 13 10．0 受容なし
@　　31分からない 19 14．6 23．8
計 130 100．0 130 100．0
　表4－5は、本件に対する責任をどう取るべきかについて聞いたものである。
「応答的責任」と言えるような事を認識している者が7割近くに昇り、最も多
い。
表4－5　（本人が考える）本件に対する責任の取り方
（択一一 （人） （％） （人） （％）
再び事件を起こさない 64 49．2 応答的責任
@　　　　　89自分を良くするための努力をする 25 19．2 68．5
真面目に刑を受ける・保護観察を受ける 15 11．5 刑事責任
@　　　　　15 ］1．5これからは家族に迷惑を掛けない 17 13．1 家族関係的責任
@　　　　　17 13．1被害者やその家族に謝る 6 4．6 被害者関係的責任
@　　　　　　9被害者やその家族に被害弁償をする 3 2．3 6．9? 130 100．0 130 100．0
　表4－6は、本人が自分のもつ再犯リスクについて認識しているかを聞いたも
のである。リスクのある場面の内容よりも、本人の認識の有無に着目した。自
分のリスクを知ることが行動変容の基礎であり、自ら再犯抑止できるようにな
る前提となるからである。
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表4－6：（本人が認識する）事件を起こしそうになる時
（択・’） （人） い）6） （人） （％）
いらいらする時 19 14．6 再犯リスクの認識あレ1　66 50．8
寂しい時 12 9．2
気分が落ち込む時 12 9．2
相手をかわいいと思う 12 9．2
退屈な時 8 6．2
相手を憎らしいと思う時 3 2．3
特にない 64 49．2 再犯リスクの認識なし　64 19．2
130 100．0 130 100．0
　表4－7は、今の自分の再犯抑Lヒに何が効いているか、本人の認識を聞いたも
のである。主体的に抑止の努力をしているとする者が大半を占める。
表4－7：（本人が認識する）現在事件を起こさない理由
（択一） （人） （％） （人） （％）
もう絶対に事件を起こさないという意志を
烽ﾁているから
70 53．8 主体的抑II二
@　　10076．9自分なりの夢や希望があるから 23 17．7
捕まりたくないから 7 5．4
仕事があるから 0 0
親や兄弟が支えてくれるから 18 13．8 関係的抑止
@　　　24妻や交際相手などパートナーがいるから 6 4．6 18．5
友達や同僚が支えてくれるから 0 0
保護観察を受けているから 3 2．3 受動的抑1ヒ
@　　　6そういう機会がないから 3 2．3 4．6? 130 100．0 130 100．0
　表4－8は、調査時点で直面する困難や悩みを聞いたものである、，7割近くが
ないとしている。ある者では生活、自己統制、人間関係と様々である、，
表4－8　（本人が認識する）現在の困難や悩み
（択一） （人） （％） （人） （％）
ない 90 69．2 ない　　　90 69．2
仕事がうまくいかない 12 9．2
家庭がうまくいかない 3 2．3
生活基盤的
｢難　　　15 11．5
感情統制が難しい 6 4．6
後先を考えずに行動してしまう 2 1．5
自己統制的
｢難　　　14 10．8
性的な関心の統制が難しい 4 3．1
アダルトビデオやアダルトサイトなどを
ﾂいつい見てしまう
2 L5
友達がいない 9 6．9
友達や仕事仲間との人間関係がうまくいかない 2 1．5
関係的困難
@　　　11 8．5
昔の仲間に誘われる 0 0? 130 100．0130 100．0
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　表4－9は、更生に向けてのニーズを聞いたものである。家族、友人等身近な
人々からの支援を求める者が最も多いe
表4－9：（本人が認識する）今後あれば心強いもの
（択二） （人） （％） （延べ人数） （延べ人数21｛｝人中（ノ）％）
良い仕事 53 40．8 仕事　　53 24．5
妻や交際相手等パートナー 53 40．8
親・兄弟等家族の支え 46 35．4
近親者の
x援
@　　127
58．8
友達や職場の仲間の支え 28 21．5
困った時の助言者・援助者 28 21．5
カウンセリングやグルプワーク等
齧蜩I働き掛け
5 3．8
専門的・第一：
ﾒ的支援
@　　　33 15．3
当事者支援 3 2．3 当事者支援
@　　　3 1．4計 216 一 216 100．0
　表4－10は自分の課題をどう認識しているか、聞いたものである。自己統制
系の課題を挙げた者が最も多い。過剰な自己統制がストレスをうみ、それが犯
罪要因となることもあるので、自己解放系の課題を挙げる者が多いのも、納得
できる。これは犯罪全般にも言えることだが、特に性犯罪の場合に当てはまる
ことかもしれない。
表4－10：（本人が認識する）自分の課題
（択二） （人） （％） （延べ人数） （延べ人数228人
?ﾑ）％）
人の気持ちを思いやる 52 40．0 協調系課題
@　　67
29．4
人間関係をうまく保っ 15 11．5
慎重に行動する 39 30．0
自分の気落ちをコントロールする 38 29．2
自己統制系
ﾛ題　　92 40．1
困難に出会った時落ち着いて考える 15 11．5
趣味や遊びでストレス発散 25 19．2 30．3
悪いことに誘われてもきっぱりと断る 17 13．1
自己解放・
ｩ己」三張系
ﾛ題　　69物事を前向きにとらえる 11 8．5
性的関心を良い方向にもっていく 9 6．9
必要な時にきちんと自分の気持ちを言う 7 5．4
228 一 228 100．0
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（3）本人による洞察と他の要素との相関
　更生の第一歩は、自らを知ることといえる。自らの問題性を洞察して、はじ
めて感情や行動の統制が可能となり、白ら再犯を回避できるL，この考え方が1再
犯防止（Relapse　Prevention）」の基礎とされ、〔本を含め世界の国々で実施され
ている認知行動療法による犯罪者プログラムに取り人れられている、、また、r1
らの犯罪パターンを認識させることが、犯罪者処遇の導入期や中間期のll要な
課題とされている。
　前述のとおり、当調査の対象者のうち50．8％の者は、どのような状況あるい
は気分にあるときに再犯の可能性があるかを認識していた（ここでは、これを
「リスク洞察がある」とする）。また、86．9％の者は本件の動機を認識していた
（ここでは、これを「事件の動機洞察がある」とする）。では、　・般に犯罪者処
遇で言われているように、当調査の対象者においてもこれらの洞察が更生に繋
がるのであろうか18。それを探るため、本人の洞察と他の要素との関係をみて
いく。表4　－11はその結果である。
表4－11　本人の洞察や刑の受入れと他の要素との相関
本人によるリスク洞察 検定結果
本人の生活に対する保護司の評価
竭閧ﾈし
v
なし　あり　　　　計
@52　45　　　　97
@12　21　　　　33
@64　66　　　130
本人による犯罪動機の洞察
ﾈし
v
15　　2　　　　17
S9　64　　　113
U4　66　　　130
フィッシャーの直接確率　　＊＊1％有意＊5％有意
ｼ側P値　　　　ODOO5＊＊
ﾐ側P値　　　　ODOO5＊＊
本人隼件と生活とは関係ない」
ﾈし
v
46　60　　　106
P8　　6　　　　24
U4　66　　　130
フィッシャーの直接確率　　＊＊1％有意＊5％有意
ｼ側P値　　　　0．0064＊＊
ﾐ側P値　　　　00046＊＊
本人による事件の動機洞察
本人事件と生活とは関係ない」
ﾈし
v
なし　あり　　　　計
@　7　99　　　106
@10　14　　　　24
@17　113　　　130
フィッシャーの直接確率　　＊＊1％有意＊5％有意
ｼ側P値　　　　00001＊＊
ﾐ側円直　　　　00001＊＊
本件に対し刑が重過ぎる　　　　　　　　　　　検定結果
現在，本人に問題がある
ﾛ護司そう思わない
ﾛ護司そう思うv
なし　あり　　　　計
@91　　6　　　　97
@26　　7　　　　33
@117　13　　　130
フィッシャーの直接確率　　＊＊珊有意＊5％有意
ｼ側P∬董　　　　　　　　　0∫）201　＊
ﾐ側P値　　　　00201＊
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　ところで、上記の表中の「事件と生活とは関係ない」は、問い1｝・件を起こし
たのは、当時の生活に問題があったからでしょうか。‘1｝件と最も関係の深いも
のを一つ選んでください。」の回答選択肢の一．一つである。これをい｝｝件と生活は
関係ない」とした者24名の犯行時の生活状況に関する基礎情報と照合してみ
ると、「職業に定着できない12名、反社会的交友関係5名、夜遊び6名、ギャ
ンブル1名、借金5名」といった問題を有していた。認知や対人関係など日に
見えない事項を除いても、行動レベルで顕在化している問題でこれだけあり、
現実を適切に認識していないか、あるいは事実の否認や最小化傾向が窺える、，
表4－11で示したことや対象者の基礎情報から、次の傾向が見出せた。
????
?
本人に犯罪動機の洞察があると、リスク洞察もある。
事件と生活は関係ないと考える者には、リスク洞察がない。
事件と生活は関係ないと考える者には、犯罪動機への洞察がない、、
本件に対する刑を受け入れている者に対し、保護司が本人に問題があると
することが少ない。
事件と生活は関係ないと考える者は、実は犯罪に結びつき易い生活上の問
題を抱えることが少なくない。
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（4）更生に向けての本人の認識・方向性
本人が自分の抱える問題について内省を深め、問題に対する貝体的な改ilξ策
が立てられ、それが行動化された時に、更生が期待できるL、このような考え方
に立ち、本人が自分の問題として認識している事項を今後の自分の課題と結び
付けているか、みていくこととする。ここではその方法として、ド記の問8で
各事項を選択した者が、下記の問10でどの課題を選択しているかをみていくv
問8　現在困っていることや悩みが，ありますか。最もあてはまるものを
　一つ選んで，○をつけてください。
???????
???
ない。
仕事がうまくいかない。
家庭がうまくいかない。
友達や仕事の仲間との人間関係がうまくいかない。
友だちがいない。
感情のコントロールがむずかしい。
アダルトビデオやインターネットのアダルトサイトなどをついつい
見てしまう。
性的な関心についてのコントロールがむずかしい。
昔の仲間に誘われる。
後先を考えずに，行動してしまう。
問10　今後，自分ではどのような点に注意すればいいと思いますか。よく1
　あてはまるものを一二つ選んで，○をつけてください。　　　　　　　　i
??ゥ?ォ?????慎重に行動する。
人間関係をうまく保つ。
自分の感情をコントロールする。
困難にであったとき，落ち着いて考える。
必要なときに，きちんと自分の気持ちを言う。
ものごとを前向きにとらえる，，
悪いことに誘われても，きっぱりと断る、，
人の気持ちを思いやるようになる。
性的な関心を良い方向にもっていく。
趣味や遊びなどで，ストレスを発散する。
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まず、問8でイ「仕事がうまくいかない」とした者12名が、問10でどの事
項を選択したか見ると、ド記のとおりである。
??ゥ?ォ?????慎重に行動する。（6名）
人間関係をうまく保つ。（1名）
自分の感情をコントロールする。（5名）
困難にであったとき、落ち着いて考える。（0名）
必要なときに、きちんと自分の気持ちを言う。（1名）
ものごとを前向きにとらえる。（0名）
悪いことに誘われても、きっぱりと断る。（4名）
人の気持ちを思いやるようになる。（2名）
性的な関心を良い方向にもっていく。（1名）
趣味や遊びなどで、ストレスを発散する。（1名）
選択肢のうち、ア～力及びクは、仕事を円滑に遂行するためにあるいは職場
の人間関係を良好に保つために必要な事項と言えるが、その他のキ、ケ、コは
仕事とは別の事柄である。少なくとも12名中6名では、闇題認識と自分の1課
題が結びついていないと言える。
次に、問8で、「友達や仕事の仲間との人間関係がうまくいかない」または「友
だちがいない」を選択した者11名の問10での回答をみると、次のようになる、、
??ゥ?ォ?????慎重に行動する。（1名）
人間関係をうまく保つ。（1名）
自分の感情をコントロールする。（1名）
困難にであったとき、落ち着いて考える。（4名）
必要なときに、きちんと自分の気持ちを言う。（1名）
ものごとを前向きにとらえる。（1名）
悪いことに誘われても、きっぱりと断る。（1名）
人の気持ちを思いやるようになる。（2名）
性的な関心を良い方向にもっていく，，（3名）
趣味や遊びなどで、ストレスを発散する。（4名）
選択肢のうち、ア～クは対人関係や交友関係を良好に保つために必要な事項
と言えるが、その他のケとコは対人関係とは別の事項である。ここでも少なく
とも11名中7名で、問題認識と今後の課題が結びっいていないと言える。
さらに、本人が本件犯行に関連していたとする生活Lの問題が今後の課題と
どう結び付けられているかみたのが、表4－12である。表は、問題とその解決
に資すると思われる選択肢を相関させてみたものであるが、有意な相関が見出
せない。タイムラグがあるとしても、自分の問題への認識が必ずしも課題の設
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定に繋がっていないことが窺われる。
表4　－12　本件当時の問題と今後の課題との相関の有無
今後注意すべき事項・ 本件時の問題・後先考えず行動
困難に出会った時落ち着いて考える 本人・なし　本人・あり　　　　　　　　計
本人なし 87　　　　　28　　　　　　　115
本人あり 6　　　　　　9　　　　　　　　15
計 93　　　　　37　　　　　　　130
今後注意すべき事項・慎重に行動する
本人なし 67　　　　　24　　　　　　　　91
本人あり 26　　　　　　13　　　　　　　　39
計 93　　　　　37　　　　　　　130
今後注意すべき事項・ 本件時の問題・性的関心過剰
性的な関心を良い方向にもっていく 本人・なし本人・あり　　　　　　　計
本人なし 116　　　　　　5　　　　　　　121
本人あり 6　　　　　　3　　　　　　　　9
計 122　　　　　　8　　　　　　　130
今後注意すべき事項・ 本件の動機・ストレス解消
感情のコントロール なし　　　あり　　　　　　　　　計
本人なし 46　　　　　46　　　　　　　　92
本人あり 11　　　　　27　　　　　　　　38
計 57　　　　　73　　　　　　　130
今後注意すべき事項・
趣味や遊びでストレスを発散
本人なし 49　　　　　56　　　　　　　105
本人あり 8　　　　　17　　　　　　　25
計 57　　　　　73　　　　　　　130
今後注意すべき事項・ 本件時の問題・
他者の気持ちに無配慮
人の気持ちを思いやる 本人・なし　　本人・あり　　　　　　　計
本人なし 65　　　　　　　13　　　　　　78
本人あり 31　　　　　　　21　　　　　　52
計 96　　　　　　　34　　　　　130
今後注意すべき事項・
人間関係をうまく保つ
本人なし 81　　　　　　　34　　　　　115
本人あり 15　　　　　　　　0　　　　　　15
計 96　　　　　34　　　　130
今後注意すべき事項・
悪い誘いをきっぱりと断る
本人なし
本人あり
計
　　（配慮あり）　　　（配慮なし）
本件時の問題・誘われると同鯛
本人・なし　　本人・あり
　　　　110
　　　　　13
　　　　123
113
17
130
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（5）本人の問題に関する本人と担当者との見方の相違
　性犯罪者の特徴として「認知の歪み」が指摘されるが、このアンケート調査
では、対象者本人とその担当保護司の認識の違いをみることを試みた、、両者に
本人の生活や更生に関する事項に関する闇いをし、本人と担’iG者の認識が・致
しているか否かという観点から、回答を比較した。抽象的な事項に関する個人
の認識といった主観的な事柄を扱っているので、それをどう評価するか難しい
ところであるが、ここでは両者の認識の相関関係や全般的な1“1答の散らばり方
をみることによって、犯罪者の認知のあり様を探ってみた。
ア　本人が現在抱える問題についての認識
　表4－13の1）「本人に抱える問題があるか」という全般的な状況や2）「仕事
上の問題」、6）「後先考えず行動する傾向」、7）1性的なコントロール」等の個々
の問題状況について、本人と担当者は類似した認識をもっており、大勢は問題
ないということで一致している。その他の、3）家庭、4）対人関係、5）感情統制
については両者の大多数が問題なしとしているので、有意差は出ていないが、
類似した認識をしているといえる。ただし、これらの各表を細かくみると、全
般に本人が問題ありとする場合に担当者はなしとする傾向にある。本人がより
悲観的であるか、あるいは問題状況を担当者と共有していない実態が窺われる。
特に、性犯罪と関連が深いとされる「家庭の問題、対人関係、感情統制、性的
な関心のコントU　一一ル」について、本人に比べ担当者の認識が薄いことが気に
なる。精神内面の問題を通常の社会内処遇で取り上げる難しさが窺える。
表4－13：本人が現在抱える問題について
1）本人に抱える問題があるか　　　　　　　　2）本人に仕事に関する問題があるか
全体 本人あり 本人なし 全体 本人あり 本人なし
全体 130 54 76 全体 130 12 118
担当者あり 33 33 0 担当者あり 13 7 6
担当者なし 97 21 76 担当者なし 117 5 112
フィッシャーの直接確率　　＊＊：1％有意＊：5％有意　　フィッシャーの直接確率　　＊＊：1％有意＊二5％有意
両側P値　　　　0．0000＊＊　　　　　　　　　　両側P値　　　　0，0000＊＊
片側P値　　　　O．OOOO＊＊　　　　　　　　　　片側P値　　　　0．0000＊＊
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3）本人に家庭に問題があるか
全体 本人あり 本人なし
全体 130 3 127
担当者あり 6 0 6
担当者なし 124 3 121
有意差なし
5）本人の感情統制に問題がある
全体 本人あり 本人なし
全体 130 6 124
担当者あり 14 2 12
担当者なし 116 4 112
有意差なし
7）性的な関心のコントロールが困難
4）本人の対人関係に問題があるか
全体 本人あり 本人なし
全体 130 11 119
担当者あり 4 1 3
担当者なし 126 10 116
有意差なし
6）本人は後先を考えずに行動するか
全体 本人あり　本人なし
全体 130 2　　　　128
担当者あり 5 2　　　　　3
担当者なし 125 0　　　　125
フィッシャーの直接確率　　＊＊：1％有意＊：5％有意
両側P値　　　　O．OOI2＊＊
片側P値　　　　0．0012＊＊
全体 本人あり 本人なし
全体 130 6 124
担当者あり 1 1 0
担当者なし 129 5 124
フィッシャーの直接確率　　＊＊：1％有意＊二5％有意
両側P値　　　　0．0462＊
片側P値　　　　0．0462＊
イ　本人のニーズについての認識
　表4－14の1）のとおり、将来に渡る再犯抑1ヒのために良い仕事が必要性であ
るということで、対象者と保護司の認識が・致しているト軒列がかなりある、，そ
れ以」二に、2）のとおり、各々約3分の2の者が家族の支えの必要性を挙げてお
り、両者の認識はかなり一致している，、
　その他の事項については、個々の事例で両者の認識は・致しているとはいえ
ないが、全般的にみると、両者とも行動規制よりも周囲からの支援を必要とす
る者が多い。さらに、3）友人・同僚の支え、5）困難時の援助・助言といっ
た周囲からの支援については、本人よりも担当者において必要だとする者が多
い。前述のとおり、この調査では有職であっても性犯罪を行っている者が多く、
精神面や生活面での支援が必要であることが明らかになったが、そのことを担
当保護司は適切に認識しているといえる。
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表4－14：本人と担当者の認識の差　本人のニーズ
1）良い仕事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2）家族の支え
全体 本人あり 本人なし
全体 130 53 77
担当者あり 36 21 15
担当者なし 94 32 62
フィッシャーの直接確率　　＊＊二1％有意＊：5％有意
両側P値　　　　0．0164＊
片側P値　　　　O．Ol　04＊
3）友人や同僚の支え
全体 本人あり 本人なし
全体 130 28 102
担当者あり 31 10 21
担当者なし 99 18 81
＊有意差なし
5）困難時の援助・助言
全体 本人あり 本人なし
全体 130 28 102
担当者あり 46 12 34
担当者なし 84 16 68
＊有意差なし
7）性犯罪の専門的な処遇
全体 本人あり 本人なし
全体 130 87 43
担当者あり 88 65 23
担当者なし 42 22 20
フィッシャーの直接確率
両側P値　　　0．Ol78＊
片側P値　　　0．0134＊
4）行動を規制する指導
＊＊二1％有意＊：5％有意
全体 本人あり 本人なし
全体 130 13 117
担当者あり 24 1 23
担当者なし 106 12 94
＊有意差なし
6）自助グループへの参加
全体 本人あり 本人なし
全体 130 3 127
担当者あり 6 0 6
担当者なし 124 3 121
＊有意差なし
全体 本人あり 本人なし
全体 130 5 125
担当者あり 21 1 20
担当者なし 109 4 105
＊有意差なし
ウ　本人の課題についての認識
　表4－15をみると、6），悪い誘いを断る、9）趣味や遊びでストレス解消の
項目で、両者の認識の一致率が高い。1）慎重に行動、3）感情のコントロール、
4）困難時に冷静に対処、7）他者への共感性については、両者とも本人の課題
としてあげる者が多いが、両者の認識の相関は見出せない。
　全般的傾向をみると、保護司においては、1）慎重に行動、2）対人関係、3）感
情のコントロール、4）困難時に冷静に対処、8）関心の幅といった本人の精神
内面や認知に関する事項、あるいは認知を変えれば結果的に改善する事項を課
題として多く挙げているのに対し、対象者は、5）必要なときに自己1三張、6）
悪い誘いを断る、9）趣味や遊びでストレス解消といった行動面での課題を多く
挙げている。保護司の認識は、認知行動療法の基本的な考え方と極めて近く、
保護司の見立ての確かさが示されていると思われた。
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表4－15：本人の課題
1）慎重に行動する J　　I六11フFくL　J’円　　　休
全体 本人あり 本人なし 全体 本人あり 本人なし
130 39 91 130 15 115
担当者あり 61 21 40 担当者あり 22 3 19
担当者な 69 18 51 担当者な 108 12 96
＊有意差なし
3）感情のコントロール
2）対人関係を円滑に保つ
＊有意差なし
4）困難に冷静に対処
全体 本人あり 本人なし 全体 本人あり 本人なし
130 38 92 130 28 102
担当者あり 43 15 28 担当者あり 46 12 34
担当者な 87 23 64 担当者な 84 16 68
＊有意差なし
5）必要な時に自己主張
＊有意差なし
6）悪い誘いを断る
全体 本人あり 本人なし 全体 本人あり 本人なし
130 15 115 130 17 113
担当者あり 14 3
?
担当者あり 6 3 3
担当者な 116 12 104 担当者な 124 14 110
＊有意差なし
7）他者への共感性
フィッシャーの直接確率
両側P値　　　0．0293＊
片側P値　　　O．0293＊
＊＊1％有意＊5％有意
全体 本人あり 本人なし
130 52 78
担当者あり 41 21 20 8）関心の幅を広げる
担当者な 89 31 58 全体 本人あり 本人なし
130 9 121＊有意差なし
X）趣味や遊びでストレス解消
担当者あり 12 2 10
担当者な 118 7 111
全体 本人あり 本人なし ＊有意差なし
130 25 105
担当者あり 19 7 12
担当者な 111 18 93
フィッシャーの直接確率　　＊＊1％有意＊5％有意
両側P値　　　0．0545
片側P値　　　0．0424＊
（6）アンケート調査結果の小活　一　単純集計とカイ：乗検定で分かったこと
　以上、ここまでの分析によって、性犯罪者特有と思われる事項を除いても、
種々のことが明らかになった。うち、特にト記の事項にっいては、犯罪者処遇
を考える上で、考慮すべきであると思われる。
①約85％の者で、「他者との親密な社会関係がない、社会的に孤こ／1している、
　　仕事に定着できない、攻撃的・粗暴傾向がある、他者との関係を築くのに
　　必要な社会的スキルが不足している」といった社会的適応に関する問題の
　　うち、いずれかが認められたt犯罪を行うという反社会性の根底には、社
　　会適応できないという非社会性がある。
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②大半の対象者も保護司も、対象者には現在当面する問題はないとし、両者
　　の認識はほぼ一致する。しかし、約25％の事例で、保護司が、対象者は仕
　　事、家庭、対人関係、借金等で本人に問題があるとするが、対象者本人に
　　は同様の認識がなかった。反対に、本人が具体的な対人関係の困難や性的
　　な関心の統制が難しいと認識していても、保護司とそれを共有していない
　　事例が散見された。対象者の困難の真髄に切り込むような処遇関係を築く
　　ことの難iしさが窺えた。
③20％弱の対象者は犯行時の生活状況と犯罪は関係ないとしているが、実は
　　その大半は犯行時に仕事、交友関係、夜遊び、謝金等犯罪に結びつくll∫能
　　のある問題を有していた。対象者に自分の問題性を洞察させることは容易
　　でないことが窺えた。
④本件に対する刑が重過ぎると認識している対象者が約10％いるが、その対
　　象者には保護司が生活状態に問題があるとする傾向がある。適正で公平な
　　刑事司法手続きと判決が必要なことは言うまでもないが、犯罪者処遇にお
　　いては、対象者に社会的な文脈で罪の意味を考えさせるような働き掛けが
　　必要である。
⑤改善更生のための本人のニーズとして、対象者も保護司も、家族や友人の
　　支え、良い仕事：、困難時の援助を挙げている、，
⑥約80％の対象者は犯行当時の生活itの問題を認識し、約30％の対象者は
　　現在の当面する問題をもつが、必ずしもそれらを解決することを自分の課
　　題としていない。また、本人が自分の今後の課題とする事項は、保護司が
　　本人の課題とする事項と必ずしも一致するわけでない。この結果から、洞
　　察を行動変容へと繋げる難しさが窺える。
3　調査の結果2　一　多変量解析の結果から見た、保護観察対象者の実相
　次に、上記での分析で用いた同じデータを、’｝乙成24年に再分析した結果を
まとめてみたい。保護観察対象者およびその担当保護司のアンケートへの回答、
対象者本人に係る基礎情報をデータとして、林の数最化理論第三類による行列
分析およびクラスター分析を行い、クラスターとしての対象者の特徴を見た。
　その結果を、軸ごとのカテゴリースコア、カテゴリーマップ、クラスターの
重心と個人分布、クラスターの特徴を示す図表を用いて示していく。
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（1）分析軸とカテゴリースコア
　表4－16は、1軸とII軸においてプラスとマイナス方向に反応したカテゴリ
ーのうち、それぞれ上位10の事：項を示した。「本・」アンケー一一トへの本人の回
答、「保・」は保護司の回答、印のないものは本人に係る基礎情報から得た情報
である。
表4　－16：軸ごとのカテゴリースコア
（1軸）
1 学業達成経験あり 1．77554 1 引受人は兄弟・rども ・4．65957
2 社会適応問題なし 1．35791 2 引きこもり・孤立 ・3．93233
3 犯罪原因・利得 1．32907 3 知的能力の制約 ・3．23853
4 仮釈放事例 1．10419 4 保・本人の保護観察のﾔ度に問題なし ・2．79176
????（?）??
5 保・本人の保護観察の
ﾔ度に問題あり 1．05715
一マ??????
5 精神疾患・発達障害 一2．74407
6 仕事の達成経験あり 1．05606 6 犯行時無職 ・2．68136
7 成育問題特になし LO52747 保・生活の問題あり 一2．45416
8 保・生活の問題なし 0．89749 8 犯行時無職 ・2．19162
9 高学歴 0．89060 9 保・家族非協力または｢ない ’1．69583
10 犯行時有職 0．86707 10 本・現在悩みあり ・1．67494
（II軸）
1 本・リスク洞察あり 2．15627 1 引受人家族以外・なし ・3．96502
2 保護付執行猶予事例 1．67126 2 引受人は妻 ・3．74895
3 引受人は父 1．63754 3 本・犯罪要因認識なし ・3．72783
4 本・リスク認識なし 工49526 4 本・犯行時の生活上の竭阡F識あり ・2．66969
????（?）??
5 本・課題は自己解放系 1．39579
???????
5 本・責任の取り方は刑
ﾉ服すこと ・2．06594
6 犯行時は性に耽溺 1．23198 6 犯行時は経済的困窮 ・1．99844
7 成育問題・父の不在ま
ｽは弱さ、両親の不仲 122465
7 成育問題・母と関係不ﾇ ・1．86254
8 本・犯行動機の洞察あ 1207798 本・犯罪抑止は家族のxえ ・1．82715
9 犯行時頻回転職 1．18753 9 本・被害者への害認識ｪ不十分 一1．41038
10 対人関係不得手 1．18108 10 本・刑罰に納得なし 一1．16535
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　1軸は固有値0」417、寄与率8．58、累積寄与率8．58、相関係数0．3764、II
軸は固有値0．1047、寄与率6．34、累積寄与率14．92である。サンプル数が130
と少なく、調査を実施した平成17年時点で多変量解析を行うことを想定して
いなかったために質問項目の作り方が分析に十分適合していない点もあり、明
確な分析軸が抽出できなかった。しかし、保護観察対象者の一一定の傾向は窺え
ると思う。
　第1軸では、成育歴、社会適応に関する事項、保護司の本人評価など、客観
的事実や他者の評価が効いている。一方、II軸は本人の認識や洞察、家族に係
る事項、すなわち、本人の性格形成や認知に係る事項、換言すれば本人の精神
内面の有り様が効いている。
　図4　－10はそのカテゴリーマップである。
図4－10：カテゴリーマップ
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（2）クラスター分析の結果
　1軸を「成育条件、社会参加」、II軸を「自己洞察」と名付け、各クラスター
の重心と個人分布を示したのが、図4－11である。
図4－11：クラスターの重心と個人分布
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　次に各クラスターの特徴を見ると、表4－17のようになる。黄色に塗ったセ
ルはプラスの特徴、黄緑に塗ったセルはマイナスの特徴を示す。
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表4－17：四クラスターの特徴
第1クラスター 第2クラスター 第3クラスター 第4クラスター
サンプル数 24 68 25 13
（N）
構成比（％） 18．5 52．3 19．2 10．0
刑の種類 仮釈放 刑の執行猶予 刑の執行猶予
＋＋＋　58．3　一 保観付 保観付
（36．2） ＋＋＋＋　92．0　　一 ＋＋＋＿92．3（63．8）
（63．8）
被害弁償 弁償 弁償
σithんithout謝罪 顧thんithout謝罪
＋＋＋＿83，3（60．8） 76．9（60．8）
犯行時の 困難から性へ 頻回転職　　　　　　∫ ▲困難から性へ ▲困難から性へ
生活問題 逃避・耽溺 逃避・耽溺 逃避・耽溺
＋＋＋　75．0　一
一一一
??????
＋＋＋＿23．1（54．6）
（54．6） （54．6）
飲酒・薬物常習
＋杵＋＿53．8（22、3）　　　　　　　　r
犯行時の 有職 有職
職業 杵＋＿9L6（72．4） ＋＋＿92．4（72．4）
仕事の 仕1の達成経験 仕事の達成経験
達成経験 なし　　　　　　　　、 あり
糾＿67．6（56．2）1 ＋⇔＋＿92．3（42．3）
学歴 ▲中卒 ，　　　中卒 中卒
一一Q8．3（25．4） ＋＋＿4◎．0　（25．4） ＋＋＋＿53．8（25．4）
犯罪前歴の 犯罪前歴あり　「
有無 ＋＋＋＿75、0　｛50）　ノ
成育上の 成育上の問題なし 成育上の簡題あり 成育上の問題なし
問題の有無 ＋＋＋＋」5．0（46．9） 一一一一
?????｛
＋＋＋＋＿84．6（46．9）
（53．1）
父の不在・弱さ 的能力の制約
＋＋＋＿33．8（22．3） ＋＋秤＿28，0
（10．8）
両親の不仲
＋＋＿22．1（14．6）
社会適応上 杜会適応上の 社会適応上の 社会適応上の
の 問題なし 問題あり 問題なし
問題 ＋＋＋＋＿75（46．9） ＋＋＋＋＿70．6（53」） 榊＋＿76．9（46．9）
▲対人関係不得手 対人関係不得手 ひきこもり・
・・一一Q12、5（33」）特特＿44．1（33パ） 社会的孤立
＋＋＋＋＿32．0
（13．1）
▲頻回転職 頻回転職
一　A　－　　　　　　　　　　　　　　　一
@一
＋＋材＿30，9〈17．7）
（17．7） 　　　きE
引受人 父 母
? ?
枝⇔＿70．8 ＋＋＋＿39．7（28．5） ＋＋＋　36　一 ＋＋＋＋＿61．5（16．9）
（40．0） （16．9）
保護司が 態度と生活ともに ‘▲態度と生活とも
間題視する 問題なし に閤題なし　　　　　　　」
層か否か ＋＋＋＋　100．0　　一 ・　　一㌔88、0
（94．6） ⑲4．6）
保・保護観 ▲真面目
察への態度 》　一㌧8◎（恕．6）　．
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保・現時点 現時点の生活問題
の生活問題 なし
の ＋＋＋＋＿100．0
有無 〈76．2）
保・本人自 生活と本人両方問
?????????
体が問題／ 題なし 問題なし
生活上の問 ＋＋＋＋＿95．8（67．7） 一一52（67．7）
題の
有無の相関
保・本人の 本人の簡題なし
問題の有無 ＋村＿95．8（73、8）
保・再犯 家族の支え 保観による規制
抑止要因 ＋＋＋＿54、2（34．6） ＋＋＿40．0　（23．8）
（M2）
保・保護観 幅広い社会的関心 家庭生活安定 再犯防止
察の目標 ＋＋＿13．2（ユ2．3） 什＿32，0　（17．7）＋÷＿76．9（53．8）
（M2）
保・本人の ▲感情統制 困難への適切な対
課題　　（M 一一Q16．7（33．1） 処
2） ＋＋＿30．8（13．1）
保・犯罪抑 困難への社会的
止ニーズ 支援
（M2） ＋＋＿52．0（35．4）
洞察力の 洞察力あり 洞察力なし
有無別 （3項目とも） （3項目いずれ
（犯罪要 ＋＋＿57．4（46．2） か）
因・犯行時 ＋＋＋＿84．6（53．8）
生活・リス 洞察力なし
ク認識） （3項目とも）
＋柏＿30．8（7、7）
本・犯罪動 犯罪要因認識あり 犯罪要因が
機認識の有 （r分からない」 「分からない］
無別 以外） ＋＋斡＿46．2　　、
＋＋＿100．0（86．9） （13，1）
犯罪動機認 自分に関わる犯罪 自分に関わる犯罪 自分に関わる犯罪
識　（自己と 要因が分かってい 要因が分かってい 要因が分からない
の関係の有
? ?
1＋＋＋＋＿92．3（32．3）
無） ＋＋＋＿8？．5（67．7） ＋＋＿77．9（67．7） ?
本・ ▲いきがかり ▲性的欲求
犯罪動機 一一jー（14．6） 一＿一 i17．7）
▲分からない いきがかり　　、
一一Q　一（13．1） ＋＋杵＿46．2〈14．6）．　　　　　　　　　．
分からない
＋榊＋＿46、2（ユ3．1）
犯行時の 犯行時の生活間題 犯行時の生活簡題 犯行時の塗活間 犯行時の生活闇題、
生活問題の 認識あり 認識あり 認織なし（事件と 認繊なし（事件と
認識の有無 ＋村＿100．0（8L5）＋＋＿85．3（8L5）、　生活は別） 生活は別）
杵＿32．0　（18，6）＋＋＋＋＿46、2（18．5）　　　　　　　　嵩
本・犯行時 他者への不理解
生活問題 ＋＋＋＋　　50．0　　一
（26．2）
害の認識 害の認識が十分 害⑳認識が不十分
＋＋＿87．5（69，2） ＋村＿52．0（30．8）
本・被害者 精神的・肉体的 ▲繍神的・肉徽的　ド
への影響 苦痛 苦痛
＋＋　87．5（69．2）　一 ∴一＿49・o（69・2〕．　　　　　　　パ
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刑罰の 刑罰受け入れあり 刑罰受け入れあり 刑罰受け入れあり 飛1翻受け入れあり
受け入れ先 （見合う・軽すぎ） （見合う・軽すぎ） （見合う・軽ずぎ） （見合う・軽すぎ）
79．2（75．4） 80．9（75．4） 64．0（75．4） 6L5（75．4）
刑罰の 重すぎる
受け入れ ＋＋＋　24．0　（10）
責任の ▲　真面目に 真面目に刑に服す
取り方 刑に服す ＋＋＋＋－38．5（13－）
一一
本・危険な リスク認織あり リスク認識なし
状況の認識 ＋＋＋＿66．2（53．1） 軒＋㌔84．6（46．9）
本・危険な 相手をかわいいと
状況 思うとき
＋＋＿20．0　（9．2）
本・再犯 自分の意志
抑止理由 ＋＋　76．9（53．8）　一
現在の悩み 現在の悩みなし 現在の悩みなし
の有無 ＋＋＿87．5（69．2） 84．6（69．2）
本・再犯抑 援助者 仕事安定
止ニーズ ＋＋　36．0　（20．8）　一 ＋＋＋＿69．2（392）
（M2） ▲　パートナーの ▲友人の支え
支え 一＝一（2L5）
一一Q24．0（40．8）
自分の課題 他者への共感 慎重な行動
（M2） ＋＋＋」8ほ（37．7） ＋＋　53．8（30．0）　一
有意検定 ＋＋＋　～5％ ＋＋　～10％ 十　　～20％
正
有意検定 一一一@～5％ 一一@～10％ 一　～20％?
　表4－17に基づき各クラスターの特徴を示すと、下記のように記述できる。
①　　1クラスター
　回答者の24人（19％）が該当する。このクラスターでは本件の他に犯罪前歴
がある者が75％、本件により刑務所で受刑した後に仮釈放となった者が58％
を占める。ここから相対的に犯罪傾向が進んでいるか、あるいは本件事案が重
大な者の多いクラスターであると言える。
　引受人は「父」が71％と特に多い。父子関係が破綻していないことが窺える。
　　「成育上の（顕著に現れた）問題なし」が75％で第4クラスター（85％）と
ともに高く、他の二つのクラスターと対局的な関係にある。
　このクラスターの最も大きな特徴は、保護司は本人自身や本人の生活にほと
んど問題が無いとし、また、本人には本件の犯罪動機や犯行時の生活問題に対
する洞察があり、犯罪によって被害者に与えた害を認識し、本件に対する刑罰
も納得して受け入れており、保護司と本人がプラス面で近い認識を持っている
ことである。
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　そこから、本人の88％が「現在の悩みはない」としていることもIllしい認識
によるスコアと考えられる。なお、後述するように、第4クラスターでも「悩
みなし」は同様に高いスコアを示しているが、第4クラスターでは多分に本人
の思い込みによるといった問題認識のレベルの違いが内在していると考えられ
る。
　第1クラスターでは保護司から見た再犯抑1ヒ要因では、「家族の支え1（54％）
が他のクラスターに比べて高く、同じく保護司が見た本人の課題として［感情
統制」（17％）の必要性が低いとしている。家族関係に恵まれ、現状では本人が
感情統制できている状況が窺える。
　前述のとおり、このクラスターには仮釈放者や犯罪前歴者などヨ巳罪傾向が進
んでいる者が多いが、保護司や家族などの支えがあり、犯罪に対する洞察がで
き、自分の犯罪が被害者に与えた害も認識している者が中心であると考えられ
る。とはいえ、本件に対しどう責任を取るかについては、明確な特徴は現れて
はいない。さらに、自分にとって再犯リスクのある状況に対する認識が1・分で
はない者が大半で、再犯の因子を潜ませた表面的な優等生も含まれている・r能
性も否定できない。
②一第一2・クラスター
　このクラスターには被調査者の約半数の68人（52％）が該’tlするc、
　刑の種類は「仮釈放」44％、「執行猶r・者」56％で、その構成は被調査者全体
の平均に近い。
　この層は、家族関係等で「生育｝二の問題あり」が75％を占め、1仕事の達i成
経験がない」が68％と高い。「引受人が母」が40％と’1え均より有意に高く、父
の陰が薄いことが特徴である，、
　それにも関わらず、保護司の評価に特によい項目もないが、特に低い項日も
なく、保護司からは平均的なレベルの対象者だと評価されている層である。
　．一方、本人の犯行時や現在の自己認識は、第1クラスターほどではないがで
きており、問題になる項日はほとんどないr，
　この層の特徴は、家族関係や対人関係、生育歴、職業歴等について難しい状
況にありながら、本人の自己評価は高く、犯罪に対するll三当な認識も持ってい
ることである。
　この層が半数以上を占めていることは、育成ヒの問題点などにとらわれず、
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現在の本人はよく努力していると理解すべきだと思われる。ただし、保護司は、
この対象者は様々な学習や指導を経て問題点やあるべき方向性を頭では理角ギし
ていると一応の評価をしているが、不安視している面もあり、さらに人間とし
ての幅を広げるべきだと思っていると見るべきであろう。このような保護司の
評価をみると、やはり平均的なレベルの対象者だと思える。
3　73クラスター
　この層には25人が分類され、「執行猶予者」が92％をILiめる、、つまり、末だ
受刑経験がない者が中心である。
　学歴は高卒未満が60％と多く、生育hで「知的能力の制約」（28％）などが
他のクラスターに比べて多い。
　保護司の本人に対する認識や評価も、問題がないとする割合がやや低い項目
が多く、第2クラスターのレベルより低い評価がほとんどである。また、再犯
抑止要因として「保護観察による規制」が40％と高いことや、保護観察のll標
が「家庭生活の安定」32％、保護司の考える犯罪抑止のためのニーズでは「困
難への社会支援」52％などと高く、多方面からのかなり強い指導や支援が必要
だと保護司が見ている層である。
　そうした保護司の認識や評価を裏付けるように、本人自身の犯罪や刑罰に対
する認識が欠如していることが大きな特徴である。
4　f」F」4クラスター
　構成は13人で全体の10％と少ないが、特異的な特徴を持つ。
　母数が少ないので数値だけからは判断は難しいが、検定の有意性を元に考察
した。
　第3クラスターと同様に「執行猶予者」が92％を占めている。犯行時の問題
として、「飲酒・薬物常習」が54％と半数を超える。
　社会的な面では、中卒が54％と多く、有職者が92％おり、そのほとんどが、
過去に「仕事の達成経験者」である。反面、対象者本人の69％は現在の犯罪抑
止のためのニーズとして「安定した仕事の確保」を挙げており、努力家であり
上昇志向が強いが、自分の望む境遇と現状とのギャソプに不満を感じる人が多
いことが窺える。
　また、「育成上の（顕著に現れた）問題点なし」が85％を占めている。引受
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人が「妻」が62％と多く、他の項目でも、両親などのtifL縁家族との関係性が弱
い。「妻」がいた一ヒで性犯罪を惹起していることから、たとえ1妻」が引受人に
なっていても、妻との関係も堅固ではないと想像できる。これらから想定して、
自立していても脆弱な社会関係の基盤のkで生活していることが窺われる／．／
　実際、犯罪の要因や当時の生活ヒの問題、刑罰の受人れ、犯罪リスクの認識
等ほとんどの項目で、対象者の自分自身に係る問題性に対する洞察や責1τ：の受
入れに問題がある。また、本人は性犯罪を行ったにも関わらず、犯罪要因の認
識として誰も「性的欲求」を挙げていないことなど、犯罪そのものの理解がな
いか、あるいは否認している。さらに、85％の者が「現在の悩みはない1とし
ている。全般に自己中心的な傾向や精神的な脆弱性など、円：犯の潜在因ILがあ
ると思われる。
　一方では、保護司の本人に対する評価や認識にほとんど特筆すべきことがな
い中で、保護観察の目標が「再犯防1｝二」が77％と高い。アンケートの選択肢と
して人格的な成長や将来への夢に関するものを入れてある中で、保護司が行動
規制を主眼にした指導を選択したことは、上記のような問題の多い本人の現状
を保護司が判断の背景としていると思われる．
　本人も、再犯抑止理由として「自分の意思」（77％）や、自分の課題として「慎
重な行動」（69％）をF．げ、ある程度自分の脆さを感じて自分で1踏ん張ってい
る」状況も窺われ、その点にもろさも感じられる。
　このクラスターは、最も再犯因fの強い人たちとしてケアが必要な層である
かもしれない。
（3）　調査結果に関する議論
　自分のリスク状況に関する洞察認識については、ない者がどのクラスターに
も分散し、全130名中の約半分である64名（49．2％）に問題がある。このこ
とは、前述したように、再犯リスク状況に関する洞察がない者は犯罪動機や犯
行時の生活上の問題への洞察もなく、また、被害者へ与えた害の認識も不｝’分
である。これは、本章のはじめで言及したイギリスの性犯罪者処遇プログラム
の基礎理論に関するマニュアルにも記載されていた事項そのものである19、同
マニュアルは欧米の関連文献の知見の集大成でもあるので、欧米の犯罪者の再
犯リスクをされていた問題を、更生が順調に進みつつあると思われる目本の保
護観察者も抱えていると見なせるだろうet
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　前述のように、更生の第一歩は自らに対時し、自分の問題性を知ることであ
る。自らの犯罪への機制や再犯リスクの実際を知ることで感情や行動の統制の
可能となり、再犯を回避できるからである。こういう前提にご／1つと、特にクラ
スター4に分類される対象者が自ら再犯を制御するのは難しいのではないかと
危惧されるが、それ以外のクラスターに分類される者にも、程度は低くとも同
様の危惧がある。
　とはいえ、どの者も調査時点で再犯はなく、保護観察から離脱もしていない．
更生意欲はある者と認められるが、その意欲が現実の更生に繋がりにくい状況
にあるのかもしれない。そこで、いかに犯罪の責任を受入させるか、犯罪の背
後にある自分の問題性や脆さに対峙させるかが，犯罪者処遇の課題だと言える、，
保護観察対象者が更生の意欲をもち、目指す方向性も分かっていながら、具体
的な方法が分からないでいるのなら、その者に寄り添って、具体的な生活場lrli
で指導、支援するしかないだろう。
4　調査の結果3　一　多変量解析の結果から見た、保護観察対象者の実相2
　次に、E記3での分析で用いたデータから対象者本人のlll搭すべてと本人に
係る基礎情報、さらに保護司の回答のうち「現時点の本人の生活問題」と「本
人の課題」だけを拾って作った、上記3とは別のクラスター分析の結果を概観
したい。すなわち、ほぼ本人に係る情報だけによるクラスター分析である，，
　これも平成24年に行った。林の数最化理論第1類による行列分析およびク
ラスター分析を行い、クラスターとしての対象者の特徴を見た、，
　その結果を、軸ごとのカテゴリースコア、カテゴリーマップ、クラスターの
重心と個人分布、クラスターの特徴を示す図表を用いて示していく，，
（1）分析軸とカテゴリースコア
　表4－18は、1軸とII軸においてブラスとマイナス方向に反応したカテゴリ
ーのうち、それぞれ1二位10の事項を示した。
　1軸は固有値0．2221、寄与率5．93、累積寄与率5．938、相関係数O．4713、II
軸は固有値0．2035、寄与率5．436、累積寄’ア率1］．36、相関係数0．4511である。
こちらのクラスター分析も明確な分析軸が抽出できたとは言えないが、保護観
察対象者の一一定の傾向は窺える。
　1軸では、犯罪に対する自分の立場やスタンス、II軸では、本人の精神的強
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さや、周囲との関係性によって得られるものの方向性が効いている。それぞれ、
「更生への態度」、　「自律の拠り所」と命名したL）
　表4－18は軸ごとのカテゴリースコアである。
表4－18 カテゴリースコア（1軸）
1 課題は 3．8507 1 責務は真面目に刑 ・2．7070健全な性志向 に服寸こと
2 犯罪の要因は見た 2．7322 2 本件の罰は ・2．5892ことを試した 重すぎる
3 今の悩みは 2．3718 3 今の悩みは ・2．4414孤立 仕事のイく調
プ 4 犯時の問題は付和 2．1745 マ 4 課題は悪い誘いを 一1．4866? 雷同 ? 断ること
ス 5 本件の罰は 2．0219 ナ 5 犯罪の要因は ・1．4391
方 軽すぎる ス 分からない?
6 犯時の問題は過度 1．8519 方 6 犯時の問題は ・1．3719
（
の
? 人間関係の
十 性的関心 （ 不安定） 7 犯罪の要因はうっ 1．7716 一 7 害は精神的苦痛 ’1．3489ぷん晴らし ）
8 再犯しないのは夢 1．6813 8 課題は ・1．llOOや目標があるから ストレス発散
9 再犯リクスは相手 1．4188 9 犯罪の要因は ・1．0991をかわいいと思う いきがかり
時
10 課題は困難への冷 1．3690 】o 事件と生活は ’0，9628静な対処 別物
?
カテゴリースコア（II軸）
1 犯罪の要因は
ｪからない 2．5091
1 犯時の問題は人間
ﾖ係の不安定 ’3．1596
2 課題は
O向きな認知 1．9694
2 再：犯　リ　ス　ク　はい　ら
｢らする時 ・2．6527
3 再犯をしないのは
ﾆ族の支えがある
ｩら
1．8981 3 犯罪の要因はス　ト激Xの解消 “2．3447
4 事件と生活は別物 1．8470 4 再犯リスクは気分ｪ沈む時 ’2，2758
?????（?）
5 課題は悪い誘いを
fること 1．7665
一字???????
5 課題は適IEな自己
｡三弓長 ’1．6084
6 ニーズは
w導者の導き 1．7173
6 犯時の問題は他者
ﾖの不理解 ・12497
7 犯時の問題は付和
挙ｯ 1．5790
7 ニーズは専門的・治
ﾃ的働き掛け ・1」257
8 犯罪の動機は見た
ｱとを試した 1．3789
8 課題は困難への冷
ﾃな対処 ・0．9370
9 犯罪の動機は
｢きがかり 1．2750
9 課題はス　ト　レス発U ’0．9060
10 再犯リスクは特に
ﾈい 1．2505
10 責務は真面llに刑
ﾉ服すること ・0．8043
89
次に、図4－12にカテゴリーマップを示す。
図4－12：カテゴリーマップ「
自樟の拠り所
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（2）クラスター分析の結果
　1軸を「更生への態度」、II軸を「自律の拠り所」とし、各クラスターの重心
と個人分布を示したのが、図4　－11である。
図4－13：クラスターの重心と個人分布
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　次に各クラスターの特徴を見ると、表4－19のようになる。朱色に塗ったセ
ルはプラスの特徴、水色に塗ったセルはマイナスの特徴を示す。
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表4　－19：クラスターの特徴
第1クラスター 第2クラスター 第3クラスター 第4クラスター
本人クラス
@ター N＝66 N＝22 N＝27 N＝15
50．8％ 16．9％ 20．8％ ［L5％
刑の
嵭ﾞ
刑の執行猶予保観
@　　付
＋＋＋．85．2（63，8）
ストレス解消 ▲ストレス解消 怒り・憎しみ犯罪原要
?iM） ＋＋＋．43．9（32．3） 　　叶鼈齠ll、1（13．8）? ＋＋．20、0（13．8）
事上の困難? 無職行時の生
?竭閨@
iM）?
? ? 　＋午．18．5（8．5）?
一一．@　一（2L5）
純労役・作業行時の　
E業? ? ? 0．0（21．5）
歴水?
低学歴（
qｲ未満）万【】け?
?
＋＋．59．3（40．8）?
門学校卒業? 中卒? 卒　　　】?
＋．2L2U3．8）? sr一?X．1（13．8）? 　　　が　　　　　≠　　　　　　　∨　　　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　“づ　　　■　　■　　【　{＋，40．7（25．4）?歴? 学卒業　　　”?
H? 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　“　　w　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　w　{＋＋－18．2（6．9）?
業の達　
ｬ　o験?
業の達成経験なし“
@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■傷　　　…　　　　　’　・　・句　”芦　　　卜?・隔”＋
{－92．6（79．2）?
罪前歴なし罪前
?ﾌ有ｳ? ’φ? 】→パr、〆? 　“　　　　．　　　　　　　1¶．．“　　　　・“　　　　”　　　　・　“　　　　o鯵“　　　　、s　{＋コ3．3（50．0）
的能力の制納? 親の不仲育上の　
竭? ? 　　　　　．＋{＋．25．9（10．8）? ＋＋33．3（14．6）　一
会適応上
ﾌ問題　
iM）?
きこもり・社
?I孤立　　“ガ　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　吋o?
戸ド? ＋＋．29．6（13．1）?
?
?
受人? ＋＋＋－40，7（16．9）?
保・現
椏_の生
?竭?
事に定着で
ｫず・失業　A’”?
れ22．2（10．8）?
保・本
lの課題
@（M2）?
幅広い社
?I関心? 正な自己主張
＋＋＋27．3（9．2）?
　　　　　．、，■■”Apr■＋
{＋．53．3（47．7）
2
洞察力の
L無（犯
ﾟ要因・
ﾆ時生活
竭閨
Eリスク状
ﾔの認
ｯ）
3項目洞察力あり（犯
ﾟ要因・犯時の生活
竭閨E再犯リスクのあ
@る状態の認識）
3項目洞察力あり（犯
ﾟ要因・犯時生活問
閨E再犯リスクのある
@状態の認識）
3項目洞察力あり（犯
ﾟ要因・犯時生活問
閨E再犯リスクのある
@状態の認識）
3項目洞察力あり（犯
ﾟ要因・犯時生活問
閨E再犯リスクのある
@状態の認識）
　　　　　→{＋＋＋－62．1（46．2） 　　」{＋＋．72．7（46．2） ・．】酋吟黷iL1（46．2） 　已黶D　一（46．2）
3項目洞察力なし（犯
ﾟ要因・犯時生活問
閨E再犯リスクのある
@状態の認識）
3項目洞察力なし（犯
ﾟ要因・犯時生活問
閨E再犯リスクのある
@状態の認識）
”　　　　　　　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　　　　　　　　　　■s　　　　　　　　　s
{＋＋＋．25．9（7、7） ”衿w@＋＋，20．0（7．7）
犯罪
v因の
F識
犯罪要因
F識あり
犯罪要因
F識あり
犯罪要因
F職なし
犯罪要因
F職なし
A】A{＋＋＋．90．9（67．7） 　　　・・{＋＋．90．9（67．7）、H“・“@＋＋＋＋．85．2（32．3）牛　　　　　】肉　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　”@＋＋＋＋．73．3（32．3）▲分からない 分からない 分からない
一一一j　ー（13．D ＋＋＋＋－40．7（13．1） ＋＋＋．33．3（13．D
ストレスの解消 ▲ストレスの解消 ▲ストレスの解消 ▲ストレスの解消
　　　　ト{＋＋＋．48．5（26、9） 　　　、鼈黶D9．1（26．9） 一一D3．7（26．9） 一一一 D　一（26．9）
▲いきがかり 性的欲求　　A ▲性的欲求犯罪
v因 一一一黷U．1（14。6）
念　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
{＋－3L8（17．7） 一一 黷R．7（17．7）
▲いきがかり いきがかり いきがかりUH@－一．　　一（14．6） ＋＋＋＋．37．0（14．6） ＋＋＋．33．3（14．6）
見た事を試した
＋＋＋＋．22．7（5．4）
叶
犯時の生
?竭閧ﾌ
@認識
犯時の生活問題認
@　識あり
犯時の生活問題認
@　識あり
▲犯行の生活問題
@　認識あり
▲犯時の生活問題
@　認織あり　　　　　　　　“ひ　ぺ
　　】】“”■{＋＋．90．9（8L5） 　　　”香”{＋．95．5（8L5）
∀　　　・　声　　　　　“　開　　　　　　　▽　　　「　　　　　　　　　シ　　　　・　　　　　　　　　　胃　1
@－．66．7（81．5）
ド　　　ト　　　が　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　椅　・　　　　　“
@一．46．7（8L5）
▲事件と生活は別物
@　　　　　　・丙
▲事件と生活は別物 事件と生活は@別物
▲　他者への
@不理解
　→
鼈黶D9，1（18．5）
　　　　“鼇j4．5（18．5）
・　　　　　P　　　　．
@＋＋＋－33，3（18．5） 一一 j　　ー（26，2）
他者への不理解 過度の性的関心 事件と生活は@別物…＋＋＋＋⊃9．4（26．2） 丙　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　“　　　　　　　　　　　　　　　　　μ
@柿＋．18．2（6．2）
←，　”　　・　　　　　　肖　　　　”　　　否　鍾W　　　　　H
{＋＋＋－53．3（18．5）犯時生活
@問題 人間関係
s安定 付和雷同
＋＋コ3．6（7．7） ＋＋＋コ8．2（5．4）
▲付和雷同
一一一 D　　一（5．4）
、 A
害の認識 害の認識がある 害の認識が@不十分
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＋＋＋＋－95．5（69．2） ＋＋＋＋．55．6（30．8）
精神的・
?ﾌ的苦痛
　▲　精神的・
｣　肉体的苦痛
被害者へ
@の@影響
　　　　　　】{＋＋＋．95．5（69．2）
鵠　　　“　　　　　　　　匂　　　　　　　　輔　　　　　←　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　v
{＋＋＋．44．4（69．2）
．｝－丁馳1F1’．F幽F．
▲　精神的苦痛
@　のみ 精神的苦痛のみ
一一D4．5（26、2） ＋＋＋＋．48．1（26．2）
刑罰の受
@入れ
　刑罰受入れあり
@　　（見合う・
@　軽すぎる）・“H→
刑罰受入れなし（見
@　　合う・
@　軽すぎる）　　　「　　　㎞
＋＋＋．95．5（75．4） ＋＋＋＋．55．6（24、6）
罪に見合う　　　　　　　← ▲罪に見合う
＋＋＋．72．7（59．2） 一一40．7（59。2）
軽すぎる
????↑?
軽すぎる刑罰の受
@入れ
i詳細） 　　　　　、{＋＋＋．45．5（162）A万A●●“@＋＋＋＋．25．9（10） 別←”H．{＋．33．3（16．2）
分からない
・】“■創’@＋＋＋，29．6（14．6）
再犯をしない．　　　　　パ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　●　　　■　s 　▲再犯をしない】知●、●s●∨““
＋＋．63．6（46．2） 一一一D29．6（46．2）責任の
謔阨禔
i責務） 　▲　真面目に@　刑に服す〆岬　　　　　　　“．　A　吟　丙　　　　■　　　　ぶ　　　　　　　【　㎏ 真面目にYに服す
声
一一I（13．▲）
　吋　　　　　、　r　　　　【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　悟　　．
{＋＋，29．6（13．1）
リスク認識あり　　　　　　　已 リスク認識あり リスク認織なし リスク認餓なし再犯リスク
ﾌある状
ｵの認識 ．シr@＋＋＋＋，69．7（53．D ．　　　　　　　▽　　　　　　　　　　　　　　　〆声　　　知　　　　　　丙　　．””{＋＋＋．81．8（53．1） 陶　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　v【　　　　　　　　　　　“M　　．　　　　　　w　∨　　　　　　　　　　丙@＋＋＋＋．88．9（46．9） ““　　　　　【　　舗　　　　　舶　　　　　　　画・　　　h　　　　o　　H㎏　．　　ト　　　■　　　　　　　’〆　　　　　ツ@＋＋＋＋．86．7（46．9）
いらいらする時 相手をかわいいと思う@　　　時
▲相手をかわいいと
@　思う時
再犯リスク
ﾌある状
ｵの認識
i詳細）
＋＋2L2（13．8） ＋＋＋．22．7（9．2） 一一D　　一（13．8）
　気分が
獅ｿ込む時
▲　気分が
獅ｿ込む時
＋＋＋．22．7（13．1） 」　一一一一　一（13」）
▲自分の意志 自分の意志 ▲自分の意志　　恨
】 　　　　　　“．
鼈鼈黶D31．8（53．8）
．．鉢”．轣{＋＋，81．5（53．8）
”’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　“〆　　　・　　　　w　’　㌔　“　　のo
|一一D13，3（53．8）再犯抑止
@要因 　夢や目標が
@　あるから．古
▲　家族が
xえてくれる
　家族が
xえてくれる
　　〆鍔→{＋＋＋．45．5（17．7） ●丙闊．o■鼈鼈黶D　一臼3，8） 　　∨】白{＋＋＋．60．0（13．8）
現在の悩みあり現在の悩
ﾝの有無 　　　　　悶{＋＋．54．5（30．8）
A
孤立 仕事が不調現在の悩
@みi詳細） ← 　　　　　　　　・{＋＋＋．22．7（6．9） 　　A{＋＋＋－25．9（9．2）
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仕事安定
一．55．6（39．2）
　　指道者
E・`26，7（10，8）再犯抑止
ﾌための
jーズ
@（M2）
▲　　パー一トナー一の
@　　支え
一一一 ?．5（40．8）
▲悪い誘いを断る 健全な性志向 慎恵な行動 前向きな認知1
一一一 黷S．5（13．1） 一＋＋†　45．5（8、5）　　一 ＋＋・ `55．6（30） ・↓＋－　40（8．5）　　’
困難への
竦ﾃな対処 悪い誘いを断る ▲感情統制
自分の課
閨@（M2） ＋＋＋＋．3L8（IL5） ＋＋†＋．37（13．D 一一@6．7（28，5）
▲ストレス発散
一一黷S．5（19．2）
▲慎重な行動
一一一 黷X，1（30）
有意検定
@正 ＋＋＋＋　～1％ ＋＋＋　～5％ ＋＋　～10％ 斗　～20％有意検定
@負 一一一一@～1％ 一一一@～5％ 一一@～10％ 一　～20％
表4－19に基づき各クラスターの特徴を示すと、ド記のように記述できる。
①鑑1一久一ラスター一（一全一体の一5WW）一一
　学歴は専門学校卒業が多いが、被調査者中では平均的な水準である、、
　洞察力が高く、自分の問題や犯罪動機に関する洞察はなされている，，　’方で
被害者に与えた害や白分の現状に関する認識は、’r一均的なレベルである，、
　ストレスなど感情的な不安定さが強い。
②第2一クラスター（全体の▲6．9％）
　比較的学歴が高い。
　洞察力は、第一一クラスターより優れており、自分の問題性や犯罪動機に関す
る洞察はなされている。自分に性的な関心が高いことも認識している。
　将来に対する夢を持っている者が多く、それが現在の犯罪抑止要因になって
いると考えている。．“方で、意識が高いだけに悩みが多く、孤、’万感もある。
③第一32Lラ．スーター（∠iこ匝の20．8））
　85％が執行猶予者であり、未だ犯罪傾向は仮釈放者ほど深刻化していないか、
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本件が軽微なものである。
　学歴や知的面で制約が多いグループである。仕事の条件も恵まれず、改善を
望む者が多い。人間関係においても他者に従属しがちである。
　洞察力が低く、自己認識などほとんどの項目で低いレベルであるtA引きこも
り等精神的な弱さがあり、自立できない面も見受けられる。
　犯罪傾向が進んでいない、あるいは本件が軽微なこともあり、犯罪に関する
洞察の弱さが見られ、再犯のおそれがあると見受けられる、、
④第4クラスター＝（全也の．11．5％）
　犯罪前歴がない者が73％を占める。犯罪動機や自分の問題、再犯リスクのあ
る状況など、犯罪や自分自身に関する洞察が浅い。
　犯罪良くし要因として「家族の支え」、抑止のためのニーズとして［指導者1
の割合が高く、自立が課題であると言えよう。
　一方で、精神的には比較的安定している面もある。
（3）　調査結果に関する議論
　本人に係るデータを中心としたこのクラスター分析では、前述のクラスター
分析と対比すると、保護観察対象者本人の生き方や更生への姿勢がより明確に
示されたと思える。ただし、1軸とII軸の差が明快でないので、クラスターごと
の特徴も際立ってはいない。
　そのような中、あえて軸ごとの特徴を解釈すると、1軸は更生の姿勢、スタン
スを示しているように思える。プラス方向として、夢や希望を持って1：体的に
自分の人生をやり直そうとしている様子が窺える。犯罪に積極的に関わったこ
とを理解し、どうすれば良いのかも冷静に判断できる、若しくはそう装える層
を示すように思える。ただし、周囲に理解者がなく、孤独感を感じている。
　マイナス方向には犯罪意識がなく今の状況を納得しているわけではないが、
精神的な弱さや脆さがあり、そのことを周囲から指摘されて、なんとかしなけ
ればと思いながら、方法を見出せないでいる感がある。差し当たり　’番分かり
易い、真面目に刑に服すことが自分にとっての責務と考えるような層と「『えよ
う。また、周囲との協調を重んじる様子が窺える。
　II軸のブラス方向では他者志向的傾向が強く、家族等周囲からの働き掛けで
自分の問題性に向かうようになっているが、未だ表面的なレベルに留まってい
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る感がある。認識のレベルの浅さは「犯罪と生活とは別」というカテゴリーに
象徴されている。ただし、家族等との人間関係は保たれている、、
　マイナス方向では、自分の問題性や犯罪の背景を認識するようになっている
が、そのことによって不安が増し、自分を見失いそうになっている様r一が窺わ
れる。理解や助けを求めてなかなか相手がなく、最も支援を必要としている弱
い層と言えるかもしれない。
　以上、このクラスター分析では、対象者が自分自身とどう対峙するか、また、
どういう方向性で更生を進めていくか、いわば犯罪にどう「応答していくか」
に関する局面で、クラスターごとの対象者の特徴を見ることができた。どのク
ラスターにおいても問題を抱え、自分だけでその重い作業を遂行することがで
きず、周囲に支援を求めている様子が窺える。ここから、犯罪者がn分に対1時
し自分に相応しい更生の途を選択し進んでいくのについて、どのような支援を
どんな仕組みの中で作っていくかが、犯罪者処遇の重要な指標となることが示
唆されたと言えよう。
第5節　本研究の特別調査2の結果
　　一　更生保護施設退所の更生事例へのヒヤリング調査
本節では、犯罪者10名に行った質的調査の結果を概観する。
1　調査の目的
　刑務所を釈放されて後に再犯がなく無事に更生の途Lにあると思われる元犯
罪者から、当該犯罪や判決に関する思い、裁判後から調査時までの経過、生活
上の課題、それへの対処方法、生活の再建の方法などを聴き、再犯を抑ILする
要因（保護要因）を探る。
2　調査対象
　刑務所を釈放されて、A更生保護施設（東京都内）に帰り、順調に独立の準
備を進めて無事に退所し、その後も（9月～4年間）再犯がなく、同施設長で
あるp氏と連絡を保っている者10名。全員に対し、B氏から手紙で当ヒヤリ
ングの趣旨を説明して協力を求め、それに応じた人達である。
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　更生保護施設とは、住居’と食事を一・定期間提供して犯罪者の社会復帰を支援
する中間施設である。刑務所から更生保護施設へ帰ってくる者は、通常、次の
ような背景をもつ。
　家族がいない、家族関係が破綻している、家族が本人の同居に同意しなかっ
た等の理由で家族の元に帰ることが叶わず、当人自身が更生保護施設に戻るこ
とを希望した者に対し、更生保護施設職員が刑務所に出向いて面接し、更生の
意欲があり、就労能力があると判断し、刑務所を出所した後に更生保護施設に
帰住することを許可した者である。なお、近年は高齢者、障害者等福祉施設へ
の入所が予定されている者を待機期間に引き受ける「特別調整」も実施されて
いるが、今回の被調査者はこの類型に含まれていない。
　ところで、共同ヒヤリング実施者であるA更生保護施設長のB氏は、立場ヒ
当被調査者に関する情報を把握しているが、個人情報の保護のために筆者には
開示されなかった。よって、筆者は「A施設を退所し、再犯がない者」という
認識だけで当人らに面接した。そして、ヒヤリング時に当人から語られた情報
から類推し、表4－9に示したプロフィールを把握した。
表4－9 被調査者10名のプロフィール
更生保護施 退所後の期
性別 調査時年齢 罪　　　名 宣告刑 設在会期間 開（初回時）
男性 40歳代 詐欺・強盗、 懲役1年8月 4月～ 9月～4年
～ 殺人、横領、 ～懲役16年 1年7月
60歳代 放火、売春防止
法違反、窃盗
住居侵入、殺人
強盗、強姦の
いずれか
＊　　10人のうち4人には2012年7月～2013年2月に、同じ要領で再度ヒヤリングを
　実施した。
＊＊　刑期は本人の話から類推した。
3　調査の方法
　初回目は、2010年11月13日～2011年2月27Hに、各回2時間の半構造
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化面接を、各人の自宅で実施した。ただし、1人だけは住居のアパート居室が
荷物でいっぱいなので3人は入れないというので、　・1］，自宅を訪問して中に見
せてもらった後に、最寄駅付近のファミリーレストランで面接を実施した。自
宅で面接を行うことで、本人の生活の現状とその中での客人を迎えたホストと
しての本人の行動を観察できた。
　初回目のヒヤリングでの質問項目は、「健康、就労、住居、収人と家計、交友
関係、余暇、被害弁償、生活状況とそれに対する自己評価、困難・課題とそれ
に対する対処方法、判決をどう受け止めるか、受刑生活や刑務所への要望、史
生保護施設での生活や施設への要望、保護観察所の指導や観察所への要望1で
あり、調査者は調査事項についてOpen　Questionを行い、自山な回答を促した。
なお、本人の話が本題から逸れた場合、それに意義が認められ、かつ時間的余
裕がない時は、あえて話題を元に引き戻さず、流れのままに話してもらったc，
　3人に実施した再度目のヒヤリングでの質問項目は、「就労、住居、収人、交
友関係、余暇、前回調査後の生活状況と自己評価、家族との関係、犯罪からの
立ち直りへの所感、社会的支援についての希望や所感」で、初回目同様にA由
に語ってもらった。
　なおヒヤリングはあえて録音しなかった、、本人との間に機械を介在させるこ
となく、人間的な触れ合いの中で本人の肉声を聴き出したいと願ったからであ
る。その分、詳細にメモを取り、帰宅後に即日記録として残したt，
4　調査の結果
（1）更生促進要因と二L－・．一・ズについて
　次頁の図4－5は、ヒヤリングの回答から筆者が導いた「犯罪からの、’11ち直り」
のモデル図である。
　ヒヤリング回答者の発言を分析し、更生促進要因（＝再犯リスクに対する保
護要因）として共通すると思われた要素、あるいは本調査の回答者の中ではた
だ一人の発言であっても、犯罪者の発言として典型性をもつと筆者が判断した
ものを、赤字で示した。そして、犯罪者の1・1答から、犯罪者一般のニーズとし
ていいと筆者が判断したものを、表の右に示した。
　この更生促進要因と本人のニーズを、裁判から当調査時までのステージを時
系列に並べた中に入れ込み、これらを総合して「犯罪からの立ち直り」への途
とした。
99
　　「犯罪からの立ち直り」への途一半構造化ヒヤリング調査から見えてきたもの
調査対象：刑務所出所者のうち、更生保護施設帰住者。施設退所後再犯がなく、社会適応が概ね順調に進んでいる者10名
時系列段階 本人の体験の諸相 調査から見えたニーズ
裁判・判決 判決に納得「自分がしたことを考えると仕方ない。どんな判決でも受け入れる。
ｱれで最後の裁判にする。短かすぎて、びっくりした。これが相場だと思った。」
s服がある場合は控訴・上告（手を尽くして、「現実を受け入れた。」）
@　　　　　　　　　　　　　　刑罰の受け入れ
重すぎる。
T訴しなければ
ﾇかった。仮
ﾟ放が遅れた。
罪の認識、刑事責任の受入れ
刑務所で
椁
生存ラインの栄養、十分な睡眠、単純な刑務作業の反復。規律ある生活。
驍轤ｵ方の原型の（再）習得。思考と行動のぜい肉を削いでスリムに。
シンプルな生活の中で暮らし方のリセット
自分の精神内面に対峙、過去の振り返り。
ﾆ罪を行った原因と自分の問題性を探求
自分の問題性の洞察・自己覚知
公正・迅速な司法
Y務所スタッフによる
K切なガイダンス
{人の精神内面に寄り
Yった支援（篤志面接
?A教誠師など）
iニーズのある者に）
E業訓練、資格取得
i中高年向けの特別機会）
F知行動療法
A住先の社会的整備
K正な仮釈放申請と
R理
刑務作業に精励、成就体験→「自分にもがんばれる。がんばれば、必ず見ていてくれる人がいる。」
癆N成人は職業・技能訓練と高卒資格、中高年には機会が少ない）、又は余暇時間に勉強
肯鷲灘∵信頼⇔向社会的な認知U　　・
一
更生への動機づけ更生保護施設職員の面接と受容
ｼ釈放審査・決定
問題の多い生活をリセットして、新しい生活に
@　　　　　　　　　1 　　　　　　　　　　一
?Y生活をプラスに再枠づけ
＼
仮釈放
更生保護会
へ帰住
刑の満了
?←
独立生活へ
踏み出す
独立生活の
継続と充実
住民票の登録、医療保険に加入
物理的・精神的居場所の確保（おいしいご飯と見守られている安心感）
社会的常識と生活ルールの（再）習得
最新の生活情報の取得（携帯電話、メールなど）
就労（高望みせず入れる所へ就職、とにかく独立資金を貯める）
　　　　　金銭管理、独立資金の貯蓄（20数万円～200万円）
自分のハンディや社会的評価を適正に認識
生活再建への明確な方向性・現実的なプラン
「条件のいい職場だと、それだけ前歴がばれ易い。」
「事務職を希望したが、1週間で清掃に切り替えた。」
いよいよ独立生活の開始
ハローワークの特別支援
Web上で求職
（在会が6月間未満者は、「更生保護会にもっと居たかった。」＝独ここ一の準備下足・不安）
アパートへ転居（大半が家賃5万円前後のIDK、身元保証人確保の困難）
生活できるが、大半に余裕がない。手取り月収18万円未満。生活保護との差が
少ないので、やる気を削がれる。「権利だから、生活保護をもらっている」者。
安定就労者のみ社会保険に加入。非正規雇用では無理（「あと3万円収入が多い
と社会保険に加入できるのに。どうがんばっても納入期間が25年に届かない。」）
ぎりぎりのところで、生活の基盤作り
就労の継続、一部が受刑前に馴染みのある職種・業種でキャリアアップ（管理職に採用、上司が
技能職に引き上げてくれた、資格を取って転職した。ただし、前歴があるからあまり高望みしない。．）
（基盤）受刑前に勤勉な就ツ矯験実績あり／ピレ
　就労の安定化・キャリアパスの上昇?
生活方法と独立準備に
ついて、更生保護施設
職員の指導と助言・その
ための社会資源の活用
ハローワークによる就
労支援・ガイダンス
市民セクターによる就
労・生活自立支援
保護観察官や専門家に
よる職業、資格、社会資
源に関する具体的情報
提供と再犯防止計画策
定の支援
更生保護施設委託の相
当な期間（実質6月？か
官・民・公の住宅支援
（含：身元保証）
賃金の低さによるモラ
ルハザードへの対応（最
低賃金制度など）
社会保障制度の柔軟化
（生活保障と年金）
官・公の専門スタッフに
よる安定した職へのキ
ャリアガイダンス・
職業技能訓練
???
独立生活の
継続と充実 受刑前に就労での成功体験がない場合
「刑務所で資格を取ったが、難しい仕事に就いて新たなストレスを抱えないか不安で、
資格を活かした求職に踏み出せない。」
キャリアパス上昇への不安、ためらい
「わざわざ更生と言わなくてもきちんと生活して、お金や酒のことを管理することが大事。生活
がちゃんとしていれば、犯罪をしない。自分で気付いていかなければ。ただ、生活はぎりぎり。
生活の自律、生活状況の　己　　、リスク認識
犯罪前歴の発覚に常に怯えている。そのために、ストレスが
溜まる。→行動の萎縮、交際範囲の制限、キャリア展開の謙抑←
前歴秘匿によるストレスの蓄積
保護会での仲間とメールしている。皆ががんばって
いる。家族と会うようになった。いつも心の中には
別れた家族がいる。就業支援講座で仲間ができた。
　　　　　　　　　　　　関係性、支持的社会関係
＿－z 再犯抑止
自宅で落ち着く感覚。趣味は散歩、読書、ハーモニカ、
囲碁、短歌。休日に家族と会う。彼女ができた。
不安や問題はある。でも、考えても仕方がないことは
考えない。たくさん歩いて、頭をからっぽにして自分
にできる事を見つける。自分で答えを見つけられなけ
れば、信頼できる人やその道に通じた人に相談する。
　　　　　　　　　　　　　情緒の統制、問題解決技能
また事業をやりたい。資格を取って長く働きたい。妻と
また一緒になりたい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　夢、希望
ノ：％
専門家やコミュニティ
での職業ガイダンスや
精神的支援、社会的企業
やOJTでの段階的職業
訓練、メンター制度、当
事者支援
コミュニティ（NPO、保
護司会のコミュニティ
サポートセンターなど）
での生活自立支援
貧困に対するセーフテ
ィネット、「半就労・反
福祉」の制度化
ストレスへのコーピン
グスキルの修得支援
当事者支援
コミュニティによる精
神的支持とケア（含：ス
トレスへのコーピング
スキル。居場所、サポー
ト拠点）
小規模多機能地域拠点
（含：社会関係の拡大）
専門家による「再犯防
止」支援、カウンセリン
グ、認知行動療法、生活
技能訓練など
＼
独立生活の
継続と充実
一部に
「来年は被害者の墓参りをしたい。」「犯罪で迷惑を掛けた家族に毎月送金している。」（修復責任）
犯罪からの立ち直りとは何か
自分は社会のどの位にいるか分かっている。自分の中に崩れない核となるものがある。
自分の力で生活し、居場所を得て先を見て生きたい。仲間が支援したりモデルになったり
して、いい事と悪い事を体で覚えて、ステップを踏んで上がっていく。
孤立していては自覚できない。自分は何で犯罪を行ったかを考えて、原因を一つずつ
潰していけば再犯しない。そこに行くには人との繋がりが要る。でも、結局は主体の問題。
応答責任、社会への蹟罪は目に見えない。何か？
コミュニティに修復的
正義のメカニズム
当事者と非当事者とが
連携した立直り支援のNPO
??
6　調査の結果に関する議論
　現在大きな問題なく更生の途上にいる犯罪者10名への半構造化面接を通じ
て、次のとおりいくつかの共通点が見えてきた。
①2人を除き大半の者は、判決に納得している。そして、自分の罪と責任を
　　受け入れていた。一審で不服な場合にはヒ告し、やれることを尽くして、
　　情緒レベルはともかく、少なくとも認識のレベルで、「自分の現実」として
　　受け入れていた。
②誰にとっても刑務所での生活は辛かったに違いないが、全員が自分にとっ
　　ては人生をリセットする場であったと、ポジティブに再枠付けをしていた。
　　さらに、捕まることでやっと安眠できた、行き詰まった生活を終わりにし
　　て、やっと眠れたと言う者もいた。さらに行動のレベルでも、シンプルな
　　暮らし方を身体で覚える、勉強をする、職業訓練を受ける、資格を取るな
　　どというように、自分にとって有意義な時間として活用していた。
③上記のように気持ちと行動のリセットが進むに連れて、意識が1’1分の内面
　　に向かうようになり、犯罪の背後にある自分の問題性に対時していた。そ
　　の結果、ある種の悟りと言える境地に達したと思える者も少数いた。そこ
　　まで到達しなくても、大半は、分別のレベルで白分の問題多かった生活を
　　認めていた。つまり、犯罪を突発的にそJったのではなく、生活や自分自身
　　の問題があって、犯罪を行ったと「問題のサイクル」を洞察していた、、
④大半は刑務作業や職業訓練で成功体験をし、それを職員に認めてもらって、
　　肯定的な自己評価をし、がんばれば周囲は評価してくれるという向社会的
　　な認知を得ていた。このような構えは、更生保護施設でも継続していた。
⑤特にヒヤリング事例に特徴的なのは、ほぼ全員が適正な現実認識ができて
　　いた。すなわち、犯罪前歴や受刑歴を背負った自分の社会的ハンディを1一
　　分に認識し、就職に際して高望みをせず、まず入れる所に就職し、以後職
　　場に足場を固めつつ、キャリアアップができればするといった現実的な選
　　択をしていた。自活することが生活を立て直す要件であることを認識し、
　　不遇な自分の境遇や社会の理不尽さに嘆くことよりも、現実をそのまま受
　　け入れ、自分にできることを現実に選択していた。
　このような更生事例の特徴は、前述の130組の性犯罪者と保護司への量的調
査で得た結果と対照的である。量的調査ではどのクラスターに属する者も多く
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は自分の再犯リスク認識が不†一分で、更生の具体的な方法を体得できていなか
った。更生へのポイントは、刑罰の受入、日分を巡る問題の洞察、現実的なキ
ャリア形成であると思えた。
　最後に、二度目のヒヤリングをした人達から、彼らなりの「、’ノ1ち直り1に関
する確信のような言葉を聴けた。日く、
「社会の中に自分の居場所を得て、先を見て生きたい。自分の中に崩れない核
となるものができたから、やっていけると思う。」
　この「自分の中にある核」というのが、「自分を巡る問題の洞察、現実的なキ
ャリア形成である」と考える。等身大の自分を受け入れて、できる事、やるべ
き事を粛々として行っていくこと、それが社会の中に白分の居場所を築くこと
に繋がるという気付きであろう。
　また、他の人に、「被害者への瞳罪」と「犯罪に対する責任」について聞いた，，
「どうやったら償えるかずっと考えたが、結局答えは出ない。せめて、自分の
胸の中でずっと忘れずにいること、やったことに対し毎日手を合わせて謝るこ
としかできないという結論に達した。」ということであった。また、「責任」は
「絶対に生活保護を受けないで、また、音信不通になった家族に迷惑を掛けな
いで、死ぬまで自分の力で生きることでしか表せない」とのことであった、，本
論文第2章で論じた「応答責任」や「社会への瞳罪」は上記の境地の更に先に
あるものと思える。それが何のかは、このヒヤリング調査では、まだ見えてこ
なかった。
第6節　更生保護施設幹部職員へのヒヤリング調査の結果
　図4－5には、このヒヤリング調査から見えてきたニーズを示したが、これは
筆者が平成20（2008）年を中心に15か所20に更生保護施設幹部職員に行った
ヒヤリングとかなり相応するものであった。そこでは、次のことが指摘された21。
　元犯罪者の社会再統合に向けての更生保護の課題
①更生保護施設退所後の地域社会での継続的ケアの必要性
　更生保護は、対象者の再犯予防について責務をもつ。そのことを「更生保護
法」に明記した。しかし、更生支援については人的・予算的資源の裏付けがな
く、また、処遇期間も限定されているので、十分な支援ができる態勢にない。
また、刑務所の満期釈放者が多い現実を考えると、更生保護が更生支援の一．一翼
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を担うべきことは明らかであるが、他の一一貫して担う機関が必要と思われる。
　このような現状から、国、自治体、地域社会に犯罪のリスクを担う覚悟がな
いことが窺える。犯罪のリスクは人が住む限りある。問題は犯罪のリスクをい
かに低くするかにあり、可能な限りの手だてを社会全体の責務として講じる必
要がある。国や自治体が公的施策としてやるべきこと、社会資源や社会関係資
本を活用して地域でできることを有機的に組み合わせるしかない。いかにして、
社会内に更生支援のネットワークを作るかにかかっている。ただし、－1三導的役
割を担う機関と、個々のケースのコーディネーターは固定すべきであるc、
②単なる就労斡旋ではない、生活自立支援を含む包括的就労支援の必要性
　大半の元犯罪者は低学歴、就労経験と技能の不足、生活技能全般の不足、コ
ミュニケーション技能の不足、問題解決技能の不足など、多くの問題を複合し
てもっている。そのため、通常の労働市場で適職を見つけるのが難しい。法務
省と厚生労働省の協働によるハローワークの就労支援プUグラムさえ、元犯罪
者には要求される能力の水準が高すぎて適用が難しい。特に中高年者や知的障
害者等二重のハンディをもつ元犯罪者にはなおさら困難である。再犯リスクを
管理、生活自立支援、職業訓練、生涯教育など複合的な機能を提供する包括的
な就労支援プログラムが必要と思われる。元犯罪者を対象とした牛5・別のセーフ
ティネットが必要である。そのために、社会的企業やNPOといった社会的経
済の貢献を得ながら、国と自治体が連携して特別のプロジェクトを推進するし
かない。
③特別のニーズに地域社会で応える必要性
　高齢者、知的障害者、薬物依存者など特別の介護的な支援や精神的支持を必
要し、かっ地域生活を希望する元犯罪者に相応しい住居がない。生活全般の支
援者をもつ特別のグループホーム、あるいは生活保護を受給しつつ短時間の就
労と地域で独居生活を送れるような支援が求められる。これは従来の社会福祉
の枠組みでは難しいので、国の関与によって一般の福祉とは異なる特別の枠組
みで制度を作り、NPO等民間セクターの支援を得る必要がある。
④再犯抑止のためのアフターケアの制度化
　刑事司法制度を離れて社会復帰した後に、多くの元犯罪者は社会生活上の困
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難に遭遇し、再犯に至っている。更生意欲を持続させるためのサポートグルー
プ、駆け込みNPO等困った時の相談場所、家族との再統合を斡旋するNPO、
コミュニケーション能力を学ぶ場所等継続的な自立支援団体などの設・∫1が望ま
れる。また、現在、通常のケースは刑事施設等を釈放後6か月が有効期限とさ
れている「保護カード」を再犯率が高い期間とされる5年（平成19年版犯罪
白書、p226）まで延長し、さらに福祉機関にも有効として社会資源に繋ぐなど
のルートを作ることが必要である。いずれにせよ、地域内に社会関係資本を駆
使したアフターケアのネットワークを作ることが望まれる。その際、アフター
ケアシステムを十分に機能させるために、自治体が関与して地域内に支援の拠
点を作る必要がある。
⑤　元犯罪者に希望を与えるプログラムの必要性
　元犯罪者の多くは人材派遣によって将来の見通しの立たない不安定な職に就
いているだけに、気持の拠り所を提供できるプログラムが望まれる。地域の社
会資源や社会関係資本を活用し、元犯罪者の特性やニーズを理解したヒで、ス
ポーツ、趣味、生涯教育等のプログラムが提供されるのが望まれる，、それには
自治体による予算やソフト面での補助が必要となる。
　このヒヤリングは平成20年に実施したものである。その後、高齢者や障が
い者等特別のニーズのある者の更生保護施設受託期間は例外的に1年まで延長
され、また、厚生労働省の予算で各都道府県に「地域生活定着支援センター」
が設置された。この点では大きな改善であるが、犯罪者の中心である生産労働
年齢にある健康な、しかし、学力や就労能力・経験でハンディをもつ大多数の
犯罪者へのケアは、上記の調査時と抜本的な改善はないと思われる。
1触法しょう害者に対する福祉支援の必要性とそれが満たされていない実態は、
社会福祉法人「南高愛隣会」理事長の田島良昭氏が主導して問題提起された。
その間の事情は同人執筆による論文に（田島、2008）に記されている。
2元衆議院議員であった山本譲司氏が政策秘書給与の流用に係る詐欺罪で懲役
1年6月の実刑判決を受け、2001年から黒羽刑務所に服役して、刑務作業とし
て障がいのある受刑者の介護を行った体験から、触法障がい者の福祉ニーズが
満たされていれば犯罪を行うことを阻止できると訴え、田島良昭氏らとともに、
平成18年度厚生労働研究、障害保健福祉総合研究事業「罪を犯した障がい者
107
の地域生活支援に関する研究」を遂行した。
3厚生労働省「地域生活定着支援事業」
htt：〃www．mhlw．　oj／bun　a／seikatsuho　o／dl／kvouseishisetsuO1．df、　2012｛ド
10月29日アクセス。平成21年度より「地域生活定着支援事業」として実施され、
平成24年度には「地域生活定着支援事業」に名称が変更されているL、同事業は高
齢又はしょう害により、福祉的な支援を必要とするts，　1｝1施設退所者等の社会復帰
及び地域生活への定着を促進し、再犯防止対策に資することを目的として、次の事
を行っている。
　ア矯正施設退所予定者の帰住地調整支援を行うコーディネート業務
　イ矯正施設退所者の施設等への定着支援を行うフォローアップ業務
　ウ矯正施設退所者等への福祉サービス等についての相談支援業務
　工地域のネットワークの構築と連携促進業務
4　平成19年版犯罪白書では「再犯者の実態と対策」が、さらに、’lz成23年版犯
罪白書では「少年・若年犯罪者の実態と再犯防止」が特集として組まれ、平成24
年7月には犯罪対策閣僚会議で「再犯防ll二に向けた総合対策」が策定された，，
5D．　A．　Andrews＆J．　Bonta、2010、　p．500．
6Social　Exclusion　Unit、2002
7法務総合研究所研究部報告42「再犯防止に関する総合的研究」、2009
8　社団法人　東京社会福祉会、2009
9　ハンソンらによるメタアナリシスで下表のことが示され、性犯罪者の多くは多
罪種の犯罪を行うことが検証された。
表 追跡期間4～5年の性犯罪者の再犯率
再犯の罪種　　再犯率
ｲ査別
追跡期間
性犯罪
（性的動機以外）
e暴犯
（性的動機
ﾜむ）粗暴犯 全罪種
1）Hanson　＆
aussi6re，19984～5年 13．4％ 12．2％ 一 36．3％
2）Hanson　＆
aour　en，20045～6年 13．7％ 14．0％ 25．0％ 36．9％
1）は、1943年～1995年に実施された61の調査（米国30、カナダ16、英国10、オー
ストラリア2、デンマーク2、ノルウェー1）のメタアナリシス、総計約28、900人の成人
性犯罪者
2）は、1943年～2003年に実施された95の調査（米国42、カナダ30、英国3、オース
トリア3、スウェーデン2、オーストラリア2、フランス］、オランダ1、デンマーク1）
のメタアナリシス、総サンプル数約31、000人の性犯罪者
出典：
　Hanson，　R．　Karl＆Bussiere，　M．　T．，1998，“Predict　in　relapse：Ameta－－analysis　of
　sexual　offender　recidivism　studies，　Journal（Z∫　Consu〃ing　and　C〃nicat　1）Sych‘，／o＆γ，
　66（2）、pp．348－362．
　Hanson，　R．　Karl　and　Morton－Bourgon，　Kelly，2004，　Predictors（）f　Sexual
　Recidivism：・An｛ノpdated　Meta－A〃aly，yis，　Public　Safety　and　Emergency　Preparedness
　Canada．
10ワシントン州も、性犯罪者の多くは多罪種の犯罪を行うことを示した。
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?
ワシントン州での追跡期間5年の重罪犯罪者の再犯率
再犯のうち、
ﾅも重い罪種
性犯罪者
S、091人
性犯以外の暴力事犯者
@　　　　　15、952人
非暴ノ」事犯者
@49、380人重罪総計 13．0％ 3L5％ 33．79も
性犯罪 2．7％ o．9％ 0．7％
性犯以外の暴力事犯 4．0％ 15．7％ 7．8％
財産犯 3．1％ 7．4％ 12．6％
薬物事犯 2．3％ 6．4％ lL8％
その他 0．9％ LO％ o．9％
軽罪総計 11．5％ 16．9％ B．5％
性犯罪 0．1％ 0．3％ 0．4％
登録法違反 2．4％ 0．1％ o．o％
暴行 4．9％ 9．7％ 5．2％
その他 4．1％ 6．9％ 7．8％
再犯率総計 24．5％ 48．4％ 47．2％
調査対象は、1994年～1998年に社会内処遇に付された犯罪者
出所：Washington　State　lnstitute　for　Public　Policy，26　Aug．2005．
11 ?嚴ﾒ130人中犯罪前歴の有る者は65名であり、うち33名には異罪種の犯罪
前歴があった。
12痰ｦば、Marshall、　Fernandez　and　Anderson，1999，　pp．59－126，　Hanson　and　Bourgen、
2004，p．2，　Theory　Manual　of　Community　Sex　Offender　Grooupwork　Programme，　UK，
pp．13－17には、そのような性犯罪者の共通特性についての記述がある。
13ｫ犯罪者とそれ以外の犯罪者の特性において大きな差異がないことは、カナダ
の犯罪心理学者でIH：界の実証研究を25年以］二に渡って先導してきたD．　A．　Andrews
＆J．Bontaが文献（D．　A．　Andrews＆J．　Bonta，2010，　pp478－481）で詳しく論じてい
る。いわく、逸脱的な性的ファンタジーが性犯罪要因だと，亨われるが、実習研究
によって、それ以上に反社会的人格、薬物使川、不安定な雇川、反社会的な生活
スタイルがリスク要因であることが分かっており、これらは犯罪者・般に共通す
るものでる。
　また、長所基盤モデルであるGLMを推奨しているニュージランドの犯罪心理学
者Tony　Wardも活動や文献（Tony　Ward＆Shadd　Maruna，2007その他）において、
性犯罪者への臨床から得た知見を犯罪者全般に適用できるアプローチだとしてい
る。
t4　Palmer，　Jane，2010．　pp．552－56　1．
15　保護司は無給の民間の篤志家であり、法務大臣に委嘱され、全国に約5万人
いる。任用には公募方式は採らず、日本の各地の連合町内会べ一スで推薦された
者を候補者とする。保護司法第3条には保護司に相応しい人材として、「社会的信
望があり、時間的・経済的に安定した者」と規定しているr、保護司は保護司会に所
属して地域での活動を展開し、また、公務員である保護観察官と協働して、犯罪
者である保護観察対象者の更生を指導・支援している。つまり、ごく単純化して
言えば、日本の地域社会に適応し、キャリア形成にある程度成功した日本人であ
る。保護司の学齢、職業、家族背景は様々であっても、安定した生活を築いてい
る者である。さらに、通常、保護観察官は性犯罪者処遇を難しいものと認識して
いるので、処遇能力の高い保護司を性犯罪者の担当を依頼する傾向があると考え
てよかろう。また、保護司の使命は保護観察対象者を更生させることであるから、
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本アンケート調査における保護司の本人評価や本人との認識のずオ1は、もしバイ
アスがかかるとすれば、対象者にとって都合▽）いいノノ向にいくと思われる、、よっ
て、保護司の本人評価が低い場合や本人との間の認識のずれが見られる場合は、
実際そうだと捉えていいと考えた。
｜6 ｱれらが再犯リスク要因であることは、カナダのAndrewsやBontaらのメタア
ナリシスではなく、臨床体験を基盤に研究を進めるMarshall、　Ward、　Mannらの知
見に依るものである。主要文献は、Sex　Offender　Ullit、2001の巻末文献に示され
ている。その他、例えば、HazeL　Kemeshal1（2001）も性犯罪者ll］身によるリスク管
理の重要性を説いており、そのために犯罪・者自身の犯罪の機制やリスク状況に関
する洞察が不可欠となる。
17例えば、平成19年版犯罪白書（pp．248－249）によると、’ド成8年から17年まで
の累計で仮釈放者全体では、どの罪種でも無職の比率は30％前後かそれ以ドであ
るが、強姦とは強制わいせつは17．8％となっている。なお、犯罪白書の数値が保
護観察終了時の就労状況であり、本調査には保護観察開始間近の対象者も含んだ終
了状況であることを勘案すると、ほぼ似た状況にあるといえるc、
18本論文56頁参照。イギリスの性犯罪者処遇マニュアルにも記載されている。
19Sex　Offender　Unit，2001．
20更生保護施設幹部職員対象のヒヤリング調査に応じていただいたのは、奈良至
徳会（奈良市）、川崎自立会（川崎市）、白愛会（八王子市）、中協園（名占’屋llf）、
美作自修会（津山市）、更新会（新宿区）、静修会荒川寮（荒川区）、八興社（国、Z
市）、清和会（足立区）、清心寮（浦和ili）、和衷会（大阪市）、給産会（鳥取市）、
新潟県保護会（新潟市）、岡崎自啓会（岡崎市）、西本願与白光荘（京都市）
21拙稿「更生保護と元犯罪者の社会への再統合」（「小長井賀與、2009、pp．110－1121）
に、「元犯罪者の社会再統合に向けての課題」として、提示した，、
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第5章　犯罪者処遇の構造
　第3章および第4章では、犯罪者の実相について考察した。人力のところ犯
罪者とは、「種々の負因をもち、社会から排除されてきた経験があり、肉：犯リス
クを抱えるが、同時に長所を内在させ『善い人生』を送ることを志向している
者」と捉えられる。本論文の特別調査の結果に依ると、日本の犯罪者も大枠で
この犯罪者モデルに含めて差し支えないと言える。
　このような犯罪者像を基盤にして、標準的な犯罪者処遇モデルが策定され、
多くの国で共有されている。標準的な処遇モデルができるのは、実証研究に基
づいて構成された犯罪者像に即して処遇モデルが策定され、そのイ1’効性を実証
研究によって検証して修正していくので、自ずとひとつの原型へと収れんして
いくからである。本章では、現在多くの国で採用されている犯罪者処遇モデル
を概観する。そこに至る経緯も見ていく。
　各国は、そのような世界標準といえるモデルを基盤として、独自の施策を付
加している。2005年以降の日本もそうである。次章で日本の犯罪者処遇につい
て考察する前に、本章では、日本も共有する標準的な犯罪者処遇モデルを見て
いきたい。
第1節　犯罪者処遇モデルの変遷
1　医学モデルから正義モデルへ1
　1950年代以降の犯罪者処遇は、犯罪者の「問題性（＝病理）」に焦点を’ilて
た介入をすれば再犯が抑止できるとする「医学モデル」に依った、，）すなわち、
犯罪者は精神内面に何らかの病理をもち、それが犯罪の原因になっているのだ
から、医学の手法と同様にその病理を緩和し、あるいは除去すれば、再犯を防
ぐことができると考えられた。そして、刑事施設や保護観察所での犯罪者処遇
では、カウンセリングや処遇プログラムなどによる治療的な働き掛けが行われ
た。
　しかし、1970年代には、刑事施設等で治療的な処遇を受けた者の再犯が増力ll
したのを背景に、犯罪者処遇のr医学モデル」の有効性が疑問視されるように
なった。そんな中、1974年、米国のマーティンソン（Martinson，　Robert）が米国
の刑事施設や社会内で実施されていた犯罪者処遇に関する231の研究の成果を
さらに検証した結果をまとめた　「What　works？一一　questions　and　answers　about
lll
prison　reform」2を発表した。彼は、刑務所や社会内で実施されている教育、職
業訓練、個人およびグループへのカウンセリング、矯IE施設内の環境の変更、
医学療法、施設内処遇よりも社会内処遇を多用する方針、社会内での精神療法、
集中的指導監督などの改善更生プログラムが再犯の減少に寄与していないとll
張し、「Nothing　Works（＝何をやっても効果がない）1と結論づけたL、
　犯罪率が高水準で推移する中で、このマーティンソンの研究は米国の刑‘i｝：政
策に影響を与え、「医学モデル」に依る処遇への懐疑が深まっていった。そして、
1980年前後からは、適正手続きに依って犯罪事実の認定を適lllに行い、公【llな
裁判で科された罰を粛々と執行することこそが刑罰のあるべき方向性姿だとす
る「正義モデル」が採られるようになった、、
　これには当時の新自由主義に基づく政治の機運も影響した。犯罪者は物事の
是非を判断し、自らの意志に基づいて行動する合理的な存在として捉えられ（＝
合理的選択理論）、犯罪に対する犯罪者本人の責任が追及され、刑罰の効果をfJ
動の自由の制限に限定することが良いとされた。
2　「What　Works」論と「RNRモデル」
　これに対し、1980年代から「Nothing　Works」論に対する揺り戻しの動きが生
じ、1990年に、カナダの犯罪心理学者のアンドリュー一（Andrews．【）．　A．）やボ
ンタ（Bonta，　J．）が既存の研究の統合的レビュー分析であるメタアナリシスの成
果に基づいて「Does　Correctional　Treatment　Works？　A　Psychologically　lnformcd
Meta－analysis」3を発表したのがエポックとなって、処遇悲観論の流れが変わっ
た。彼らは、マーティンソンに対抗して「What　Worksj論として、犯罪者処遇
有効説を唱えた。これは、「すべての改善更生プログラムが無効というわけでな
く、中・高レベルの再犯リスクのある者の『犯因性ニーズ（Criminogenic　Needs）』
に焦点を当てて、適切な内容の介入を本人が応答する方法で行えば、再犯リス
クを減少できる」という主張であり、「RNRモデル（Risk，　Need　and　Responsivity
Mode1、リスク・ニーズ・応答性モデル）」を提示した。
　アンドリューズらは、三つの原則を示してRNRモデルを次のように説明して
いる4。
・　リスク原則　Risk　Princi　le
　処遇による介入のレベルは、対象者のリスクレベルに合わせるべきである。
高リスクの対象者に介人した場合（r＝．17）の方が、低リスクの対象者に介入し
1］2
た場合（r－．03）よりも、介入と再犯リスクの低減との相関が高いことがメタアナ
リシスによって検証できている。誰が高リスクの対象者かは、静的なリスケ因
子5で構i成したスケールで測定できる。
・　　二二ざ原貝1］一（Necds　Pri旦ciple）
　ニーズには犯因性と非犯因性のものがある。うち、犯因性ニーズ、特に叩か
ら高レベルの動的リスク因子に焦点を当てて介人すると再犯リスクが減少する。
犯因性ニーズは介入すべき事項を示すので、介入に当たっては犯因性ニーズを
測定すべきである。犯因性・非犯因性ニーズの別は、表5－1のとおりである、、
・　応答性．厘別
　応答性原則はどのように介入すべきかを示すものである。　一般的には認知行
動技法はどの対象者も応答するものであるが、個々の対象者の特殊な事情、す
なわち、生物的（e．g．，ジェンダー）、社会的（e．g．，文化）、心理的（e．g．．パー
ソナリティ、情緒、認知能力）な応答性に配慮して介入すると、処遇効果がL
層高まる。
表5－1 犯因性と非犯因性ニーズ
犯因性ニーズ
反社会的人格／否定的な情緒
反社会的な態度と認知
犯罪を助ける社会的サポート
物質依存
不適切な保護者の監督としっけ
学校／職場環境での問題
貧弱な自己統制
向社会的な活動の欠如
非犯因性ニーズ
ぼんやりした抑うっ感覚
低い自己評価
孤立し、排除されているといった感覚
，身体活動の欠如
被害体験
幻覚、不安、ストレス
荒廃した（disorganlzed）コミュニティ
意欲の欠如
出典：Andrews，　D．　A．＆Bonta，　J．，2012，　p．310，小長井試訳
上記に示したRNRモテルの知見は、
①再犯リスクを測るアセスメントツールの開発、
②実際の処遇における測定された再犯リスクレベルに応じた介入、
③犯因性ニーズに焦点を当てた「認知行動療法」による処遇プログラムの
　開発
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として結実し、現在、再犯リスク管理のための処遇方法として多くの国で導人
されている。
　さらに、地域で暮らす犯罪者の行動を監視し、統制するための多機関連携の
活動6も、RNRモデルが基盤となっている。
3　社会的排除論と社会的包摂施策
　さらに、2000年代に入ると、先進国ではグローバリゼーションや経済の成熟
化等を背景に雇用の喪失、失業率のヒ昇、非正規雇用やワーキングプアの増加、
所得格差の拡大などが生じ、排除されて社会の底辺に沈澱する一一一群の人々が構
造的に出現するようになった。これが「社会的排除」問題であるが、実は犯罪
者、特に刑務所出所者こそが社会から最も排除されているのであり、世代を超
えて複数の社会生活上の困難を抱えていることが実証研究で明らかになったT、，
第3章で示したとおりである。そして、欧米の先進国では社会に参人できない
でいる者による犯罪や移民の第二・三世代によるテロや暴動が相次いで起こる
ようになり8、社会的排除問題は排除の対象となった者に対する権利の保障のた
めのみならず、社会全体の治安の維持のためにも、多くの先進国で対処すべき
喫緊の課題となった。
　犯罪者に照準を当てた社会的排除対策の一っに、イギリス政府の17P　aths　1
施策がある9。本論文の第3章で述べたとおりである。イギリス政府は9っの再
犯リスク要因である「教育、雇用、薬物とアルコール問題、心身の健康、態度
と自己管理、生活スキル、住宅、公的扶助と借金、家族問題」を軽減するため
に、生活再建のための「7つの途（Sevens　Paths）　一　（D住居、②教育・訓
練・雇用、③精神と身体の健康、④薬物とアルコール、⑤家計・社会保障・負
債、⑥犯罪者の子供と家族、⑦態度・思考・行動」を、犯罪者の公共サービス
へのアクセスの支援、施設内処遇と社会内処遇での再犯リスク管理とケアの継
続性、国、地方、地域での更生促進・再統合プランの一’貫性の確・猴等により、
時限付きで構築していくことを宣言したlo。
　趣旨は「生活自立支援」（＝住居・健康・物質依存・家計・態度と思考・家族
問題の解消σ）ための支援）と「就労支援」（教育訓練と雇用の支援）の：面から
犯罪者を社会に包摂していくことにある。
　もとより刑事司法だけでは社会的包摂のための支援が行えるわけはなく、多
くの国で関係機関や地域の市民セクターと連携しつつ地域のパートナーシッア
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を活用することが奨励され11、刑事政策を社会政策や地域福祉に繋げていく道
筋が付けられている、、
4　犯罪者処遇における当事者1：義
　以上のとおり、RNRモデルを用いた再犯リスク管理、刑‘1｝政策を社会政策や
地域福祉と繋げた「社会的包摂施策」が、現在の犯罪者処遇のll要な柱である。
ともに、実証研究による知見から導かれた処遇方法である。しかし、有効な認
知行動療法も地域内の社会資源も、本人にそれらを活用して更生のr－・t／1てとす
る意志があってはじめて意味をもつ。また、更生への意欲と動機づけがあると、
自己管理のスキルが一層堅実に体得できるから、刑の執行終J’後にも再犯抑1ヒ
状態が持続する。
　これは「自己決定」といわれるケースワークの原則であるが、近年になって、
改めて当事者主体の重要性が社会福祉や精神保健等種々の対人援助の臨床場由
で認識されるようになり、本人の回復力（Resilience）や・tノ：ち直り意志
（Desistance）を引き出して「人間力、人的資本（Human　Capita1）」を高めるノ∫
法、つまり長所基盤（Strength－based）モデルが対人援助の基本的なあり力とさ
れるようになってきた。犯罪者処遇領域でも、2000年頃から’iG’i｝：者ll義がll1要
視されるようになった。
　第3章で示した「善い人生モデル（Good　Lives　Model）」｝：撒この長所基盤モデ
ルの一一つであり、世界各国で実務家から支持を得ている12。なお、このGLMで
は、RNRモデルで介入の対象としないとした非犯因性ニーズである1ぼんやり
した抑うつ感覚、低い自己評価」も取りヒげ、これらの否定的な感覚を取り除
いて本来の長所が出現するように働き掛ける13。
第2節　犯罪者処遇モデルの構成
　以上を統合した犯罪者処遇モデルを、イギリス｜4の犯罪者管理庁（National
Offender　Management　Service）はlNew　What　Works」として図のとおりに示し
ている。タイトルの後に付けられた「？」は、カナダのIWhat　Works」モデル
ほど広く認知され、確立した処遇モデルではないが、長所基盤のアプローチを
加えてrWhat　Works」を止揚した有効なモデルであるという意味合いであろう。
　中央上の星が「RNRモデル」の認知行動療法によって認知・態度・行動・生
活スキルなどを改善させるための介入、右下の星がコミュニティ内の社会資源
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や社会関係資本を活用して社会参加を助ける介人（＝社ぺ的包摂、社会への再
統合施策）、左トの星が、処遇者と対象者との1対1の処遇関係を堪盤にして、
本人の回復力を引き出して人間力を高める働き掛・けを示す，、これら：要素から
構成される犯罪者処遇の方法は、多くの国で共有されている
図5－1　イギリスの犯罪者処遇におけるINew　What　Works」モデル
　　　　　　　　　　　　　　　　（llb　il　i・：Stcve　pitts，2011　よ　り）
　どの国でも、犯罪者処遇の目的は再犯抑illにある、、そのために、個々の対象
者の再犯リスクを統制することが肝要になるc，各人のリスクレベルに応じて犯
罪行動をしないか、あるいは犯罪に結び付くリスクの高い問題そ1動をしないか
監視し、行動を規制している，、さらに、本人に認知行動療法によるゾログラム
を実施して、犯罪リスク要因となっている認知とそj動の変容を図り、同時に自
分自身で再犯を防ll：するスキルを体得させている，、これが再犯リスク管理に係
る部分の犯罪者処遇の機軸をなすit
　しかし、行動を監視するばかりで犯罪者をコミュニティに包摂しなければ、
再犯を確実に阻止できないtJそこで、ヒ述のINew　What　Worksl様の介人によ
って、更生を支援する。ただし、社会への包摂策は、地域の関係機関・団体と
のパートナーシップや地域福祉の枠組みを活用してこそ可能となる。人間の社
会性や生活力は地域での相互作用や支援を通じて育っていくものだからであるt、
　こうして、犯罪者処遇は犯罪者の地域社会への再統合を志向するようになっ
た．ここには、犯罪の責任は行為者にあるが、社会的背景があっての犯罪であ
ll6
り、犯罪者の立ち直りは地域社会においてこそ可能となるというWl場が反映さ
れている。そして、この図に示されたような犯罪者処遇は従来の刑事司法の↑乍
内でのケースワークでは完結せず、社会政策や地域福祉でのケアに繋げてこそ
成り立っことが示されている。
第3節　犯罪者処遇の実際の体制
　では、上述の犯罪者処遇モデルを基盤に、実際にどういう犯罪者処遇体制が
構築されているか、デンマークとイギリスの例を取りヒげて、考察していく】5．
これらは11国の例に留まらず、理念型としては世界標準とされるものである、，
ただし、実際の運用は各国の実情によって様々であろう。
1　犯罪者処遇の枠組み
　デンマーク司法省矯正保護局の資料によると16、犯罪者処遇は図5－2のよう
な構造をもつ。処遇原則とされている「ノーマライゼーション」にデンマーク
に源をもつ対人援助の基本理念であり、障がい者福祉の領域で出現したが、北
欧では犯罪者や薬物依存者の処遇原理にも適用されている17。犯罪者処遇に則
して言えば、犯罪前歴や薬物依存歴を持つが故に社会の周縁に追いやられてい
る者も可能な限り健常者と同様の生活が送るべきであり、社会の責務としてそ
のための支援や環境づくりを行うということになる，、さらに、犯罪者といえど
も尊厳と責任をもつ主体として捉えられており、犯罪者の権利保障への配慮が
なされている。ただし、政府や社会からの一方的な働き掛けではなく、’i3’la：者
が犯罪を行ったことを含め市民としての責任を引き受け、1二体的に更生するこ
とが期待されており、責任意識や更生意欲の浦養が犯罪者処遇の原則や課題と
して明記されている。これは、本苔の第2章で考察した犯罪者の「J．i：答　♂ul”イ丁：」
に沿うものである。
　図5－2のとおり、社会の求めるレベルまで犯罪を統制することを犯罪者処遇
の最終日標にしている。そのための課題として、犯罪者への支援と犯罪統制が
挙げられている。原注によると、支援とは犯罪者の人格的・社会的・職業的・
教育的発展を助けることである。犯罪統制には、行動規制や認知行動療法等の
方法による認知と行動の変容があると思われる。これらは、刑事司法だけでな
く社会の資源を総動員して実施される、支援だけでなく、統制も併せて課題と
されるところが、福祉での対人援助と対比をなす犯罪者処遇の特徴である。
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　なお、犯罪性の許容レベルを決めるについては、「公衆の止義感覚」が指標と
されている。つまり、犯罪者処遇の内容やレベILの決定は、あくまで政策決定
事項ということである。このことから、（序章で述べたように）犯罪対策は社会
の衿持と力量を表すと言えるのである。
図5－2　デンマークにおける犯罪者処遇の構造
???
必要条件
犯罪性を許容できるレベル川に引きトげる
人間の尊厳と人権籾の尊重
法令遵守による人権侵害の抑1
法の執行による一・般予防・特5
公衆の正義感覚への配慮
?
　f’防・刑の執行
犯罪統制による安全の確保
犯罪者への支援＊3と更生意欲の油養（両者は巾
θ）両輪）
ノーマライゼーション
開放的な処遇掴
犯罪者に責任意識を瀬養すること
コミュニティと犯罪者白身の安全の確保
最小限の介入
社会資源の最大限の活用
（原注）
＊1　許容できる犯罪のレベルを定めるのは、刑事司法ではなく政治の課題で
　ある。
＊2　人権には、例えば、労働・休養・社会保障給付・見苦しくない生活水準・
　医療・教育・文化活動を受ける権利、および拷問・非人間的な取り扱い・
　差別を受けないことがあるrtこれらは、デンマーク憲法・国際人権規約・
　市民的及び政治的権利に関する国際規約・拷問等禁ll：国際条約および同欧
　州規則、欧州刑務施設規則に保障されている。
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＊3支援とは、対象者の人格的・社会的・職業的・教育的発展を助けること．
＊4 J放的な処遇とは、対象者が可能な限り家族や祖1会との関係を維持する
　こと及び矯正・保護の業務が社会に開かれていることを意味するt、
（出所：Danish　Prison　and　Probation　Service．2009．．4　Prθ　．g　ra〃～〃le　O〆Pr”7c∫ρ183∫～）r
Prison　and　Probati‘川Mork　in　Z）enmark，　Danish　Ministrv　of　Justice．　小長井試訳）
2　犯罪者への介入の構造
　イギリスの現行の犯罪者処遇は、次のような基本ノ∫針を採っている叫，
　①犯罪者処遇の目標は、犯罪者の再犯f’防と生活再建にある。
　②処遇は、What　Works　Evidence、　Socia1　Exclusion　Reportオ£どの実、，IE研究に
　　よって導かれた知見に基づいて行う。
　③処遇は、「管理（Case　Management）」と「介人（lntervention）」のコ。1面
　　から、個々の犯罪者のリスクレベルとニーズに即してそjうべきであるf、ケ
　　ース管理とは、再犯リスクアセスメントと個々の対象者の行動観察（高リ
　　スク対象者の場合は行動監視）に基づいて、適切な手立てを講じて再犯を
　　予防することである。一方、介入とは、対象者の行動変容と改善更生を目
　　指した働き掛けである。介入は個々の犯罪者のニーズに基づき、必要に応
　　じて刑事司法を超えて地域のパートナーシソプの枠組みを活川してそJう、、
　上記③のとおり、犯罪者処遇には管理と介入の要素から構成されている。う
ち、「介入」の構造は、表5－2に示されている。以ド、同表から読めることを
書いてみる。
　犯罪者の更生のための介入は、1）保護要因の支持、2）障壁の削減、3）
行動変容、4）再統合の四つの局面から成っている。介入の各局面の詳細は、
以下のとおりである。
　①保護要因一各人の生活一上の肯定的要素、家族関係、職業、住居、健康
　②障壁要因一各人の生活上の障壁、非定住生活、物質依存、更生への動機
　　付けのなさ、精神保健問題
　③変容のためのプログラムー社会適応的な態度や行動の学習、犯罪行動の
　　変容、物質依存の治療・離脱、社会生活技能練
　④再統合支援の要素一市民としての学び、自・Σ生活、職業・教育スキル訓
　　練労働、収入の維持と金銭管理、再犯リスク管理
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　これら介入の四局面のうち、犯罪者処遇機関だけで完結するのは、変容のた
めのプログラムだけであり、他は地域内の関係機関・団体と連携しなければ十
全には実施できないものである。ここから、地域のパートナーシップの必要性
が導かれていく。あるいは、刑事司法が社会政策や地域福祉に繋がっていく。
これはまた、デンマークの「社会資源の最大限の活用」に通じるものである。
表5－2：犯罪者の社会内処遇における介入の構造
建設的介入
刑罰的 更生のための介入 制限的介
介入 保護要因 障壁要因 変容プロ 再統合 修復的介 入
の支持 の減少 グラム 入
犯罪者の 改善の障 社会適応 新しい学 公衆保護刑の刑罰 生活のう 壁となる 的な態度 びの統合 犯罪の被 のための
的要素の ち犯罪抑 要素を除 や行動の とシティ 害の償い 行動規制
執行 止につな 去 学習 ズンシツ
がる肯定 プの促進
的要素を
強化
社会内命 ．し一 ｰめ欝 ホ←ムレ ざ “被害者の 行動禁止
令や仮釈 ）を維持 ス状態に た魏罪行 の支持 、気持ちと
放での 陥るのを 動プログ 受けた害
接触条件
?
阻止 ラムの受 、を理解
? 講
．1
門限命令 職集を保 薬物・アル 薬物やア 労働市場’ 明示した 門限命令
持 コールの ルコール が要灘す1 無償労働
急性乱用 乱用の治 るスキル1i（地域へ
?? を阻止 療・離脱指 の習得 の償い）
? ? ?
センター 住居を保 更生への 生活・祉会 杜会保櫟 直接・間接 行動制限
出頭命令 持 動機づけ 技能訓練 給付、負・ のミデイ
の高揚 債、金銭管 ．工一　シ　ョ
理 ンや謝罪
無償労働 健康を保 閲題とな’ 再犯リス1 直接の賠 監視
命令 r持 る精神保． クの低滅ぱ ，償
億問題に議
対応
拘禁刑 刑に服す
’ることを 【，
?
灘　　副L 一
影のかかっているセルは、内務省 「再犯予防のための国の行動計画」19による　「多機
関が共有すべき7本の経路」を参照のこと。
7つの経路一住居、 教育・訓練・雇用、精神と身体の健康、 薬物とアルコール
問題、収入・社会保障給付・負債、子育てと家族、態度・思考・行動
　（出所：
筆者注　＊
?
The　NOMS　Offender　Management　Model、2006、　p36、小長井試訳）
表のセルのうち色づけされているのは原本に倣った。介入の主旨
のうち核となっているものを示していると思われる。
表の上から下に向かって、介入の程度が重くなる。
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　さらに、この表を参考にし、筆者がとらえたイギリスの犯罪K一処遇の構造は
図2のとおりである。犯罪者処遇の管理局面はllに刑tlll司法が｝11い、介入は刑
事司法、社会政策、社会的包摂施策（＝地域福祉）の：領域にまたがってfjわ
れている、，このように介入が広い領域から行われているのは、犯罪者を地域住
民という視点から捉えているからであろう。
図5－3：三領域にまたがる犯罪者処遇
市民社会
　シティズンシップ
　相互扶助
　近隣地域の
　パートナーシッグ
　企業、NPO、　治体
　社会的企業
（Community　riven　pProach）
理念：人間の尊厳
　　　権利のイ呆障
　　　機会の保障
刑事：司法
　・刑事政策
　　社会的包摂
　　就労支援
包括的生活自立支援
犯罪者
処遇
EUの地域政策関連基金20
英国政府地域政策
　就労支援関連基金㌘　
　　　垣～（ノ）～舌†生｛ヒ　・　由：ノk
地域とfii人の：r一ンパワー．．一
社会政策
　社会保障
　住宅政策
雇用政策
（ワークフコア）
社会基盤
?L ?
（小長井試案）
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1　本節を記述するに当たっては、「瀬川，2　0　0　9．　1を参照した、、
2　R．Martinson，1974
3　Andrews，　D．　A．＆Bonta，　J．，　et　al．、1990
4　Andrews，　D．　A．＆Bonta，　J．，2012，　pp．309－310．
5　静的リスク因子とは、犯罪の惹起と相関する過去の事実であり、事：後に変更す
ることができないものである。例えば、学歴、初めて犯罪を行った年齢、薬物依存
歴、成育時の家庭環境などである、、静的リスク因i’・は事後変更できないので、介人
の対象にはならないが、その者の再犯リスクをみるr一がかりをなる，、実証研究によ
って明らかにされた因子である。
6例えば、イギリスの「公衆保護を目的とする関係諸機関協定（Multi－agency　Public
Protection　Arrangement，　MAPPA）」がある、，
7　例えば、UK　Cabinet　Office，2001など。
8　例えば、2005年にパリ郊外で起こ・）た北アフリカ系の若者による象斥動や、1’1ン
ドンのバスや地一ド鉄内で起こったバキンスタン系の若者による爆破事件がある，，
9　Social　Exclusion　Unit，　UK，2002
10 gome　Office，2004a，pp5－6およびHome　Office，2004b，　pp9－43
ll 痰ｦば、「Carter，　Partrick．　2003」は犯罪を減少させるための方策に関するイギリ
スの諮問委員会の報告書であるが、刑事司法だけでは犯罪抑止効果が限定されてい
るので、刑事司法外の機関・団体・個人とパートナーシップを組んで犯罪者に対処
するように提言している。この報告書がイギリスの現行の施設内・社会内の犯罪者
処遇の枠組みと方向性を示した。
12lcGrath，　Robert，2010によると、北米での性犯罪者処遇実務でGLMが多用され
ていることが示されている，、
13 vard，　Tony．2012，　pp．83－84．
14{論文ではイギリスを「イングランドおよびウエールズ」という意味で用いて
いる。連合王国（United　Kingdom）にはその他スコットランドと北アイルランドが含
まれるが、ともに独自の法律と議会をもつ，，犯罪者処遇においても基本的にはイギ
リスと同じ枠組みで行っているが、根拠法令が異なる，，また、犯罪者の社会内処遇
に当たる者は保護観察官ではなく、ソーシャルワーカーである。
15 p国にっいてはCarter，2003，　Social　Exclusion　UniL　2002，　Home　Office　2004a，
2004b　and　2004c，デンマークについてはDanish　Ministry　of　Social　Affairs，2010a
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＆2010b．　Danish　Prison　and　Probation　Service．1994＆2009を参照Lた、、
16canish　Prison　and　Probation　Service、1994および2009．
17 痰ｦば、フィンランドについてはFinnish　Criminal　Sanctions　Agency、“Goals、
values　and　principles”，　Finnish　Criminal　Sanctions　Agericy　HPに1記載さオ【vcいる．
18Cギリスの現行の犯罪者処遇の基本的枠組みは、カータ…報告「Carter、　Patrick．
2003，Managing　Offenders，　Reducing　Crime」によって形成された、
19gome　Office、2004
20EUの地域政策関連基金には、　Regional　Development　Fund（地j或開発基金）と
Sociai　Fund（社会基金）がある、．
21英国政府の前政権の地域活性化基金にはWorking　Neighbourhoods　Fund　（近隣
社会階雇用促進基金）、Deprived　Area　Fund（荒廃地域活性化基金）などがあ’った1、
Working　Neighbourhoods　Fundは2008年から2011年までの就労支援のための基
金であり、2009年までのDeprived　Area　Fundは後進地域における雇用創出・1就
労支援のための基金であった。現政権は「Big　Societyj構想の元に、　I　Big　Society
Capital」を創設して、銀行と連携して地域や個人の福利の向kに寄り・する起業を
資金面で支援している。単なる社会政策ではなく、有望な新事業に投資する要素も
あり、」社会的経済」といえるものである，、その・環として、犯罪、物質依存、低
学歴者を抱える家族への支援のプロジェクトを推進している四つの自治体に対し
ては、出来高払い方式で、「Social　lmpact　Bond」によって付加的支援をしている，，
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第6章　日本の犯罪者処遇の現状
　第5章では、現在世界の多くの国で共有されている犯罪者処遇モデルについ
て、そこに至る経緯とともに概観した。日本の犯罪者処遇も基本的にはこのモ
デルに沿うものであるが、それに尽くせない日本独自の理念や仕糸itみもある。
むしろ、標準的な処遇モデルを採用しながら、換骨奪胎して日本独自の制度を
展開している感もある。本章では、現行の日本の犯罪者処遇制度を概観してい
く。そして、日本の制度の特徴と課題を明らかにし、この後の最終章における
日本に相応しい犯罪者処遇制度についての議論へと繋げていく。
第1節　日本の犯罪者処遇の基本構造
1　施設内処遇と社会内処遇
（1）施設内処遇
　犯罪者処遇は、刑務所1での施設内処遇と保護観察所での社会内処遇から成る、、
　まず制度を概観するが、本論文の目的は実務を評価することではないので、
構成をごく簡単に見ていく。
　施設内処遇は、主に懲役刑の言い渡しを受けた者が対象になるL、施設内処遇
は刑務作業と矯正指導から成る。刑務作業には懲役刑に伴う本来の作業のほか、
職業訓練や就労支援2も含まれる。矯il－：指導は改善指導、教科指導および釈放前
指導から成る。
　改善指導は一一一般改善指導（被害者感情σ）理解と罪の意識の滴養、健全な生活
習慣と意識の付与、社会生活スキルの訓練）と特別改善指導（現在は薬物依存
離脱指導、暴力団離脱指導、性犯罪再犯防止指導、被害者θ）視点を取り人れた
教育、交通安全指導、就労支援指導から成る）から構成されている。教科指導
は平成19（2007）年から法務省と文部科学省との連携により、高等学校卒業
程度の認定試験が実施されており、4施設でそれに向けた指導がなされている。
釈放前指導では、釈放前の2週間で祉会復帰後に必要な基本的な情報や社会見
学等がなされる。
（2）社会内処遇
　社会内処遇は懲役刑の執行を猶予されて保護観察に付された者と刑務所を仮
釈放となった者が対象になる。対象者の居住地を管轄する保護観察所に対象者
の保護観察事件が係属し、原則的に公務員である保護観察官1人と民間篤志家
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である保護司1人が協働して事件を担当する。対象者は、通常の社会生活を送
る中で更生していくことが期待されるが、その力動は、保護観察所長が裁半1」所
等関係機関の意見を聞いて定める「遵守事項1によって枠が定められる、
　「遵守事項」は違反があれば保護観察を取り消して身柄が拘束されることが
あり、その意味で法的な拘束力をもっ。遵守事項は一般遵守事項と特別遵守事
項があり、一般遵守事項には健全な生活態度の保持、指導監督の受認義務（中
身は保護観察官や保護司との面接受認義務、生活実態a）申告、資料提小の義務）、
一定の住居への居住義務、転居・旅行の場合のS｝｝1前許f・J’申lll義務等がある、、特
別遵守事項は対象となった犯罪の再犯を防ぐことに寄与すると思われる事が定
められるが、それには性犯罪、粗暴犯罪、薬物犯罪等の認知わ動療法プログラ
ムを受けること（一人に付き5セッションσ）受講義務）も含まれるn
　その他、社会貢献活動や保護観察所と公共職業安定所の連携によりセミナー
の受講や職場体験講習を含む就労支援が行われているが、参加は対象者の任意
となっている。
2　刑務作業と保護司制度
　以L、新しい施策も含めて現行の犯罪者処遇制度を概観したf、これらは2000
年に入って制度内での不祥事を契機に整えられた制度であるが、それ以前、長
らく日本の犯罪者処遇は刑務作業と保護司制度を中心に糸llみ、’f’てられてきた，、
それがどのようなものであったか、振り返ってみたい。
（1）　刑務作業
　法務省矯正局の文書3によると、刑務作業は「刑法に規定された懲役刑の内容
であるとともに、受刑者の矯IEおよび社会復帰を図るための重要な処遇方策1
とされ、「受刑者に規則正しい勤労生活を送らせるとことにより、その心身の健
康を維持し、勤労意欲を養成し、共同生活における自己の役割・責任を白覚さ
せ助長するとともに、職業的知識と技能を付与することにより、円滑な社会復
帰を促進することを目的とする」とされてきた。刑務作業は刑務所内の「場で
職種ごとに行われ、そこには専任の職員が居て、作業を監督するとともに、生
活の指導に当たっている。生活と職業面での指導は、ll記に記述してあるよう
にきめ細かいものであり、生活全般を規律あるものとし、健康で勤勉で真面目
な社会人に更生させるような指導がなされている。
　欧米の大半の国の自由刑は拘禁刑であるのに対し、懲役刑は強制された労働
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（Forced　Labour）を伴い、さらに、刑務作業中は私。ξrを一切禁じられること
から、人権侵害だと国外の団体から批判されることもある。しかL、ヒ述のよ
うに、矯正当局の位置づけは単なる労働ではなく、精神修養や生活習慣の改善三
の機会と位置づけ、それを受刑者と職員の人問関係を基盤に行おうとしている。
刑務所の工場では、工場の職員が受刑者の心身の状態を把握しながら刑務作業
を含めた生活全般の面倒を見る。さらに、職業訓練生や資格取？tl候補生に選ば
れるかどうかも、実質は工場長が決めるとのことであるlc，力関係が不均：｝｝な濃
い人間関係は時に力の弱い方の者を圧迫するし、過剰管理や恣意的な統制に叩
する危険性を内在させているが、第4章で紹介した本論文の被調査者のように
刑務作業を更生の契機とした受刑者も少なからずいることであろう。
　全受刑者に効用があるとは言えないまでに、確かに一一面の価値がある施策で
あると言えよう。つまり、刑務作業は、西欧流の合理1三義では割り切れない日
本的な価値を体現した処遇制度だと言える。そこには、疑似的家族関係という
べきある種の庇護関係が想定されている。
（2）保護司制度
　保護司制度も、理念型から言えばある種の庇護関係を想定している。保護司
制度5は、町内会を基盤として選出された民間の篤志家である保護司約5万人が
全国津々浦々に配置され、保護観察官と協働して、地域社会に戻・）た犯罪者の
更生を同じ地域で指導・援助して、社会復帰を助けることを日的とする。
　保護司は、地域で他薦されてヒがってきた名望家であるv保護司制度は、い
わば地域の良識と善意を体現した者が犯罪者を地域に迎え入れ、後ろ楯となっ
て社会へ再統合するという趣旨の仕組みである。通常、犯罪者を家に招き人れ
て、生活状況の報告を受けて、保護司は自らの経験や世間の常識に基づいて、
生活の仕方、地域や職場での人間関係、キャリア形成等について助言をする6。
世間の中で恥をかかずに一人前の社会人としてやっていけるように、地八：住民
の先輩が善導すると言ってよい関係である。そこには拡大家族関係が擬制され
ているのかもしれない。保護司は親密な人間関係を築いて犯罪者を導くだけで
なく、時には犯罪者を地域の資源に繋げ、生活保護や求職の支援をすることも
ある。さらに、社会のルールや正義の体現者となることもある7。
　保護司活動は無給であるが、多くの保護司は犯罪者の更生や地域の安全に貢
献することを喜びとし、かえって無給であることで保護司活動の意義が増すと
考える者も多い。経験年数が長くなる程その傾向が強まるらしい。これらは法
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務総合研究所による調査で明らかにされている8、
　以．lt、刑務作業と保護司制度を概観した。ごく簡単に言えば、日本の犯罪者
処遇制度は、導く者と犯罪者との関係性を基盤に置き、刑務所で働くことを覚
えて、地域社会に戻りそこで居場所を見つけることを目標とした処遇であ・・た
と言い換えることもできる。日本においては、従来から家族や地城が傘トの人々
を保護してきたことや1990年代後半まで雇用が生活保障の機能を担・）ていた
事実を思うと、それなりに日本の風一｛二に合った、合理的な処遇構造であったと
言える。
3　犯罪前歴秘匿が許される社会
　さらに、犯罪前歴の扱いにっいても、rl本は特殊な国である、、多くの国では、
求職活動時に犯罪前歴を開示することが法律で義務づけられている．例えば、
イギリスでは、法律（Rehabilitation　of　Offe　nders　Act　1974．第5条）に再犯の無
い状態で一定期間経過して初めて更生したと公的に見なされることが規定され．
ている。したがって、そこに規定されている期間が経過するまでは、再犯リス
クがあると一律に見倣なされ、犯罪者は求職やボランティア活動をそjう際に前
歴を開示することが義務付けられている、その期閥とは、保護観察に付された
なら終1’後5年間、6月未満の拘禁では刑執1］後7年間、6月以ヒ2年半まで
の拘禁では刑執行後10年間であり、その間は求職等をする時には、自分の犯
罪前歴を開示しなければならない。
　しかし、日本にはそういう規定はない。それどころか保護観察所や更牛保1；佐
施設では、犯罪前歴を秘匿しうまく履歴書を書く方法を助言することも多い。
イギリスでは前歴は開示得ざるを得ないが、逆にその前歴を自分の長所として
活用する方策を指導している。筆者が2010年度にイギリスで地域の職業斡旋
機関で見聞したのは、「自分は種々の社会的ハンディを負って犯罪までゃったが、
今では前歴を悔い、更生して真面目に暮らしている。社会の最底辺からここま
で這い上がってきた自分のバイタリティーを見てほしい。」といった自己宣伝を
指南する助言であったet
　どちらの制度がいいとは言えないが、少なくとも制度の裏には犯罪者への社
会の意識や対応が体現されていると思える。すなわち、諸外国ではまず公衆保
護が優先され、例えば、Pどもに接する職場や団体に性犯罪者や粗暴犯が侵入
しないように、犯罪前歴を開示している。そして、上記の期間が過ぎるまでは
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犯罪者が更生したとは見倣さない。犯罪者には責任のlnさに応じて、社会的な
ハンディを背負わせている。その代わり、社会保障や就労支援で生括を保障し
ている。犯罪者に責任を求めるからこそ、社会はケアする責務を果たす、、
　日本では前歴を厳しく追求しないで、保護司を含め地域の人達があいRいな
形で包摂して、犯罪者に居場所を提供してきたと思える。仕事についても1990
年代までは、前歴者にも体力と気力があれば、どこかに居場所があっ～11　，、
4　社会の変質と制度疲労
　前述のとおり、2000年代に入t）て犯罪者処遇制度が変わった、、’1㌃成12、1：3
（2000，2001）年の名古屋刑務所暴行事1牛への反省を受けて、刑務所での管理
の行き過ぎた処遇や職員による密室での恣意的行動が見直されて、’1元成19
（2007）年の「刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律」に結実し、
刑務所で管理業務の透明性、犯罪者の人権への配慮、改善更生の処遇プログラ
ムの取り入れた科学的処遇に力点が置かれるようになった、、
　一方、社会内処遇である保護観察では、「F成17（2005）年に保護観察対象
者の再犯や所在不明が相次ぎ、処遇が疎雑で機能していないと社会の非難を浴
び、’拝成19（2007）年には更生保護法が成立したh民間の篤志家である保護
司の善意や包容力を全面に出した制度では、所在確認や行動鳥1制のような法執
行面に弱点があるのも当然かもしれない。また、保護司の世代交代も進み、対
象者を家族での夕食に招き入れるような保護司も減りつつある。前述のとおり、
犯罪者の更生を助けることに喜びをもつ保護司は現在も多いが、支援の仕方は
公的な処遇関係へと変わりつつあるのかもしれない1．）
　更生保護法では犯罪防止が処遇の主要なH的であることが明記され、対象M一
の行動の統制や認知・行動の変容を目指した処遇プログラムが実施されるよう
になった。これは、第5章で概観した再犯リスク管理に係るRNRモデルによ
る介入である。さらに、近年は次の第2節で述べる外部の機関・団体と連携し
た新しい施策が行われるようになった。言ってみれば、これらは犯罪者処遇の
世界の潮流である「コントロールとケア」をともに充実させようとする動きと
同じであり、世界標準に合わせようとしていると見ることができる。
　ただし、処遇プログラムは1人につき5セッションしか実施されておらず、
これが認知行動療法かどうか疑問である。むしろ、観察官との1回2時間の充
実した面接時間を共有することの意義が大きいと思う。
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第2節　日本の更生保護における近年の施策
　日本の更生保護は、長らく地域の篤志家である保護司と保護観察’1∵の協働に
よる対象者の更生を中心に据えたケースワーク的な社会内処遇を力・）ていたが、
平成19（2007）年の更生保護法の制定を境に、再犯抑止を更生保護の1．要日
的として、ソーシャルワーク的な新機軸を打ち出している。
　うち、「地域社会を舞台とした元犯罪者の更生支援」として括れる施策は、
つに分類できると思われる。
①国が直接運営する中間施設
　　一自立更生促進センター、就労支援センター一一一
②福祉ニーズのある刑務所出所者に関する国、自治体、福祉団体との連携
　　一　地域生活定着支援センター
③刑務所出所者等の社会復帰支援に関する国と民間との連携
　　一　更生保護就労支援モデル事業、
　　一　生活基盤確保の充実・強化
　　一　更生保護サポートセンターによる支援の強化
　　これらのうち｛三な施策について、若i”の説明をする”、，
①　自立更生促進センター
　親族や民間の更生保護施設では受入困難な刑務所出所者等を受人れ、特定の
問題性に応じた重点的・専門的オC社会内処遇を実施する中間施設であるf、ただ
し、設立について地域住民の厳しい反対運動があり、現実には民間の更生保護
施設が受人れられない処遇困難者を国の責任において受け人れるという当初の
構想は実現を阻まれ、必ずしも特に処遇の困難な者を受入れているわけではな
いとのことである10。
　自立更生促進センターの・類型である就労支援センターは沼川町（少年対
象）とひたちなか市（成人対象）に設置され、ともに農業の職業訓練を受ける
ことが義務付けられた中間施設として、運営されている。職業訓練部分につい
ては、厚生労働省、農林水産省、農業法人、自治体と携携している。
②地域生活定着支援センター
　高齢者や障害者等福祉ニーズのある者を対象とし、社会福刊、i：等福祉の専門
職ワーカーが対象者の福祉ニーズを把握し、必要とする福祉サービス等の申請
］29
手続きを援助し、相応しい帰住先を調整する地域拠点である。厚生労働省のr・
算が自治体に配分され、各自治体に一’か所以ヒのセンターが設立されている、、
刑務所、保護観察所、自治体、社会福祉法人、医療保健機関などとの連携がr・
定されている。
③刑務所出所者等の社会復帰支援に関する国と民間との連携
　更生保護就労支援モデル事業は、民間団体に委託して就労支援センター事業
を展開するとした内容の構想であり、協力企業の開拓等による雇用基盤の整備
とともに、対象者に雇用情報の提供、就職支援、雇川定着のための支援等を行
うものである。平成23（2011）年度には全国で3庁はモデル庁として指定さ
れた。
　また、生活基盤確保の充実・強化するため、戦前から存在し現在は全1司に104
か所設置されている更生保護施設の機能強化のほか、平成23（201］）年から
は社会福祉法人、NPO、任意団体等と連携して、緊急的住居確保・Fl　’／l支援対
策、住み込み就職先の確保を行っている。自立準備ホームという名称で実施さ
れ、平成23（2011）年度には166事業者が登録されている。
　更生保護サポートセンターは、保護司会の地域拠点であり、’P成24年度中
に全国で55か所に設置される見込みとのことである。将戊（的には全国展開を
する方針であり、刑務所の満期釈放者や保護観察終r者に対する相談支援、矯
正施設出所者σ）引受人への相談支援、関係機関・団体との連携づくりなど、几
犯罪者の地域社会への再統合を促進する枠組みを作ることをll的とする、，
第3節　日本の施策の特徴
　以上の日本の犯罪者処遇制度を近年の施策を、第5章で考察した北欧やイギ
リスの制度と比較すると次のことが言えるように思う，、
①日本では元犯罪者の住居確保や職業訓練、雇用など牛活基盤を整える施策
　を更生保護主体で行い、そのために関係機関との連携が始まった段階にある，，
　十分な手当てをするには、現状では財源も人的資源も不足している。
　　これに対し、上記の園ではこれらに関する支援を受けることは住民の権利
　であると規定し、社会政策や労働政策の環として国や自治体の責務として
　主体的に支援している。犯罪者は、住民として’iG然受ける公的なサービスを
　享受している。サービス受益者の権利性と実施者の責務という点で、大きな
　差異がある。
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②前述のとおり1990年代半ばから、日本が長期の経済／ミ況に陥り、下安定
　雇用が増え所得格差が拡大する中で、地域社会に犯罪者を再統合することに
　忌避感が示されるようになった。それまであいまいな内に犯罪者を地城社会
　に統合していたのが、更生保護施設の建設への強力な反対運動に小されるよ
　うに排除的な対応がなされるようになった。
　　一方、上記の国では地域に再統合することが結局は地城の安全と平和に寄
　与し、コストの削減にもなるとの合理的認識のもとに、元犯罪者の受人れに
　地域住民の支えがある。情緒的な忌避感は日本と同じでも、人道的な観点や
　正義意識がそれを凌駕していると思われる。
③犯罪者の雇用はいずれの国でも困難な課題である。厚生労働省と連携した
　刑務所出所者就労支援制度や一般人対象の求職者支援制度が整備された。こ
　れらの新しい施策を活用できる犯罪者が、確かに存在する。条件に適合する
　犯罪者には大いに活用すべきであるが、．・方で、第1章で見たように、住居、
　職歴や職業技能、学歴、知能、人間関係に恵まれない犯罪者に必ずしも見合
　った制度ではない。
　　欧州ではNGOや社会的企業の関与があり、「ボランティア活動一一市民セ
　クターでの準備的な就労訓練→非正規雇川・正規雇川とい・・たキャリア形
　成のパスが形成されている。H本では、1ビ規雇川に至るまでの中間的な1副11
　機会が少ない。
④刑務所内では職業訓練が行われている他、公共職業安定所と連携した就労
　支援策が実施されている。また、　・般人を対象とした「求職者支援制度1を
　活用すれば、6月間生活費の支給を受けながら職業訓練を受けることができ
　る。しかし、そもそも日本の職業訓練制度は訓練の体系性、就労支援との連
　関、生活保障の裏付けが不十分で、職業訓練が生涯のキャリア形成の中に有
　機的に位置づけられていないll。そのような中、犯罪者処遇制度の中での就
　労支援は一一層対症療法的な支援になり、一時の糊目を凌ぐ職の斡旋に起こっ
　ている嫌いがある。
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1平成17（2005）年に制定された「刑事施設及び受刑者の処遇等に関する法律1に
より、それまで犯罪者処遇を行う法務省管轄の施設の名称が「監獄1から「刑事施
設」に変更になったL，「監獄」は通称「刑務所」と称されたおり、同法の成寸ノ1後は
公的には「刑事施設」と称されることとなった。しかし、1刑務所」の方が　般に
言葉の内包が分かりやすく、英語のPi－isonに対応する言葉であるので、本論文では
「刑務所」という名称を用いた。なお、同法は、関連の他法との整合性をもたせる
ために、平成18（2006）年に名称を「刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する
法律」に改められている、，
2就労支援は、平成18（2006）年から法務省と厚生労働省の連携事業である1刑務
所出所者等総合的就労支援制度」に基づき、公共職業安定所の職員による職業相談、
職業紹介、職業講話が行われる。
3法務省HP中の矯正局　「刑務作業」を参照したt、
http：／／www．moj．go．jp／kyouseil／kyousei＿一　kyouselO．　htm｜、　’ドfJi～24　（2012）　イ王　10
月21日アクセス
1第4章で概観した更生保護施設退所者のインタビューにおいて、元受刑者から聞
き取った。
5保護司制度については、法務省のホームページ頁
http：〃www．moj．go．jp！hogo1／soumu／hogo＿hogoO4，html＃02（’1’1成25（2013）年2
月8日アクセス）や松本勝編著「更生保護入門」（2012，pp．34・36）を参照したc、
6筆者の保護観察官としての実務経験のほか、所属大学で担当する「少年非行論」
や「司法福祉論」などで出張講話者として招聰した保護司や保護観察官からの情報
による。
7ある保護司は、職場で搾取されている虞のある対象者を労働基準監督署に繋いだ
と言っていた、，『がんばって生きれば、社会は必ずあなたの見方になることを教え
たい』とのことである。また、他の保護司は訪ねてくる対象者を毎回家族との夕食
に招き入れ、皆私の子どものようなものだと言って’1’1等に遇していたら、本当に娘
が元薬物依存者の対象者と結婚を誓い、今更反対もできないと困惑していた。これ
らは平成9、10（1997、1998）年に国連アジア極東犯罪防1ヒ研修所で1：催した保護i
司国際研修での、山［県と愛知県の女性保護司の発言であるv当時、筆者は保護司
国際研修の担当教官を務めた、，
8平成24年版犯罪白書の記載による（pp．291・298），、
9更生保護の近年の施策については法務省の川）、
http：／／www．moj．go．　jp／hogol／soumu／hogoLindex．html　によるr，平成24（2012）
年ll月1日アクセスや平成24年版犯罪白書を参照した，，
10法務省保護局や保護観察所の担当者から非公式に聞いた話である，、構想時点で
は、民間の更生保護施設には委託できないような罪種（性犯罪、放火など）の対象
者を国の更生促進センターで引受けることを想定していたが、地元の反対運動や激
しくて、逆に再犯の怖れが少ない者を選定して人れているということである。
11欧州の職業訓練については、「松井、2009」を参照した，．
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第7章　犯罪者の更生と地域への再統合
　　　　　B本に相応しい仕組みと方法を探る
　本論文ではここまでのところ、日本の犯罪状況、犯罪者処遇の理念、犯罪者観の
変遷、筆者が行った特別調査を通じて探ったH本の犯罪K’の課題ぺ’二一ズ、欧」（諸
国や日本における犯罪者処遇の動向を見てきた。終章である本苗では、ここまでの
考察を踏まえ、日本に相応しい犯罪者処遇ぴ）仕組みとノ∫法について更に考察を深め
ていきたい。
第1節　犯罪を巡る日本の現状
1　犯罪者を取り巻く状況
　第二次世界大戦後の日本の犯罪発生率は、先進国で北欧と並んで最も低い水準に
ある。殺人等の凶悪犯罪だけでなく、窃盗等の軽微な犯罪も少ない．　・般に北欧等
社会保障制度が整備されている国では犯罪発生率が低い傾向にあるが、日本の場合
は社会保障制度が高齢者に重点を置いた制度設計になっており、全体として1一分な
生活保障が制度化されているとはいえず、犯罪が少ない理Filを見出しにくい1，むし
ろ、近年は非IE雇用やワーキングプア等の不安定雇川が増え、従来社会保障で賄い
切れない所を職場の福利制度で補っていた日本型の福祉慣行が崩れて、国民の’ド均
的な生活水準は低下している。そして、最近では経済格差が日に見えて広がり、国
民の経済状況が分断しつつある状況を呈している、，
　このような状況の中では犯罪が増加してもおかしくないが、日本の犯罪発生率は
国民の格差が広がるのとパラレルに減少し続けている。　’方で、この時期に再犯率
が上昇して、しかも犯罪の過半数が内：犯者によって行われるという状況をti　／’‘してき
た。っまり、経済的に逆境にあっても、ほとんどの国民は犯罪を全く行わないか行
ってもすぐに立ち直っている中で、一‘部の犯罪者が累犯者として社会の底辺に沈殿
していく様相が窺える。
　このような犯罪状況を説明するのは、難しい、、所属集団内での協調性や相iil扶助
を重んじる国民性、強い集団圧力、（外国との比較において）相対的に健全な国や
自治体の統治、刑事司法の有効性、地域の凝集性や相Jl：扶助ンステムが未だ機能し
ていることなど、種々の要因が相乗して、日本の治安が維持されているのではなか
ろうか。日本の治安が良い理由は、大規模な実証研究によって検証するしかないが、
このような社会文化的要因が相乗して、〔本の安全が保たれているように思える。
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しかし、日本人や日本社会の長所であったものが徐セに崩れてきて、時には長所が
樫桔となって、その綻びが累犯者の増加という現象になって現れているのではなか
ろうか。
2　犯罪者処遇制度を取り巻く状況
　日本の犯罪率の上昇を抑えている理山の・つに、日本独自の犯罪者処遇制度があ
ると思う。第11次世界大戦後から’γ成12（2000）年頃までの日本の犯罪者処遇は、
ごく単純化して言えば、「庇護する者と庇護される者」との関係性で引っ張ってき
た感がある。犯罪前歴を社会に開示する法的な義務も科されていない、、つまり、日
本社会の包摂性が犯罪者対応や処遇制度にも反映され、犯罪者にも社会のどこかに
居場所を提供してきたのではなかろうか。包摂的な対応の最前線にいたのが、刑務
所の職員であり、保護司であったといえないだろうか。刑務所の中に家族1、義的な
職場（＝刑務作業場）を擬i制して、職員は受刑者の面倒を見てきた。また、保護司
は地域社会の中で社会的弱者である保護観察対象者の後ろ盾になって、逸脱者の・’／1
ち直りと再出発を支えてきた。施設内でも社会内でも、支援者が犯罪者の精神内ψ1
に寄り添った、情緒の交流のある関係の中で、立ち直りを支援した，、
　しかし、刑務所職員や保護司による親密な支援を生かした犯罪者処遇制度の」ll合
理的な面が全面に出て、2000年に人ると刑務所や保護観察所で一連のイ・祥‘Pが生
じた。犯罪者処遇制度は社会の批判にさらされた。その結果、外部の識者を人れて
制度の見直しが行われ、ここ10年で施設内処遇と社会内処遇の根拠法が刷新され
た。そして、再犯抑止と社会防衛をi…要な目的として、合理的で透明性のある制度
が目指されるようになった。
　処遇現場では従来からのやり方に自信を失い、親密な関係性を艇にした犯罪者処
遇制度が少しドライなものに変化したのかもしれない。この頃に、欧米で実証研究
に基づいて策定された合理的な処遇プログラムが処遇現場に一挙に導人された。厚
生労働省と連携した、就労支援や地域生活定着支援事業も始まった，，慈善的な福祉
ではなく、福祉の理念とソーシャルワークのスキルに裏打ちされた更生支援の仕組
みを整えるという趣旨であろう．
3　犯罪者処遇の進むべき方向性
　以Lのような状況の中で、犯罪者処遇制度はどのような方向に進めばいいのであ
ろうか。犯罪者処遇制度の目的は再犯抑止であるが、確かな抑止を実現するために
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は、個々の犯罪者の更生と地域社会への再統合を促進しなければならない。ここで
は、そのための道筋を確認してみたい。
（1）国の責務
　まず、犯罪者も人間であるからには、n由権と社会権を保障されなければならな
い。人間らしい健康で文化的な生活を送り、善い人生を築いていく権利をイ1する、、
健康で見苦しくない生活を送り、学び、働き、楽しみを享受することを保障されな
ければならない。このような権利を保障するのは、国と自治体の責務である、、
（2）犯罪者の義務
　一方で、犯罪者も義務を負う。権利と義務は双方向で行使されるべきものであるL、
犯罪者の義務は、市民としての責任を果たすことである。ili民としての責任とは他
人の権利を侵害しないこと、法律を守ること、健全なノ1活を送って社会のために応
分の寄与をすることである。それには、犯罪によって被害者や社会にり’えた害をdl
しく認識すること、自分の犯罪に至る機制・生活トの問題・再犯リスクを洞察する
ことが必要である。そして、自分が置かれた現実を正しく認識して、生活内1建のた
めの現実的で有効な努力をしなければならない。
　これらが実現できたら、他人の権利を侵害しないでも生活を送ることができるよ
うになり、犯罪をしなくなる、，そればかりか、自らの長所を生かして、社会に応分
の貢献ができるようになる。このような状態になることが、応答責任を果たすこと
にほかならない。
（3）犯罪者処遇の進むべき方向性
　しかし、犯罪者が応答責任を果たして犯罪から遠のくのは、大変困難な営みであ
る。誰かが寄り添って、…緒に進んでいく必要がある㌧少なくとも最初の・時期は、
誰かの伴走が必要である。
　これは犯罪者処遇機関の任務である，，犯罪者が応答責任を履行するのを励たし、
促進することが求められる。そのために、犯罪者の再犯リスク管理がなされ、就労
支援やその他の更生支援がなされる。近年はそのために西欧の先行経験から学び、
新しい施策がたくさん移人された。また、処遇側の説明責任が問われ、制度の運営
が透明なものとなってきた。このような方向性は、大いに歓迎すべきである。
　同時に、従来日本が行ってきた親密な関係性を挺にした処遇の伝統も守り、発展
させることが望まれる。特に保護司制度の意義は人きい．欧米にもメンター制度や
地域における関係機関・団体のパートナーシソプがある。それでも、地域住民同ヒ
による関係性をベースにした親密な処遇関係は希少である。保護司が地域住民とし
???
て犯罪者を支えつつ励まし、自らの祉会関係資本を総動員して犯罪～†を地域に再統
合して営みは、大切に守りたい。
　しかし、保護司制度が現代から将来に渡って存続し、発展するためには、犯罪者
処遇制度、引いては刑事司法制度が適正に機能しなければならない、、個人をベース
にした関係性が非合理で恣意的な慈善に堕さないためには、国の制度は正しく機能
することが前提である。っまり、国が刑事司法制度を公止・迅速に運営し、犯罪者
処遇機関は効率的に再犯リスク管理を行うことが求められる。
　また、個人をべ一スにした関係性が有効であるためには、外に開かれた関係でな
ければならない。その意味で、保護司制度が自治体や地域社会に繋がり、必要な支
援を受けることが望まれる。犯罪者に一番近い保護司がfl政と繋がり、地域の資源
ネットワークに組み込まれていれば、保護司と犯罪者の関係性は実り多いものとな
る。犯罪者の再犯を抑止し、地域に安全をもたらし、さらに地域のケアシステムを
堅固にするのに寄与するものと思われる。
第2節　日本の犯罪者処遇制度の課題
　第1節で述べたような関係性を挺にした犯罪者処遇を行うとして、今、日本の犯
罪者処遇制度には次のような課題があると考える。
（1）　口本の犯罪者処遇制度は急激に変わって、論拠となる理念が不明確に
　　　なっている。急遽、認知行動療法の導入や福祉との連携が進み、外国の
　　　制度のヒ積みだけを挿し木した、，しかし、外国の制度には歴史や社会的
　　　な背景や、隣接の制度との体系的な繋がりや連携があるはずなのに、L
　　　積みだけを移転しても根付かない、，例えば、北欧のノーマライゼーショ
　　　ン、EUのアクティベーション、イギリスのコミュニティの再生に匹敵す
　　　る日本の処遇理念は何であろうか。r阿咋の呼吸」で日本社会が繋がって
　　　いけなくなった今日、犯罪者処遇にも、日本に相応しい理念が必要であ
　　　る。社会や他者に害をlj・えた者をなぜ社会が受人れる必要があるか、ど
　　　ういう関係性を作って、犯罪者の更生を支え、社会に再統合していくか、
　　　社会にとってはどんな意義があるかなどに応える、社会が納得できる理
　　　念が必要であると考える。
（2）　本研究の量的調査で見てきたような、自分に問題や課題があるらしい
　　　ことは分かっても、具体的な形で自分の抱える問題性、再犯リスクなど
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　　の認識が不十分な人達には、寄り添って’緒に考えていく支援が必要で
　　ある。現実を適正に判断し、現実の中で自分のできることを見極め、ステ
　　ップを踏んで具体的、現実的なキャリア形成を助ける支援が必要といえる、、
　　また、自分の問題として認識した’事項を解決のための行動へと繋げる思考
　　と行動の訓練が必要である。そのために、ll本人に1＞・）た体系的な処遇プ
　　ログラムを発展させていくことが望まれる。また、刑の執行終1’後にも地
　　域でプログラムを継続できる体制が必要である、、
（3）　福祉との連携が進んできた。社会福祉lrの刑務所や保護観察施設への進
　　出が進み、社会福祉・土：や精神保健裾祉ヒの資格をもっている者が保護観察
　　官として採用されるようになった。地域生活支援センターを解して、社会福
　　祉施設との連携が一．一層促進されている。また、’1え成17（2005）年に導人さ
　　れた医療保護観察制度によって精神保健福祉1：も、YL会復帰調官として保護
　　観察所で業務を行うようになった。これらの隣接領城の専門家と連携や交流
　　が増えて刺激を受け、犯罪者処遇での理念や技法が多様化しつつあることだ
　　ろう。しかし、だからこそ、犯罪者処遇領域の人材の轡1門性と活躍が一層期
　　待される。犯罪者のもつ「犯罪性」や「再犯リスク」に対時して除去させる
　　スキルがあると、地域の他の専門職と　・層よく連携できる、、
（4）犯罪者は生活の諸局面でニーズをもつ、、包括的な生活r川lt支援を行うに
　　は、刑事司法だけでは足りない，，犯罪者を社会政策や地域福祉に繋ぐ必
　　要がある。犯罪者には、次のような二L－一．一一ズがある，、
　①　補完的な社会保障の充実　一　十分な勤労所得を得られない犯罪者が所得
　　　保障との組み合わせで生活できるような、「’卜就労、半福祉｜の制1隻であ
　　　る。
　②　住宅支援制度　一　公営住宅や民間の賃貸住宅を借りる際の身元保障制度、，
　　　NPOや法人など、相hl扶助や社会的支援の仕組みを・層充実させる必要が
　　　ある。
　③アフターケアや社会的支持の仕組みと受けlllL一地域社会に繋がる人問
　　　関係、精神的な支持、特に家族から離脱した者に対する気持ちの拠り所と
　　　なる受け皿が望まれる。欧米で作られているような犯罪者の当事者を入れ
　　　た社会的企業が望まれる．
　④職業技能アソプと資格取得支援一ハローワークで提供されている人材
　　　育成支援事業よりももっと初歩の技能から段階を踏んで訓練をしていく
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　　ような制度が望まれる。公的制度をボランテrア、NPO、｛1会的企業が補
　　完するのがいいと思われる。
⑤雇用の創出一社会的企業やNPOによって、学歴や職業経験が少ない犯
　　罪者でも、誇りをもって働ける場所の創出が望まれる、、付加価値をf・tけた
　　第一＾次産業、生活密着型のサービス、福祉分野の対人サービスなどが今後
　　の成長分野として、期待できる。国、ILI治体、民間の財団による助成が扉
　　用の創出を刺激し、助けると思われる。
　以上のような課題が達成できれば、犯罪者の更生と地域への再統合が促進される
だけでなく、日本社会も異質な者をも受人れる柔軟性と連帯力を高め、犯罪を含め
た問題解決能力を育んでいけることであろう。
追記
　本研究の一環として行った特別調査の実施に当たって、被調査者＾者に対する倫理
的配慮を行った。すなわち、保護観察対象者と保護司に対するアンケート調杏につ
いては、当時筆者が所属していた法務省保護局の倫理的‘拝項に関する指導と監督を
受け、また、更生保護施設退所者に対するヒヤリング調査については、現在筆者が
勤務する立教大学コミュニティ福祉学部の倫理指針に準拠した，，
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⑭人用）
アンケート
　　　　　　　　もくLき　　　　　ねがアンケートの目的とお願い
i　このアンケートは涙議蘂を受けている人の競や薙ち袖き，宿妥の嬬慾をよ・浪…
i　　　　　　　　　　　　　　　や＼だ　　　　　　　　　t’く：．x　　　　　　　　　　　　た’r　　　一’；’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
｝　ものにするために役立てることを目的としています。11三しい答があるわけでは，ありません。まi
lた，畝の1議がもれたり諫護繊の蹴に撫したりすることt：ありませんので，あ肪i
　　　　　　　　　さ　も　　　　　き　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くi　ままの気持ちを聞かせてください，、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
く　　　　　　　　　　　　　　　で　　　　　　　ニんかい　　じけん　　　　　　　　　　　　　　　ほ　ニかノバ’　　　　　　　リノいん　　　　　　　　　ノ　　　　　　i　　アンケートに出てくる「今回の事件」とは，あなたが保護観察を受ける原因となった事1’1：です1．）i
’　　　　　　　　　　　　　　　し　’もんン　　　　　　　　　　　　　　　き　　も　　　　　　あ　　　　　　　　　　　’t　tt　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　わ　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛　それぞれの質問で，あなたの気持ちに当てはまる答を選び，○をしてください、分からないこと｝
；　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
l　　　　　　　　　　　　　　　　∫・｛“　し　　　　　　・tt、・・1　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ii　があれば，そばにいる保護司さんに，遠慮なく聞いてください，、　　　　　　　　　　　　　1
コ　　　　　　　　　　’　　じ　　　した　　　な　モ　え　　　ぴ　｝け　　　　か　　　　　　　　　）t　　　　　　　　　　　ミ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
i　　この頁の下に名前と日付を書いて，次の頁から始めてください。　　　　　　　　　　　　i
r　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ねが　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エ
i　　では，よろしくお願いします。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　；
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぱ　’ヅr　v，，きkl　’いオ　　　’　ノズが　い　　　　，t・　　　　　　　　　　　　コ
1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’r成17年度法務句1究員　小長井　賀　與　　　i
なまえ
調議 平成］7年　9月 ﹈．「
　　　　　’，　Vt　　，　　　　　　I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋1　あなたが今回事件を起こしたのは，なぜですか。最もあてはまるものを
をつけてくださいc
??ゥ?ォ????ストレスを解消したかった。
うっぷんを晴らしたかった。
好奇心から。
　　　　　　　　　　　　　　　　　ノよ　　　　　　　　　　　　　　’　トらアダルトビデオやインターネットなどで見たことを試したか・）た、，
だいてし　　かノししノし　　　ゾへ
性的な関心を満たしたかった。
きtbはんしヤ　　さヱ
共犯者に誘われた。
いきがかりで。
あいこ　　　さそ
相手が誘ってきた。
わ
分からない。
・つ選んで，○
　　じけん　　　お　　　　　　　　　　　　　t　）じ　　tlいJt）　　もんだい　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　けtL　　も　’，も　　　い　い　　　n　い2　事件を起こしたのは，当時の生活に問題があったからでしょうカ＼，事件と最も関係の深
　　　　　　えらいものを一つ選んで，0をつけてください。
　　　　　　はたらア　まじめに働いていなかった。
　　じぶん　　せいぐき　　かんしん　　み　　　　　　　　　　　　　　　かノかイ　自分の性的な関心を満たすことばかりを考えていた。
　　にんけんかんけい　ウ　人間関係がうまくいっていなかった。
　　．Kレ　　　　k　　；　　　　　　　　おも工 天の気持ちを思いやることができなかった。
　　トい　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ミ　　t1　　オ　人に誘われると，よく／考えないで同調していた。
　　　　　　　r，，／’，が　　　　　　　　　　ノヒ　トカ　あとさきを考えずに行動していた。
　　　じ　ピん　　　tlいか　’　　　　　かノ　ニい　キ事件と生活とは関係ない。
　　ニんかい　　じけハ　　　　ぴがいしt’　　　　　　　　　　ノいM　ト　　タけ　　　　　　　　　　　　　　　　e，　，lも3　今回の事件で，被害者にどのような影響を与えたと思いますか，、最もあてはまるもの
　　　えら　をrっ選んで，○をつけてください，，
　　ttいしんてきく　）ノ　　あたア　精神的苦痛を与えた。
　　にくたい（きく・］tJ　　あたイ　肉体的苦痛を与えた。
　　せいしt、．てきく’ノノ　　にくたいCkくっ　，　　bミJほノ　　あア　ウ　精神的苦痛と肉体的苦痛σ）両方を与えた，，
　　にくhい（き　　　　ltいし／L：き　　　　　　xつ　ノ　　・eた工　肉体的にも精神的にも，苦痛をり・えていない，、
　　いや　オ　嫌がっていなかった、，
　　ii　／，しん　　　　こ1・ニ
　カ　本心では喜んでいた、，
　－tか　’　　　　T，，　　　　　　　　ll　　　　　　　　　　　　　　　お－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　r／ら4　今回の事件に対する刑を，どのように思いますか．あてはまるものを一つ選んで，Oをつ
　けてください。
　ア　やったことに対して，重すぎる．
　イ　やったことに見合っているtt
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2
ウ　やったことに対して，軽すぎる。
　　a，工分からない。
5　今回の事件に対し，何をすべきだと思いますか。
　○をつけてください。
??????
　　’lt’＋／　　　　　　　ゴ　l
最も大切だと思うことを
　　　　けい　　　ふK　　　　　　　　　　；i　ご　t・1ft　’　　　t）
まじめに刑に服したり，保護観察を受けたりすること。
がセた　　じけん　　お再び事件を起こさないこと。
ひがいしや　　　　　　　　カ　ぞミ　　　　　，t’やタ
被害者やその家族に，謝ること。
ひご　いしや　　　　　　　かぞく　　　　　ひかい　xんこエ　）被害者やその家族に，被害弁償をするこど、
　　　　　　かそ　く　　　しパはいこれからは，家族に心配をかけないこと。
じ　ゴニん　　　L　　　　　　　　　　　　　ど＋）　S　
自分を良くするための努力をするこど、
一つ選んで，
　　　　　　　　　　’んかい　　おな　　　　　　　　　’，／’A　　　ゴ　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぐ　t　　　　　　　　　　　ヲ　　　6　どのようなときに，今回と同じような事件を起こしそうになると思いますか、，最もあてはR
　　　　　　えら　るものを二つ選んで，○をつけてください。
ア　さみしいとき。
　　さぶん　　　お　　　　こイ　気分が落ち込むとき。
ウ　いらいらするとき、，
　　たいくつ工　退屈なとき。
　　あいて　　　　　　　　　　　　　　おtオ　相手をかわいいと思うとき。
　　あい　T　　にK　　　　　　　　　おも力　相手を憎らしいと思うとき。
キ　特にない，，
　げノし　ざい　　　　　　　　　じけんノ　　お　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　りゆ　’　　　　　　　　ごメ　　　　　　　　　　イ　　・1
7　現在あなたが事件を起こさないのは，どういう理山からだと思いますか、、最もあてはま
　　　　　　Aら　るものを二っ選んで，○をつけてください。
　　　　ぜったい　　　じけA　　　　お　　　　　　　　　　　　　　　　　　い　　　
ア　もう絶対に事件を起こさないという意志をもっているから、，
　　　じろ，ん　　　　　　　ゆめ　　メ，くびtノ
イ　自分なりの夢や目標があるから，，
　ウ　つかまりたくないからc，
　　　しごと　工　仕事があるから。
　　おや　　きLうだい　　　　かヂk　　ltさオ親・兄弟など家族が支えてくれるから。
　　　とtJ　　　　　　しニノ　　なかt　　klt　力　友だちや仕事の仲間が支えてくれるから。
　　　ほ　　こかんさx　　　つ　キ　保護観察を受けているから、，
　　　づL　　　　　　　ニ　’さいあい　L　ク　妻または交際相手などパートナーがいるから“
　　　　　　　きかい　ケ　そういう機会がないからr）
8　現在，困っていることや悩みが，ありますか。最もあてはまるものを
　てください。
’つ選んで，○をっけ
3
??????????ない。
仕事がうまくいかないc
家庭がうまくいかない、、
：c　　　　　　　　＝　’　：　　　な　ttE　　　　　，　’，　，　’ttに　’
友だちや仕事の仲間との人間関係がうまくいかない、、
，e，
友だちがいない。
’x；L　Ltに
感情のコントロールがむずかしい。
アダルトビデオやインターネットのアダルトサイトなどをっいつい見てしまう、、
せいご1　　　かんしt・＿
性的な関心についてのコントロールがむずかしい。
tかし　　なかI　　さ－昔の仲間に誘われるv
あとさき　　　　　　　　　　　　　　こ　）ゾコ
後先を考えずに，行動してしま元，
　　ニんこ　じか／1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　ン　い
9　今後自分のまわりにどのようなことがあれば，心強いですか、、
選～位で，○をつけてください。
よくあてはまるものを／）
　　t　　　し　’とア良い仕事
　　つ£　　　　　　　こ　｝さいあいて
イ　妻または交際相手などパートナー
　　おや　　　きょ　）だい　　　　　かヂ　　　　ささベ
ウ　親・兄弟など家族の支え
　　とも　　　　　　　しLくぱ　　なかt　　ささ工　友だちや職場の仲間の支え
　　しと　’　　　　　　　　　　ひとオ　指導してくれる人
　　こ£　　　　　　　　　　　　しい　ん　　　えノLじし力　困ったときに助言や援助をしてくれる人
　　じぷん　　おな　　　　　　　　　じけん　　　お　　　　　　　ひレたt’　　　　Xと　　　あ
キ　自分と同じような事件を起こした人達との支え合い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　tl／　もtt　　x　　　　げク　カウンセリングやグループワークなどの専門的な働きかけ
　　v　ノ　　　　　じ　；：ム　　　　　　　　　　　　　　　　　　Lん　　　ちvs　メい　　　　　　　　　　　　　　　おイ
10　今後，自分ではどのような点に注意すればいいと思いますか，，よくあてはまるものを：っ
　選んで，○をっけてください。
??ゥ?ォ?????ヒんちエ）　　　ノP’慎重に行動する。
にんアんかんけい　　　　　　　　　たも
人間関係をうまく保っ、，
じA．　iエ，　　かんじよ　ド
自分の感情をコントロールする。
つしなん　　　　　　　　　　　　　お　　　　　　　かんが困難にであったとき，落ち着いて考える。
ひ－ノニ・）　　　　　　　　　　　　　　　　　　tニん　　　tl　t　　　　　し
必要なときに，きちんと自分の気持ちを，｝う。
　　　　　tzむものごとを前向きにとらえる。
わる　　　　　　　　ぺそ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　わ
悪いことに誘われても，きっぱりと断る，，
N／　　き　！　　　　　おち
天の気持ちを思いやるようになるc、
　k　　かんしt，　　　；　　　ほ）ニ　　
性的な関心を良い方向にもっていく，、
ゆみ　　2？　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：t’てん趣味や遊びなどで，ストレスを発散する．
　これでおわりです、，ご協力ありがとうございました，このアンケL－・一一トは，そばにいる
ほ　　r　　，　　　　　　　　tj
保護司さんに渡してください，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4
d1いli者用）
アンケート
アンケートの目的とお願い
i　このアンケートは，性犯罪対象者の性格，fr動傾向，現在抱えている問題などについて，　i
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
i保護司の御意見をお聞きし，保護観察を充実させるために役、ttlてることを目的としていまi
iす。どうぞ率直な御意見をお聞かせください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
i　併せて，対象者にもアンケートを実施し，本人が自分の問題をいかに認識し，どのようにi
・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
i更生しようとしているのかについても，調査することとしています。本人の現実認識のずれi
iも知りたいので，担当者と本人の回答が一致しない場合にも，そのままにしてください，　i
i　今回の事件とは，本人の保護観察の原因となった事件です。　　　　　　　　　　　　｝
i　それぞれの質問で当てはまる答を選び，○をしてください。また，「その他」を選んだ場i
i合には，お手数ですが，具体的な内容を（　　　　　　　）に記入してください、　　　i
l　なお，このアンケートは，対象者本人の回答とともに，’ド成17年10JS　5　H（水）までi
iに保護観察所へ返送していただけますと，幸いです。　　　　　　　　　　　　　　　　1
｛　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
｛　まずこの頁の下に必要事項を記入して，次の頁から始めてください，，　　　　　　　　｛
i　では，どうぞよろしくお願いいたしますr、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
l　　　　　　　　　　　　　　　　　平成］7年度法務研究員　小長井　賀　與　　i
｛　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（関東地方更生保護委員会審査第：課長）　　｝
担当者の氏名
対象者の氏名
記　　入　　日 平PJ｝～174tt三　9月　　
?
（
歳） ー?
? ?
1　本人の保護観察に対する態度は，どのようなものですか。最も当てはまるものを一つ選んで，
○を付けてください。
????保護観察を真面日に受けている。
一応保護観察を受けているが，表面的である。
時々保護観察を無視するが，かろうじて保護司につながx）ている。
保護i観察を無視している。
2　現在の本人の生活について，問題がありますか。
ア　ない。
イ　ある。
2－2　2で「ある」とした方に，お聞きします。本人の生活には，どのような間題がある
　　のでしょうか。最も問題だと思うことを・つ選んで，○を付けてください。
　　　　　ア　仕事に定着できない。
　　　　　イ　家庭生活がギクシャクしている。
　　　　　ウ　遊び中心の生活を送っている。
　　　　　工　不良交友がある。
　　　　　オ　対人関係を円滑に保てない。
　　　　　力　借：金があり，生活に困っている、，
　　　　　キ　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
3　本人の性格や行動傾向について，問題がありますか、
ア　ない。
イ　ある。
3－2　3で問題があるとした方に，お聞きします。本人の性格や行動傾lil1についての問題
　　は何ですか。特に問題だと思うことを1つ選んで，Oをつけてください。
　　　　　ア　物事を自分の都合のいいように解釈する。
　　　　　イ　うそやはったりが多い、、
　　　　　ウ　感情をうまくコントロールできないFJ
　　　　　エ　物事を悲観的にとらえる，
　　　　　オ　物事を黒か白かに単純に割り切ってしまうt，
　　　　　力　後先を考えずに行動する，、
　　　　　キ　向と二心がない，J
　　　　　ク　誘われると断れない、．
　　　　　ケ　アダルトビデオやエロ雑誌などに過度の関心を持っている、
2
???（支配的，憎む又は恐れるなど）
金つかいが荒い。
その他（
女性観がゆがんでいるL、
）
4　家族の本人の更生に対する態度はどのようなものですか、、当てはまるものを
　さい。
・つ選んでくだ
ア　協力的である。
イ　無関心である。
ウ　本人の更生を妨げている。
工　家族はいない。
5　現在，本人が事件を起こさないでいるのは，どういう理由からだと思いますか、よく当
　てはまることを二二っ選んで，○をっけてください。
??ゥェォ????保護観察で本人の行動を規制しているから。
保護観察で本人を援助しているから。
本人が再犯をしないという意思をもっているからL，
本人が良い生活をしようと努力しているから、，
仕事があるから。
親や兄弟等家族が本人を支えているから。
友だちや同僚が本人を支えているから。
妻又は交際相手等パートナーができたから、，
その他（
）
6　本人の保護観察において，どのようなことをjl標としていますか。保護川として特に力
　を入れていることを一．：っ選んで，○をつけてください、，
??ゥェォ?????再犯をさせないこと。
真面目に働かせること。
精神的に安定させること，，
家庭生活を安定させるこど、
本件の被害について考えさせることr）
円滑な対人関係をもたせること。
性に関連すること以外にも幅広く関心をもたせることr）
種々の社会的な体験を積ませるこど，
自分の将来に希望をもたせることr／
その他（ ）?
7　本人の保護観察に関して、保護観察所に何を望みますか。最も望むことを
っけてください。
・つ選んで，○を
??????保護司の苦労をよく聴いてほしい。
保護司に適切な助言や支援をしてほしい。
主任官も時々本人と面接してほしい。
性の問題にっいて，保護観察所で特別の働き掛けをしてほしい。
保護司向けに，性犯罪者処遇のための研修や資料を充実させてほしい、、
その他（
）
8　本人が今後も事件を起こさないためには，本人自身がどのようなことを努力する必要がある
　と思いますか。特に当てはまるものを二つ選ん一で，○をつけてくださいt、
????ォ??????後先を考えで慎重に行動する、，
対人関係をうまく保つ。
感情をうまくコントロールする。
困難に冷静に対処する。
必要な場面で，きちんと自己L張する、，
悪い誘いを断る。
人の悲しみや苦しみを理解する。
性に関連すること以外にも幅広く関心をも／Σ、
健全な女性観をもっ。
趣味や遊びなどでストレスを解消する，、
その他（
）
9　本人が今後も事件を起こさないためには，本人の努力以外に何が必要でしkうか1、特に当て
　はまるものを二っ．選んで，○をつけてください。
????????待遇面で良い仕事
家族の支え
友人や同僚の支え
本人の行動を規制する指導
本人が困った時の援助
性犯罪者の自助グループへの参加
カウンセリングや性問題を扱うプログラムなどの専門的な処遇
その他（
）
　これで終わりです。御協力ありがとうございました，このアンケートは，
日までに，保護観察所へ返送していただきますようお願いいたします。
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